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第 1 章 はじめに 
 
 
1 問題意識及び研究目的 
私は中国吉林省延辺朝鮮族自治州（以下、延辺州と略す）の生まれで、高校までは
延辺州の延吉市で教育を受けた。そして 2003 年 9 月に吉林農業大学に入学し、経済
学を専攻した。私は、この時から中国における少数民族経済、特に朝鮮族地域経済に
関心を持つようになった。 
周知のように、中国は 56 民族で形成されており、うち少数民族は 55 ある。1954
年、中国政府は 55 少数民族に対して、少数民族自治地方を一種の行政区分として自治
区、自治州、自治県といった 3 クラスに分けた。一級行政区の自治区は、漢民族地方
の省、直轄市と同列の地方行政単位として内モンゴル自治区、新疆ウィグル自治区、
チベット自治区、広西チワン族自治区、寧夏回族自治区が含まれる。 
一方、二級行政区の自治州は直属中央政府の省一級と県一級の間の行政単位として
地級行政区である。自治州には、吉林省の延辺朝鮮族自治州、雲南省の西双版納傣族
自治州、甘粛省の臨夏回族自治州など 30 が含まれている。 
そして三級行政区の自治県（旗）は一級地方民族自治政権として一般の県と同じレ
ベルではあるが、一般の県より多い権限を持っている。自治県には、吉林省白山市の
長白朝鮮族自治県、吉林省四平市の伊通満族自治県、河北省奏皇島市の青龍満族自治
県など 120 が含まれている。このように、中国では少数民族居住地を基に、それに対
応する自治機関が設立され、当地の少数民族が自治権を行使している。これを、中国
憲法では一項の基本政治制度として民族区域自治制度と定めている。 
ところが、こういった少数民族は主に中国の経済中心部から離れている内陸部或い
は辺境地域に集中して居住している。そのため、主に漢民族が居住している沿岸部と
の経済格差は著しく、したがって沿岸部と内陸部の経済格差問題は中国経済に関する
論点の一つとして注目されている。 
朝鮮族が集中して生活している東北 3 省の場合、計画経済時代において、国有企業
を柱とした重化学工業や鉱山業への大規模投資が行われ、産業先進地域と位置付けら
れていた。しかし、市場経済が本格化するにつれて、計画経済時代の後遺症が色濃く
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残された東北 3 省は、沿岸部との経済格差が拡大し、今は経済後進地域となった。と
ころが、中国における上述した経済格差は、一方において省内格差という問題も生み
出している。まさに、延辺州がその典型的なケースと言える1。 
そこで、2009 年 4 月に修士課程に進学して以来、私は「中国延辺朝鮮族自治州の地
域経済に関する研究」をテーマとして研究を進めてきた。 
地域経済の不均衡成長問題に関する代表的な研究としては、ハーシュマンの「不均
衡成長理論」、ミュルダールの「循環累積因果理論」が取り上げられる。これらの地域
不均衡成長理論では主に発展途上国経済の後進性と二重経済構造に注目し、発達して
いる都市と立ち遅れた農村が長期に渡って並存するという経済途上国の二重経済モデ
ルが変わらない限り、経済の後進性が残ることになるため、経済のグローバル化と都
市化が進めば進むほど、地域経済格差が開かれることを主張する。従って、市場経済
のもとで、バランスのとれた地域の均衡発展はありえないこととなり、地域間経済格
差は拡大し続けることになる。なお、地域経済の格差を縮小する方法として、経済力
を集中して経済開発の中心地を形成し、経済成長を実現させなければならない2。 
1990 年代半ば以降、延辺州の経済発展は吉林省の他の地域に比べて相対的な低成長
が続いている。図 1－1 は、延辺州と吉林省、そして中国の一人当り GDP を比較した
ものである。延辺州の場合、1981 年から 1994 年の一人当り GDP は吉林省と中国の
平均を若干上回っていたが、1995 年から後退しはじめ、その傾向は 2010 年まで継続
しており、その格差も広がる一方である。また、吉林省には 9 つの市があるが、その
中で延辺州の一人当り GDP 順位をみると、1981 年から 1994 年までは吉林省の 2 位
を占めていたが、1995 年から順位を落として 2004 年までは吉林省の 5 位に、2005
年は 8 位に、2006 年から 2010 年は 6 位に留まっている。つまり、1990 年代半ば以
降、延辺州の一人当り GDP 順位は一貫して吉林省の下位に位置していることは変わ
らない状況である。要するに、延辺州の一人当り GDP 成長は絶対的には上昇傾向を
見せているが、吉林省における延辺州の経済発展の相対的な低下は否定できない。 
1990 年代半ば以降、なぜ延辺州の経済発展は相対的な低成長が続いているのか。延
辺州の地域経済を活性化させるためにはどのような政策が有効なのか。このことを問
                                                  
1 地域経済とは、一国内の一部地域及び地域間相互の関係をその分析対象とし、分析課題は地域産業、
地域間交易などである。 
2 Hirschman（1982）、訳 p.328。 
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題意識とする先行研究をまとめてみると、主に 3 つの観点があるように思われる。 
第 1 に、不合理的な産業構造を原因として分析する研究である。張・李（2009）は、
延辺州の産業構造と産業生産性に注目し、第 2、3 次産業の未発達と生産性の低下が同
州の地域経済の低成長を生み出している原因であることを指摘している3。両氏は、
2005 年から 2008 年の延辺州の 3 次産業を青島市、天津市と比較することを通じ、延
辺州のサービス産業が相対的に停滞していると分析する。つまり青島市と天津市の場
合、第 1 次産業の低下の代わりに第 2、3 次産業が上昇していることは現代的経済発展
にマッチしている。一方延辺州の場合、第 1 次産業が低下している中、第 2、3 次産業
は成長してない。すなわち、第 3 次産業が 4 年連続して低下状況に置かれていること
は、延辺州のサービス産業の停滞を意味し、同州の経済発展が低迷している直接的な
原因であると捉えている。しかし延辺州統計局の資料によると、1990 年代半ば以降、
延辺州の第 1 次産業は徐々に低下し、第 2 次産業は順調に上昇傾向を見せている。ま
た、第 3 次産業の全体的な流れは 2005 年から 2008 年を除いて、上昇傾向を見せてお
り、一貫して吉林省平均を上回っていることが確認できる。むしろ、なぜ 2005 年か
ら 2008 年までは減少したのかを追究する必要がある。なお、両氏はなぜ延辺州を、
青島市、天津市と比較したのかについても説明していない。 
第 2 に、延辺州内の地域経済格差に注目する分析である。南（2009）は、延辺州は
地理的要因によって工業化と都市化が主に延吉市と琿春市に集中しているため、労働
力人口や外資誘致が一定の地域に制限されていることが地域経済をインバランスに導
き、中・長期的な経済発展にマイナス影響を与えていることを指摘している4。  
とはいえ、1992 年の中韓国交正常化以降、延辺州は韓国との影響が強く、特に 1990
年代半ばからは朝鮮族による韓国への出稼ぎが急増してきた。うち、農村部からの出
稼ぎ労働者も多く含まれているが、農村出稼ぎ労働者の 80%が帰国後農村を離れて都
市部に豪華なマンションを購入しており、出身農民に戻らず都市部に定着することが
多く、都市化建設が加速化されている5。つまり、延辺州における都市化や工業化の不
均衡には、朝鮮族による韓国への国際労働力移動の急増が原因である。 
第 3 に、延辺州の市場化が進んでいないことに低成長の原因を求める研究である。
                                                  
3 張宇・李鍾林（2009）、p.133。 
4 南雪峰（2009）、p.208。 
5 太（2005）、p.86。 
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禹（2005）は、延辺州は西部大開発や地方政府の優遇政策を受けているにも拘らず、
市場開放度は低く、特に多くの国有企業は効率性が低く、また政府による非国有企業
への支援策が十分に実施されていないことを強調している6。 
しかし、ハーシュマンとミュルダールの研究によると、市場化が進んでないことが
問題ではなく、むしろ市場開放度が高いことが阻害要因である。延辺州の場合、多く
の高学歴者を含む朝鮮族が韓国へ出稼ぎに行き、韓国では主に 3K産業に就いている。
そして、お金を稼いで帰国した後、豪華なマンションを購入するかあるいは貯金する
のが普通である。何故ならば、出稼ぎ労働者は大金を手にしてもベンチャー企業等を
起こすにはそれに対する専門知識や情報が不足している。そのため、その担い手とな
る行政が組織的に情報提供、企業経営のノウハウ等を支援することが重要である。 
 以上の先行研究を踏まえて、本研究は、延辺州の地域経済は韓国の影響を受けてよ
りグローバル化され、地域経済の低成長が続いているという仮説から出発する。すな
わち、朝鮮族による韓国への出稼ぎ労働者の急増は、地元の人口減少を引き起こし、
従って社会の有効需要の拡大を阻む原因となること、また延辺州への労働者送金は不
動産投機や奢侈品消費を膨張させ、地域経済は特質な構造へと導かれていること、そ
して FDI の 70％以上を占める韓国資本の役割に関しては、投資規模が小さく、資源・
労働集約型産業に集中しているため、地場産業への波及効果は制限されていることな
どを議論する。 
本研究の結論を先取りすることになるが、1990 年代半ば以降、延辺州は朝鮮族によ
る韓国への出稼ぎ労働者が急増することによって現地では朝鮮族の人口減少が著しく、
さらに様々な社会問題を抱えるようになった。また、1998 年以降、延辺州は韓国への
出稼ぎ労働者によって巨額の労働者送金を受け取っているが、労働者送金の使途は生
産的投資より、むしろ非生産的投資に回され、特に不動産の価格高騰や個人貯金残高
の高まりを招くなど地域経済は特質な構造となり、同州の有効需要の拡大は阻まれて
いる。そして、FDI の 70%以上は韓国系企業が占めており、その特徴は投資規模が小
さく、主に資源・労働集約型産業に集中しているため、延辺州の地場産業への波及効
果は大きいとは言えない。ところが、2012 年、中国政府が琿春国際経済モデル区を正
式に認可することによって、同モデル区には韓国資本を主とする大型プロジェクトが
                                                  
6 禹慶華（2005）、p.4。 
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続々と着工している。延辺州は再び韓国資本に頼って地域経済を活性化させることに
期待が高まる一方である。 
表 1－1 は、韓国における韓国系中国人（以下、朝鮮族と略す）の滞在・不法滞在者
の推移である。表 1－1 が示しているように、1992 年の中韓国交正常化以降、特に 1990
年代半ばから朝鮮族による韓国への労働力移動が急増している。1997 年以降、アジア
金融危機の影響を受けて韓国経済は沈滞し、朝鮮族による韓国への国際労働力移動は
減少しているが、2003 年から再び増加傾向を見せている。2012 年、韓国に滞在して
いる外国人は 1,445,103 人で、うち外国人滞在者数の１位を占める朝鮮族は 447,877
人（31.0％）である。これは韓国人口の約１％に相当する数字である。 
ハーシュマンの先進地域が後進地域に及ぼす分裂効果の解釈によると、先進地域の
経済進歩は労働力移動問題を引き起こし、後進地域の偽装失業を吸収するかわりに、
企業心に富んだ若者たちはもちろん、後進地域にとってきわめて貴重な技術者及び経
営者を奪い去る7。従って、後進地域の中・長期的経済のパフォーマンスにはマイナス
影響を与えることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
7 Hirschman、訳 p.329。 
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表１－１ 韓国における韓国系中国人の滞在・不法滞在者の推移 
（単位：人、％） 
 中国人滞在者 前年比 
% 
韓国系中国人
の滞在者 
前年比 
% 
韓国系中国人の 
不法滞在者 
前年比 
% 
1993 2,661 ― 24,017 ― 21,387 ― 
1994 6,596 59.7 32,447 26.0 17,093 ▲25.1 
1995 11,825 44.2 40,810 20.5 25,706 33.5 
1996 17,387 31.9 48,304 15.5 32,073 19.9 
1997 23,571 26.2 42,963 ▲12.4 29,858  ▲7.4 
1998 19,169 ▲22.9 37,233 ▲15.3 26,188 ▲14.0 
1999 19,413 1.3 67,136 44.5 82,489 68.3 
2000 26,540 26.9 32,443 ▲106.9 11,887 ▲593.9
2001 30,740 13.7 40,002 18.9 72,332 83.6 
2002 36,297 15.3 38,563 ▲3.7 79,737 9.3 
2003 77,202 52.9 98,759 61.0 33,546 ▲137.6
2004 80,236 3.8 113,186 12.7 48,141 30.3 
2005 114,441 29.9 130,890 13.5 36,699 ▲31.1 
2006 145,383 0.6 270,382 51.6 29,472 ▲24.5 
2007 NA ― 294,173 8.1 34,448 14.4 
2008 179,954 ― 349,356 15.8 27,207 ▲26.6 
2009 NA ― 352,404 0.9 25,156 ▲8.1 
2010 NA ― 391,843 10.1 23,161 ▲8.6 
2011 207,384 ― 459,856 14.8 17,307 ▲33.8 
2012 250,567 17.2 428,968 7.2 18,909 8.5 
出所：韓国法務部、『出入国管理統計年報』各年版、出入国・外国人政策本部。 
 
 
 
第 1 章 はじめに 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  12 
 
 
図 1－1 延辺州、吉林省、中国の一人当り GDP 推移 
（単位：元） 
 
出所：吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉林統計年鑑』各年版、中国国家統計局『中国統計年鑑』
各年版。  
 
 
2 研究の方法 
 本研究は、延辺州における国際労働力移動の発生原因や労働者送金が地域経済に及
ぼす影響などを分析するため、すでに韓国における出稼ぎ経験のあるクライアントに
対するアンケート調査や送金の使途に関するヒアリング調査を実施した。また、中国
や日本、韓国、欧米における「統計年鑑」「専門著書」「研究論文」など各国の資料を
用いることを通じて、多角的観点を取り入れることに努めた。一方、若干統計上の課
題もあった。これまでの地方政府の業績を GDP 成長率で評価してきた結果、地方が
統計数値を水増ししている疑いが濃厚で、中央と地方が公表した数値の間で大きな乖
離があることがしばしば発覚された。日本においては、中国に関する最新の統計やデ
ータの収集が困難であり、中国の負の側面だけに注目した論文や報道が目立つ。しか
しながら、本研究はできる限り事実関係を明らかにすることに努め、中国、日本、韓
国、欧米の統計や文献を比較しながら、比較的客観性の高いデータや情報を引用した。
統計に関しては、中国国家統計局により出版された『中国統計年鑑』、『中国経済年鑑』
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『中国金融年間』並びに吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊の『吉林統計年鑑』、
延辺朝鮮族自治州統計局の『延辺統計年鑑』などの中国側の公式的統計を用いるとと
もに、世界銀行、日本経済産業省、JETRO などの国際機関の統計も利用した。 
 
 
3 研究の構造 
 本研究は、7 章の構成である。本論に入って、第 2 章では中国における延辺朝鮮族
自治州を取り上げ、なぜ朝鮮人は朝鮮半島から中国東北 3 省に移住したのか、その歴
史的背景を把握し、延辺朝鮮族自治州の形成過程を検討する。そして、中国政府の 55
少数民族に対する少数民族政策を分析する。つまり、19 世紀後半から 1945 年まで、
東アジアをめぐる歴史的影響を強く受けて、朝鮮半島から延辺州への朝鮮族人口は急
増してきた。また、1945 年から 1992 年までは中国の影響を強く受けて、延辺州は中
国の一地域として成長してきた。そして、1992 年から現在に至るまでは韓国の影響を
強く受けて、中韓国交正常化以降、延辺州は朝鮮族による韓国への出稼ぎが急増して
きた。本研究では、1992 年から現在に至るまで韓国が延辺州に及ぼしている影響に注
目する。 
 次に第 3 章では、民族資本として朝鮮族が経営している「吉林朝鮮文新聞社」の赤
字経営状況を議論する。最近、中国には都市報や地域紙が普及しているが、こういっ
た民営自由新聞は、政府の機関紙とは別に、独自の情報や論拠を基に自由な報道を行
うためには、政治的面だけではなく、経済的・財政的面においても自立が必要である。
本章では民営自由新聞の財政的な自立に注目し、朝鮮族を読者層とする吉林朝鮮文新
聞社を事例として、同社の赤字経営状況を分析し、財政面に存在する問題点が、売上
原価に対する販売額の小ささと一般管理費の異常な大きさにあること、そして赤字を
埋め合わせるために、政府等の補助金が大きな役割を果たしていることを明らかにす
る。そのうえで、同社の財政的自立化のためには、読者層の拡大が重要であることを
指摘する。しかし、1990 年代半ば以降、多くの朝鮮族は韓国へ出稼ぎに行ってしまい、
現地の朝鮮族人口は激減している。さらに、最近中国ではインターネットが普及して
いるため、どこでもいつでも韓国のメディアに簡単にアクセスすることが可能となり、
これは朝鮮族読者層の確保に更なる困難をもたらすことになる。要するに、ミクロ部
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分においても延辺州を含む中国の朝鮮族は韓国の影響をかなり受けていることが伺わ
れる。 
 第 4 章では、中国における経済格差は、農村から都市へ、また経済的後進地域から
先進地域への労働力移動を発生させている中、延辺州朝鮮族の労働力移動はなぜ 1990
年代半ばから加速されたのかを議論する。1992 年、中韓国交正常化以降、特に 1994
年から延辺州は朝鮮族による韓国への出稼ぎ労働者が急増してきた。そこには、中国
政府が 1994 年に実施したドルに対する元為替レートの切り下げ政策によって、中国
と韓国など先進国との賃金格差は一層拡大され、多くの朝鮮族は地元での職場を捨て
て、韓国への出稼ぎを選んだ。このことを、1990 年代半ば頃、すでに韓国への出稼ぎ
経験のあるクライアントに対するインタビューから明らかにする。 
 第 5 章では、延辺州への労働者送金は地域経済にどのような影響を与えているのか
を議論する。海外出稼ぎ労働者による本国への送金は毎年急増し、途上国の経済発展を
支える重要なファクターとして注目されている。その代表的な地域は中南米・南アフリ
カ・インド・フィリピンなどであり、主に頭脳流出、オランダ病、労働力の減少、経済
成長という4つの論点で議論が行われてきた。 
延辺州の場合、1990年代後半から巨額の労働者送金を受け取っている。多くの出稼
ぎ労働者は銀行或いは闇業者を通じて韓国で稼いだ外貨を本国の家族に送金している
が、マンションを購入する人々の多くは出稼ぎ労働者である。つまり出稼ぎ労働者によ
る送金が不動産市場を異常に刺激し、マンション価格の高騰の原因となっている。すな
わち、延辺州への労働者送金はその多くが非生産的投資に流され、その結果、延辺州に
は個人貯蓄率の高まりや不動産市場の急成長という現象が現れた。このような地域経済
への影響は、他の地域や国では例がなく、延辺の特徴（延辺モデル）であると言える。 
第 6 章では、延辺州における外資誘致の変化を議論する。延辺州は、1992 年に発足
した琿春国際経済モデル区の開発開放を契機に、外資系企業が本格的に誘致された。
うち、韓国系企業は外資系企業の 70%以上を占めている。韓国系企業の特徴は投資規
模が小さく、主に資源・労働集約型産業に集中している。ところが、2012 年以降、延
辺州には韓国資本を主とする大型プロジェクトが続々と着工し、投資ラッシュを迎え
ている。今後、こうした大型プロジェクトによる延辺州への波及効果が期待される。 
第7章は、本研究のまとめである。本論において、外部的要因、つまり韓国の影響を
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受けてよりグローバル化されたことが、吉林省の他の地域に比べて延辺州の地域経済の
相対的な低成長が続いていることを仮説し、それを論証するために、それが発生した原
因や送金が地域経済にどのような影響を与えているのかを議論した。また、延辺州の外
資誘致の変化を把握することで、FDIの70%以上を占める韓国資本が同州の地域経済に
与えるインパクトを検討した。以上の検討から、延辺州の地域経済はマクロ部分におい
ても、ミクロ部分においてにも韓国の影響をかなり受けていることを明らかにした。な
お、本研究ではルイスの経済モデルを参考に、今後延辺州の地域経済を活性化させるた
めにはどのような政策が必要なのかを検討した。 
本研究は、同時にいくつかの課題も残すこととなった。まず本研究は延辺州の地域経
済格差問題を吉林省に限定することにより、他省の国境地域に位置している地域との比
較や対策を分析することはできなかった。地域ごとの規模や現状が異なるので、直接に
比較することができないが、産業構造の調整と経済格差是正における成功経験は比較に
値する。これらの残した課題は次の研究に期したい。 
このような内容となる本研究は次にあげる研究等に基づいている。最後にその目録
を記しておきたい。 
 
（研究論文） 
1 「中日新聞産業における経営構造比較」2011 年 2 月（修士論文）。 
2 「中国における民営自由新聞の出現可能性について」  
  『佐賀大学文化教育学部研究論文集』第 16 集第 1 号、2011 年 8 月、 
pp.87-97。  
 3 「延辺朝鮮族自治州における労働力移動の原因」  
  『佐賀大学経済論集』第 45 巻第 2 号、2012 年 7 月、pp.95-109。  
 4 「労働者送金の地域経済への影響－延辺朝鮮族自治州を事例として－」 
  『佐賀大学経済論集』第 46 巻第 5 号、2014 年 1 月、pp.47-69。 
 
第 2 章 中国における延辺朝鮮族自治州 
 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  16 
 
第 2 章 中国における延辺朝鮮族自治州 
 
 
1 はじめに 
 現在、中国には約 200 万人に達する朝鮮族が居住している。歴史を遡ると、中国の
朝鮮族は 19 世紀末期以降朝鮮半島から中国の東北地域に移住した民族である。移民し
て 150 年経った今日、その子孫が中国の東北地域を開拓し、経済を発展させている。
特に、東北地域の中でも朝鮮族が一番多く集中して生活しているところは延辺朝鮮族
自治州である。 
 延辺朝鮮族自治州という名称は1950年代に定着したものであり、その前は間島と呼
ばれた。清朝時代、多くの朝鮮人の間では墾土と呼ばれていたが、間島と墾土は朝鮮語
では同じ発音であり、当時清朝と朝鮮の間に挟んでいる島という意味で、中国人は「墾
土」という漢字を「間島」という漢字に変更したものと見られる。 
 つまり、朝鮮人が中国の東北地域に移住し始めたのは明朝末期或いは清朝初期であり、
最初彼らは戦争捕虜として来られた人々である。その後、帰還した朝鮮人もいるが、そ
のまま中国に残って生活した者も多かった。そして、長い歳月を満族や漢族と通婚して
生活していたため、朝鮮語はほとんど忘れており、朝鮮族という民族意識だけ持ってい
る者も少なくない。 
 表2－1は、中国朝鮮族人口の推移を示したものである。19世紀後半、中国の東北地
域には4万人弱の朝鮮人が移住していたが、20世紀初期には50万人を超えていた。19世
紀後半に比べて1294.2%増加している。そして、1945年にはピークを迎え、200万人以
上の朝鮮人が東北地域に移住していた。その理由は1910年、日韓併合後、日本支配に
抵抗する多くの朝鮮人は日本の主権が及ばない間島を拠点地として抗日バルチザン独
立運動を展開していたことが考えられる。しかし、第2次世界戦争の終焉と中華人民共
和国の成立に伴い、20世紀後半以降多くの朝鮮人は朝鮮半島に帰還しており、現地に残
った一部の朝鮮人は中国国籍を有し、中国の少数民族として居住することになった。 
 2010年、中国には183.0万人の朝鮮族が居住しており、その人口の約90%が東北3省
に集中している。つまり、黒竜江省には約18%、遼寧省には約13%、吉林省にはもっと
も多く、約60%が居住している。吉林省の中でも、特に延辺州には約50%が集中して生
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活している1。そのため、延辺州は中国の朝鮮族を代表する地域でもある。 
在日韓国人・朝鮮人の場合、中国朝鮮族人口の移住時期とほぼ同じである。1912年、
在日朝鮮人人口は0.3万人であったが、日本政府が朝鮮半島に対する日本への自由渡航
制を導入した1922年には6万人近く増加した。そして、1939年は国民徴用令が成立する
ことによって、更に多くの朝鮮人が自由或いは強制的に日本に移住していた。ピークを
迎えた1945年には、在日朝鮮人人口はすでに210万人を超えていた。しかし、第2次世
界戦争の終焉と共に、多くの朝鮮人は朝鮮半島に帰還し、1946年の在日朝鮮人人口は
64.7万人に減少した2。2012年末現在、在日韓国人・朝鮮人の人口は約53万人で、依然
として外国人の身分として日本に在住している3。 
 
 
2 朝鮮族の移住背景 
 明朝時代、中国は周辺諸国と冊封関係を結んでいた。周辺諸国は、明朝皇帝から冊書
によって国王に封じられることにより、自分の王位を権威づけ、政権を確保していた。
皇帝に対しては君臣の礼を取らねばならず、皇帝への書簡には「表す」と書くことに対
し、皇帝からの書簡には「○○王に諭す」と書かれていた。このような手順は皇帝が周
辺諸国の国王を決めて即位させるものと思われるかもしれないが、この手順はあくまで
形式であった。国王は、別に明朝皇帝の力で即位したのではなく、自分の力で得た王位
を明朝皇帝に追認されるだけであった。外交については、大国であった中国に気を使わ
なければならないのに対しても、内政については明朝からの指示や干渉を受けることは
なかった4。ただ、「朝貢」と言う形で、冊封関係を維持するためであった。 
 
 
 
 
                                                  
1 朝鮮族ネット、「朝鮮族人口、30 年後は半分に減る可能性も」、2012 年 10 月 17 日。 
（http://www.searchnavi.com/~hp/chosenzoku/news12/121017.htm―2013 年 7 月 28 日アクセス） 
2 アジア文化社、「アジアウェーブ」29 号、1995 年 6 月。
（http://blogs.yahoo.co.jp/sgy_appmt_today/29176302.html―2013 年 8 月 1 日アクセス） 
3 外務省、「アジア：北朝鮮基礎データ」、2013 年 12 月 1 日。 
 （http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/n_korea/data.html―2013 年 12 月 7 日アクセス） 
4 金春善（김춘선）（2009）、p.9。 
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表2－1 中国の朝鮮族人口推移 
（単位：万人、%） 
年度 人口数 増加比 備      考 
1897 3.7 ―  
1922 51.6 1294.2  20世紀初期、日韓併合に反対する多くの朝鮮人は間島へ
移住し、独立運動を展開した。 
1931 63.1 22.3  
1936 85.4 35.4  
1939 106.6 24.7  
1945 216.3 103.0 19世紀後半～1945年は、中国と朝鮮半島の歴史的背景に
よる影響が強く、間島の朝鮮族人口は急増した。   
1953 112.0 ▲48.2 1945年の第2次世界戦争の終焉と1949年の中華人民共和
国の成立により、多くの朝鮮人は朝鮮半島へ帰還。中国
に残った一部の朝鮮人は中国の国籍を有し、朝鮮族とし
て居住し始めた。 
1964 134.9 20.4  
1978 168.0 24.6  
1982 176.6 5.2  
1992 192.1 8.7 1945年～1992年は、中国の影響が強く、延辺州は中国の
一地域として成長してきた。 
2000 192.4 0.2  
2010 183.0 ▲4.9 1992～現在は、韓国の影響が強く、中韓国交正常化以降、
朝鮮族による韓国への出稼ぎがブームとなった。 
 出所：金文哲（2009）、「中国朝鮮族における延辺テレビの意味」千葉大学大学院人文科学研究科博士
学位論文、p.30、延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011年、p.61。 
 
 
 1592年に豊臣秀吉による朝鮮侵略（韓国では壬辰倭乱、日本では文禄・慶長の役と
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言う）の時、朝鮮の要求に応じて明朝は大軍を出兵した。日本との戦いが長年続き、結
局日本を撤退させたが、朝鮮も、明朝も損失は大きかった。当時、明朝は朝鮮の戦場に
気配りして東北地域で勢力を拡大している女真族に対応する力が弱くなっていた。明朝
の不干渉により、女真族は急速に勢力を拡大することができた。女真族を統一させたヌ
ルハチは明朝から独立して1616年に後金国を建国し、1625年に後金は都を瀋陽に移し、
東北地域を管理した。ヌルハチが死んだ後、1635年に皇太極が後継者となり、女真族
を満族に改め、1636年は国号を清に定めた。皇太極は清の皇帝に即位した後、朝鮮半
島に対する圧力を更に強めた。当時、後金の関心は南朝鮮と西朝鮮、そして北のモンゴ
ルであり、最終目的は明朝であったため、まず政治的に軍事的に朝鮮半島を徹底的に服
属させる必要があった5。 
 1644年、「李自成の乱」6によって明朝が滅んだ。その後、清国は都を北京に移し、
東北地域に関しては地方管理体制を作り、瀋陽を中心に管理し始めた。居住者が少ない
東北地域に地方管理体制を作ったのは、当地域に誰も移住しないようにするためであっ
た。当時、東北地域への立ち入り禁止令には二つの理由があった。一つは「1627年に
清国は朝鮮と『江都会盟』7を締結し、封疆を約束する8封疆政策であり、二つは「清国
が都を瀋陽から北京へ移動した後、長白山以北の土地を『龍興之地』9、すなわち満族
の発祥地として封禁を実施し、漢族や移民族の移住を一律禁止する封禁政策である。 
 封疆政策は、主に朝鮮人が鴨緑江と図們江を渡って、東北地域に入ることを防ぐため
であり、封禁政策は主に関内10の漢族が東北地域に立ち入ることを防ぐためであった。
しかし、封疆命令にもかかわらず、朝鮮人は越境して狩猟したり、自然産の朝鮮人参を
獲ったりしていた。これに対し、清朝は朝鮮に賠償金を要求したこともあり、捕まれた
朝鮮人は残酷な刑罰を受けたこともあった11。しかし、朝鮮人にとっては清朝に捕まる
危険性以外にも、川を渡る命かけの冒険も耐えなければならなかった。 
                                                  
5 増井（2002）、p.56。 
6 李自成は、中国明末期の農民反乱の指導者である。明を滅亡させてから清が北京を占領するまでの 41
日間、順王朝を建国していた。 
7 江都会盟の内容は、主に清朝と朝鮮は各自の封疆の約束を守ること、お互いに捕虜を相関することな
どである。 
8 孫春日（손춘일）（2009）、p.38。 
9 清朝は、長白山一帯を満州族先祖の発祥地として、鴨緑江と図們江以北の千里以内の地域を龍興之地
と呼んだ。 
10 中国の山海関より西、嘉峪関より東の地区を指す。 
11 李春善（리춘선）（2001）、p.34。 
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 それでは、なぜ朝鮮人は17世紀から命を掛けて中国の東北地域に越境したのか。一つ
は、朝鮮国内において生計を立てることが難しく、飢餓に追い込まれていた時、中国の
東北地域には無尽蔵な自然資源が深く眠っていたことである。二つは、獲物や作物を手
に入れること、つまり朝鮮人は清朝兵士の目を盗んで、渓谷や閑寂なところでひそかに
耕作を行った12。飢餓に追い詰められた朝鮮の農民には、農業技術を活かすほかなく、
土地利用が飢餓回避のもっとも有効な選択であった。三つは、間島の自然資源を利用す
るためにはその土地に定着しなければならなかったことである。 
 1712年、清朝と朝鮮は朝鮮人越境問題を巡って長白山の分水界に国境を示す長白山
定界碑を建てた13。両国の国境が確定された後、朝鮮政府は北辺地域を開発し始めた。
従来、朝鮮国内には戦争と自然災害が多かったため、また清朝との紛争を避けるために
北辺地域は放置していたが、国境が確定してからは人々を移住させ、北辺地域の開発を
積極的に行った。朝鮮政府は、中国人の越境を厳しく取り締まる一方、朝鮮人が越境し
て清朝の東北地域に行くことを防ぐために北辺地域に対して開発政策を実施したが、朝
鮮人による中国東北地域への越境は継続していた。 
 当時、朝鮮の経済基盤は農業であった。儒教中心の朝鮮社会では両班が治世を担当し、
農民は経済を支えることを基本としていたが、18世紀に入って、このような構造は少し
ずつ動揺し始めた。田植えの拡大によって米と麦の二毛作が可能になるなど、農業技術
の向上は労働力の節減と全般的な農業生産量の増大をもたらし、経済が全体的に活発化
した。ところが、18世紀末朝鮮の北部では凶作が相次いで起こり、飢餓に苦しむ人々が
多かった。朝鮮政府による北辺地域の開発政策は、朝鮮人を安定させることができず、
越境する朝鮮人は増える一方であった。 
 他方、清朝は1760年から新疆、チベット等辺境地域に対して移民政策を実施したが、
女真族の発祥地である東北地域に対する封禁政策は継続していた。朝鮮人がよく越境す
る地域に関しては清朝の封禁政策は更に厳しかった。そのために朝鮮人は「朝に耕す、
夕べに帰る」、「春に耕し、秋に戻る」、「令厳しければ退き、令ゆるめば戻る」とい
う生活を営んできた14。その後、大きなコミュニティが形成されたのは朝鮮人が大量に
移住した19世紀後半である。1868年、遼寧地域の朝鮮人移住民は165世帯であったが、
                                                  
12 孫春日（손춘일）（2009）、p.60。 
13 金春善（김춘선）（2009）、p.21。 
14 延辺朝鮮族自治州概況執筆班（1987）、p.45。 
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翌年には766世帯に増加した。東北地域への朝鮮人移住が急増したことに対し、清朝は
朝鮮に行文を送り、越境した朝鮮人の取り締まりを要求したが、朝鮮人の移住を止める
ことはできなかった15。 
 ところが、19世紀後半から清朝は東北地域に対する封禁令を解除した。その理由は、
18世紀から19世紀にかけて、西洋諸国は原材料を手に入れるために、東アジア諸国を
強制的に侵入し始めた。18世紀まで鎖国であった清朝は西洋の侵入により半植民地にな
ったが、そのきっかけがアヘン戦争である。清朝は、長い間、中国は物が豊かで、世界
にないものはないと思いこみ、他国との貿易を拒否していた。清朝は、生産物を自給自
足し、外国商品の輸入は必要とせず、ヨーロッパとの貿易窓口は広州一港のみと厳しく
制限していた。 
 一方、中国の絹、茶、陶器などはヨーロッパをはじめ、広く世界から求められ、1780
年代まで清朝の貿易は黒字を継続し、そのおかげで清朝には大量の銀が入ってきた。と
ころが、19世紀初期においてイギリスはインドのアヘン生産地を占領し、そこで栽培し
たアヘンを中国に輸出し始めた。他方、アメリカのアヘン商人も中国にアヘンを密輸す
ることで、アヘンを吸引する中国人が急増した。大量のアヘンを輸入することによって、
清朝の貿易は黒字から赤字に転落し始めた16。 
 中国国内でアヘンが蔓延したため、政府はイギリス商人からアヘンを没収した。この
ことにより、いわゆるアヘン戦争がほっ発したが、その結果、不平等条約である「南京
条約」が結ばれ、香港をイギリスに奪われ、また多額の賠償金を支払うこととなった。
また、広州、アモイ、福州、寧波、上海などの5カ所を、通商港としてイギリスに開放
することにした。その後、第2次アヘン戦争と中仏戦争が起こり、中国は西洋諸国の権
力争いの戦場となった。このように、清朝に対する西洋諸国の侵略が続いている中、清
朝は200年ほど維持してきた東北地域に対する「封禁政策」を廃止せざるをえなかった。 
 その理由は、以下の3つにまとめられる。1つは、中原（現在の河南省）地域の人口が
急増して、社会全体が不安定になったことである。明朝時代まで、全国の人口は7千万
人位であったが、咸豊元年（1851年）には人口が4億3189万人に急増した17。人口の急
増によって、耕作地は足りなくなり、食糧不足問題が起こり始めた。2つは、経済難を
                                                  
15 申基碩（신기석）（1979）、p.33。 
16 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.11。 
17 金春善（김춘선）（2009）、p.35。 
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乗り越えるためである。アヘン戦争以降、清朝は相手国に巨額の賠償金を払うことにな
っていたが、その賠償金は当時清朝の財政収入の2倍を上回っていた。清朝は、新たな
土地を開墾してもっと多くの税金を取得しようとした。このような状況の下、東北地域
を開放することは人口増加問題と経済難を解決する一石二鳥のことであった。当時、東
北地域は長期的な封禁政策によって人口が少ないうえ、放置された土地も多かった。例
えば、1880年河南省の人口は全国人口の6.75%で、人口密度は1平方km当り154人であ
った。これに対し、吉林省はそれぞれ0.13%、2.57人であり、黒竜江省はそれぞれ0.18%、
1.45人にすぎなかった。 
3つは、西洋列強が東北地域に入ってくることを防ぐため、漢族と満族を東北地域に
移住させていた。太平天国の乱や第2次アヘン戦争による国内の混乱をきっかけに、ロ
シアは清朝と「愛琿条約」を締結した。ロシアは、この条約を通じて中国のアムール川
（黒竜江省）左岸を獲得した。しかし、ロシアは満足せず、辺境を超えて武力で東北地
域を占拠しようとした。清朝は、このようなロシアの南下とイギリスの接近を防ぐため
に、東北地域を空き地に放置することはできなかった。 
 以上の原因で、清朝は東北地域に対して200年間継続していた封禁令を廃止し、移住
民を奨励した。1882年に清朝は鴨緑江の沿岸地域を開放して大量の漢族と満族を移住
させ、移住民に支援金を与えたり、土地を開墾する道具を与えたりするなど、いろんな
支援策を導入した。にもかかわらず、東北地域の開発状況はなかなか効果が上がらなか
った。実は、この地域に移住した人々は農民ではなく、政府の支援金を狙った商人で、
家族を持っていない人が殆どであった。19世紀において、農業は機械化ではなく、集団
を単位に、つまり家族を単位に耕作するのが普通であった。したがって、国内から移住
した人々は、政府からもらった土地を、越境した朝鮮人に売り渡すか或いは朝鮮人を雇
用して耕作していた。 
 人口移動政策がそれほど効果をもたらしてないことに戸惑いを感じる中、清朝は越境
して間島で生活している朝鮮人が漢族よりうまく土地を開墾していることを見て封禁
政策を廃止するとともに封疆政策をも廃止し、越境している朝鮮人に対して東北地域で
の開墾を積極的に奨励した。封疆政策が廃止されてから、1885年頃より越境者は急増
した。朝鮮人が集団的に朝鮮を脱出して中国の東北地域に移住したことには、朝鮮国内
の情勢が政治や経済面において大きく困難を窮めていたからである。特に、1860年か
ら1871年にかけて朝鮮北部は大寒波と大害虫、大干ばつに襲われ、大きな災害に見舞
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われていた。それに加え、朝鮮王朝では腐敗が蔓延し、朝鮮国内の民衆は一層過酷な状
況に陥った。民衆は公正な税金徴収や法外収奪の禁止を要求して地方官庁に抗議したが、
問題は解決されず、1862年、朝鮮半島では大規模な農民反乱が起きた。このような朝
鮮社会の不安定は越境者をますます増加させることとなった。 
アヘン戦争以降、西洋列強の侵入は清朝だけに止まらず、朝鮮半島にも波及した。
1866 年、フランス軍がキリスト教徒虐殺事件の報復を口実に、朝鮮の江華島を占領し、
1871 年にはアメリカがシャーマン号事件の報復を口実に、朝鮮の江華島を占領した18。
このような西洋列強の侵略が絶えない中、朝鮮国内では政治面で大きな変化が起きた。
朝鮮国王である高宗は、国王にもかかわらず、実権は実父である興宣大院君が握って
いた。大院君は鎖国政策を維持することを主張したが、これに対し明成皇垕19は開放
政策を主張していた。ところが、1873 年に大院君が失脚し、国王高宗が政治を担った
が、明成皇垕に頼る国政運用であった。 
 日本は、このような朝鮮国内の政治事情を把握したうえ、朝鮮の開港を要求した。
やむをえず、朝鮮は日本の要求に応じて開港を決め、日本と修好条約（韓国では江華
島条約）を結んだ20。 
 この条約の第 1 条では、「朝鮮は自主の国であり、日本と平等の権利を持つ」という
項目を設けたのは、日本が朝鮮と清朝の冊封関係を断絶し、清朝の影響力を朝鮮から
排除するためであった。 
 明治維新以降、日本は外交面において中国への進出を狙っていたが、中国に進出す
るためには朝鮮という掛け橋が必要であった。ところが、朝鮮は従来から清朝との関
係が深かったため、日本の協力に応じなかった。日本は、まず朝鮮を自分の統治権に
いれるために、朝鮮を清朝の属国関係から自主させなければならなかった。 
 1894 年、朝鮮では平等を求める農民峰起が起こり、政府はこの農民達を鎮圧するた
め、清朝に対して軍隊を派遣することを要求した。ところが、日本も、このタイミン
グを待っていたかのように、朝鮮に軍隊を派遣した。これによって農民たちは鎮圧さ
れたが、日本軍は朝鮮の王宮を占領し、国王と明成皇垕を拘禁した。そして興宣大院
                                                  
18 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.20。 
19 明成皇垕は李氏朝鮮の大 26 代王・高宗の妃である。日本では閔妃と呼ぶ。 
20 修好条約の主な内容は次のどおりである。第 1 条は、朝鮮は自主な国であり、日本と平等な権利を持
つ。第 5 条は、朝鮮は 2 つの港を貿易港として追加指定する。第 7 条は、日本の航海者が朝鮮の海岸
を自由に測量することを認める。第 10 条は、日本人が朝鮮の開港場で犯した犯罪は日本の官員だけが
審判できる。詳細は、日中韓 3 国共通歴史教材委員会、p.21 を参照されたい。 
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君を政権につけ、朝鮮が中国から離脱するよう脅迫した。その後、日清戦争が起こり、
日本は中国の大連、旅順まで侵入した。結局、清朝は日清戦争で敗北し、日本と下関
条約を結んだ21。 
 この条約により、日本は清朝に朝鮮が独立国であることを認めさせた。したがって、
朝鮮から清朝に対する朝貢、冊封関係等も廃止された。日本が望む通り清朝と朝鮮の
関係は断絶され、日本は朝鮮に対する影響力を強める一方、清朝に侵入する計画を進
めることになった。 
 朝鮮は清朝との冊封関係がなくなり、清朝に対して積極的に自分の権利を求めるこ
とに力を入れた。19 世紀末、清朝は間島地域の朝鮮人を厳しく管理し始めた。ところ
が、間島の図們江上流の沿岸地域は朝鮮移住民により開拓され、朝鮮政府は間島の領
有権を主張し、清朝と朝鮮の国境問題が深刻化してきた。  
封疆政策を廃止した後、清朝は朝鮮人を積極的に受け入れる一方、朝鮮移住民に関
する問題は、朝鮮政府に渡して解決することにした。ところが、清朝のこのような措
置は日清戦争以降に、朝鮮政府に鴨緑江地域に住んでいる朝鮮人を管理する口実を与
えることとなった。一方、1860 年の「北京条約」により、清朝はウスリー川以東、図
們江以北の土地である沿海州をロシアに割譲した。ロシアは開発に必要な人的資源を
獲得するため、朝鮮人難民の移住を勧めており、多くの朝鮮人は延辺を経由して沿海
州に移住した。しかし、沿海州の開墾環境は厳しく、再び間島に戻って生活する朝鮮
人が多かった22。清朝と朝鮮が西洋列強に侵略されている中、辺境地域である間島は
比較的に安全な場所であった。したがって、多くの朝鮮人は間島に移住し、先に越境
した親友や知人を頼りながら生活し、水田開発も進めた。 
 1870 年代、東北の水田耕作が初めて朝鮮人によって成功した。朝鮮人は水田農業に
熟練した民族で、水力条件さえ整えればどこに行っても水田農業ができていた。した
がって朝鮮人はお互いに協力しながら水田農業を進め、コミュニティを形成して間島
に定着し始めた。朝鮮人コミュニティが拡大されると、間島における朝鮮人の数は送
                                                  
21 下関条約の主な内容は次のどおりである。中国は、朝鮮を独立国と認め、中国は遼東半島、台湾、澎
湖諸島を日本に割譲する。また、中国は日本軍費の賠償金 2 億テール（約 3 億 1 千円）を支払い、沙
市、重慶、蘇州、杭州を通商港として開港し、日本の汽船の入港を認める。詳細は、同情、p.27 を参
照されたい。 
22 金春善（김춘선）（2009）、p.50。 
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還できないほど急増した。清朝は朝鮮人に対して「雉髪易服、帰化入籍23」を強制し
ていた。当時、間島の住民は朝鮮人以外に漢族が多かったが、清朝は漢族には質がよ
くて収穫量が多い土地を、しかも自力で耕作できないほど広い土地を配分し、朝鮮人
には漢族より狭い土地を配分し、土地代も漢族より高く徴収した。また、朝鮮人が漢
族地主に払う小作料の負担も重かった。このようなわずかな土地を開墾するにしても、
朝鮮人は清朝に入籍し、満族の髪型と服装に服しなければならなかった24。 
 朝鮮人にとって、中国に帰化することは、民族の象徴である白衣黒冠を捨てること
であった。また、儒教文化の強い影響下で徹底した排他主義の思想を植えつけられて
いた朝鮮人にとって、帰化することは祖先に対する裏切り以外のなにものでもなかっ
た。朝鮮人は、土地所有権を獲得するために朝鮮民族の伝統を捨てて中国の風習に従
うか或いは何年も勢力をつぎ込んできた土地を捨てるかの選択肢に迫られた。朝鮮人
は帰化しないまま土地を開墾するため、すでに帰化して土地事情にも詳しい人や中国
の役人と密接な関係を持っている朝鮮人と関係を結び、すでに帰化した朝鮮人を土地
地券の名義人に立て、土地を耕作する方法を考え出した。帰化していない朝鮮人は、
数十人を単位に共同出資を行い、すでに帰化した朝鮮人の名義で土地を購入してその
土地の所有権を手に入れ、共同で開墾を行っていた25。こうして帰化問題は解決され、
しばらくの間、朝鮮人は安定した生活をしていたが、間島を巡る新たな試練が朝鮮人
を待っていた。 
 第 2 次アヘン戦争後に結ばれた天津条約によって、外国人宣教師は中国各地で活動
し始めた。キリスト教の布教活動が広がり、中国の社会風習や習慣と摩擦を引き起こ
した。ついに、1900 年に排外運動である義和団運動が起こり、他方イギリス、ドイツ
など 8 カ国の国連軍は北京を占領した。北京は西洋列強に攻められる中、ロシアは琿
春に侵入した。現地の中国人官史はすでに吉林の方へ逃げ、間島は誰も管理しなくな
った。一方、清朝の影響力から抜け出した朝鮮に対してロシアは南下政策を押し進め
た。ロシアは、高宗を通じて売り払われた鍾城と鏡源の鉱山採掘権や朝鮮北部の森林
伐採権、関税権などの権利を取得し、朝鮮半島での影響力を増していた。 
 そこで、1904 年に満州と朝鮮を巡る日露戦争が起こり、戦場は朝鮮半島から満州に
                                                  
23 雉髪易服とは、髪と服装を満族のようにすることで、当時清朝が他の民族に強制した同化政策である。 
24 金春善（김춘선）（2009）、p.27。 
25 孫春日（손춘일）（2009）、p.99。 
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移られ、結果的に日本が優勢を見せた。当時、日本は兵力、物資、財力が不足し、一
方ロシアは国内で専制政治に反対する革命運動が起こり、両国とも戦争を継続するこ
とは困難であった。こうした中、アメリカの仲介により日露講和条約が結ばれ、日本
は旅順、大連を含む遼東半島全域を関東州租借地として、中東鉄道南満線の長春以南
の経営権をロシアから引き渡された26。 
 1906 年に日本は大連で「南満州鉄道株式会社」（以下満鉄と略す）を設立した。「満
鉄」は、表面的には南満鉄を経営するように見えていたが、実は日本が植民地的な経
済侵略を計画したものであった。翌年、日本は旅順に関東総督府を設立し、旅順は事
実上日本の政治、経済、軍事の大本営となった27。旅順と安東を手に入れた日本は本
格的な中国・東北への進出を計画したが、東北に進出するためには必ず奉天（現在の
瀋陽）を経由しなければならなかった。ところが、奉天を経由することは中国と列強
との注意をひきつけることになり、列強は日本の行動を制止するに決まっていた。そ
こで、日本は列強の注意を避けるために新たな東北への入り口として間島を選択した。
間島は朝鮮の咸鏡北道から吉林を通る要地であるだけではなく、清朝の統治の中心地
から離れている。日本は、このような利点を利用して中国東北地域への進出を狙って
いたのである。 
 一方、日清戦争後、朝鮮は日本の「保護国」として主権を完全に奪われ、日本が朝
鮮の代わりに内生・軍事・外交を担っていた。したがって、間島の領有問題に関して
は朝鮮ではなく、日本が清朝と交渉を行っていた。間島領土問題を巡って、清朝は日
本に強い警戒心を持っていた。それは、清朝と朝鮮との間には国境線がはっきり定め
ておらず、両国の国境線近くにある間島には多くの朝鮮人が居住している状況下で、
日本側はそれを口実に間島を朝鮮に合併しようとしたからである。さらに、清朝が恐
れていたのは、朝鮮の主導権を握っている日本が間島を手に入れて清朝を侵略する入
口として利用することであった。間島問題を巡り、一連の交渉が行われ、清朝は朝鮮
半島と東北地域を繋ぐ鉄道の敷設権を日本に譲り、代わりに日本は清朝に間島の領有
権を認めた。中国の吉林と北朝鮮の会寧を結ぶ鉄道の敷設権を獲得した日本は、間島
領事館を龍井に開設し、警察官を駐在させた。これが 1909 年に結ばれた「間島協約」
である。ところが、実際間島に居住している朝鮮人は何も獲得できなかった。協約に
                                                  
26 金春善（김춘선）（2009）、p.70。 
27 同上、p.71。 
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は清朝は朝鮮人の土地所有権と居住権を認めると書かれていたが、その対象は帰化し
た朝鮮人に制限されていた。しかし、当時間島の朝鮮人の殆どは帰化していなかった
ため、朝鮮人にとって清朝が土地所有権を承認することは実質的な意味を持っていな
かった28。 
 1910 年の日韓併合により、日本が朝鮮半島を支配することとなり、朝鮮半島に対す
る日本の経済的圧迫はより深刻化し、朝鮮人の生活は一層貧しくなった。他方、中国
国内では清朝を倒す革命が相次いで起こり、清朝は間島を管理する余裕がなかった。
こうした中、日本の支配に抵抗する多くの朝鮮人は間島に移住し、抗日バルチザン独
立運動を展開していた。民間人が行った戸籍調査によると、日韓併合以降、間島には
約 15 万人の朝鮮人が移住しており、これは当時の間島人口の約 77%を占めていた29。 
 
 
3 延辺朝鮮族自治州の形成 
 1912 年、辛亥革命により中華民国が樹立された。新しい政権の誕生は、間島に住む
朝鮮人にも影響を及ぼした。日韓併合以降、日本はすべての朝鮮人を日本人であるこ
とを主張し、間島の朝鮮人に対する法律上の権利はすべて日本に帰すると宣言した。
これに対し、中華民国は朝鮮人に対する帰化政策を進め、朝鮮人の帰化勧誘を展開し
た。また、中華民国は朝鮮人の入境を制限し、今後間島に移住する朝鮮人には命の安
全保障はできないと声明を出した30。当時の朝鮮人にとって、安定した生活こそが一
番求めることであったため、多くの朝鮮人は土地所有権を獲得するため、帰化して中
華民国の国籍を取得した。朝鮮人は、中国国民としてのアイディンティティは殆ど持
っていなかったが、生活基盤である土地の所有権を得るため、中国への帰化はやむを
えなかった。ところが、日本側は朝鮮人の帰化に反対した。日本は間島在住の朝鮮人
保護を口実に勢力拡大を狙っていたからである。 
 1918 年に第 1 次世界大戦が終わり、その翌年には戦後処理のため、ベルサイユ講和
会議がフランスで行われた。この会議で、当時のアメリカ大統領ウィルソンは「平和
                                                  
28 同上、p.93。 
29 同上、p.110。 
30 張憲文（2005）、p.674。 
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に関する 14 カ条の原則」を発表し、「民族自決主義」を強調した31。これに勇気付け
られた朝鮮人は日本の植民地から独立するために1919年に全国規模の3.1独立運動を
起こした。独立運動の影響は、すぐ間島にも波及した。間島で日本の圧迫に堪えられ
なかった移住農民や日本の支配に抵抗するために移住した多くの独立運動家は反日運
動を引き起こした。彼らは日本の領事館を包囲し、領事館の警察と対峙するなど、さ
らに琿春事件をも起こした32。事態は大きくなり、日本政府は軍隊を出動させ、間島
の反日組織を鎮圧した。その後、独立運動家は日本の弾圧を逃れるために、森林が多
いパルチザンへ独立運動を転換させた。 
 日本の圧迫により、間島に居住している朝鮮人の反日感情はますます高まっていた。
このような反日感情は東北地域の漢族にも共鳴された。従来、朝鮮人は中国政府の政
策や収穫量の分配等の面で外国人として平等な権利を持たず、漢族や満族に対して不
満を持っていたが、3.1 独立運動と 5.4 運動を経て、中朝両民族の間には共通意識が生
まれ、東北地域では中朝両民族が一緒に反日運動を行った。     
1925 年にソウルで朝鮮共産党が創立されたが、日本当局の厳しい弾圧の対象とされ
た。朝鮮半島で運動ができなくなった共産党員は海外に総局を作り、活動を続けた。
海外の総局は、中国と日本を拠点地とした。その中で、中国における総局は 1926 年
に設立され、朝鮮共産党満州総局と呼ばれた。朝鮮共産党満州総局は、満州に在住す
る朝鮮人の反日運動を指導し、特に朝鮮人が多い間島では反日運動が相次いで起こり、
日本軍による大規模な弾圧が行われた。 
日本は資源の豊富な満州を手に入れるために 1927 年 6 月に開かれた東北会議で「対
支政策網領」を定め、満州を本土から分離する強硬方針を明らかにした33。当時、満
州は奉天派の張作霖が支配し、日本を後ろ盾にして北京で勢力を拡大していたが、
1928 年に蒋介石の北伐軍との戦いで敗れ、北京は国民党に占領された。国民党との戦
いで敗れた張作霖は奉天に戻る列車の中で関東軍により殺害された。しかし、張作霖
の息子である張学良が父親の支配地を継承して、満州の鉄道敷設、港湾の建設と拡張、
開閉の統一など満州地方の建設を進め、さらに張学良は国民党と手を結んで満州を管
                                                  
31 日中韓 3 国共通歴史教材委員会（2005）、p.21。 
32 琿春事件とは、1920 年 9 月 12 日に日本軍が日本人居留民の保護を名目に当時領事館分館が置かれて
いた琿春市街を武装集団 1 が襲撃し、朝鮮農民・独立運動家を虐殺し、間島侵略の口実とした事件で
ある。詳細は、孫穎（2012）、p.67 を参照されたい。 
33 金春善（김춘선）（2009）、p.104。 
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理したため、日本の満州侵略計画は延期された。 
 1931 年 9 月 18 日、関東軍は奉天の柳条湖の鉄道爆発事件を契機に満州の侵略を全
面的に開始した。最初、奉天から始まった戦闘は拡大し、鉄道沿線の都市が次々と攻
略された。当時、国民政府は「安内譲外（国内を統一させ、強固にしてから日本と戦
う）34」の方針を掲げ、日本の満州侵略を見逃した。さらに、共産党の八路軍と戦う
ため、東北軍の主力部隊は華北に駐留していた。 
 一方、満州各地の共産党組織は優秀な人材を農村に送り、民衆を動員して遊撃隊を
結成した。満州の遊撃隊には朝鮮人が多く、特に間島地域では遊撃隊員の 78%が朝鮮
人であった。また、その朝鮮人の殆どは独立運動家であり、コミンテルンの「一国一
党」原則により中共として活動している人々であった。これらの朝鮮人は、間島の反
日闘争で大きな役割を果たし、中共の信頼を得た35。 
ところが、日本は朝鮮人と中共との関係を破壊するために民生団事件を起こした。
1931 年に朝鮮半島からきた親日派が間島地域に朝鮮人の自治を主張する民生団を組
織した。間島に居住している多くの朝鮮人はこの団体に参加していたが、この団体に
は日本と言う後ろ盾があった。日本は、民生団を利用して東満州特委の内情を探査し、
主要幹部を暗殺する事件を起こした。多くの朝鮮人はこの団体の裏に日本が関わって
いることを殆ど知らなかった。団体は組織されて半年も経たないまま解散したが、日
本の手先や特務として活動していた親日派によって中共組織と抗日パルチザン部隊内
部の民族的矛盾は拡大された36。 
 その後、1945 年 8 月 8 日にソ連は日本に宣戦布告し、満州に全面的に部隊を移動さ
せた。中共は一部の兵力を満州に派遣し、現地の東北抗日連軍とともに、ソ連の作戦
に協力した。当時、中共から派遣された兵力には朝鮮義勇軍37が大部分であった。朝
鮮義勇軍のほとんどの兵士は朝鮮半島が解放されたら祖国に戻って活動するつもりで、
東北地域に移動した人々である。ところが、朝鮮が解放された後、朝鮮義勇軍より先
に朝鮮半島の北部にはソ連軍が入り、朝鮮義勇軍の朝鮮入国を拒否していた。帰国で
きない朝鮮義勇軍は、現地で朝鮮人青年を組織・動員して部隊を作ることを決定した。
彼らは、東北の南部・北部・間島で自発的に組織された朝鮮人武装部隊を朝鮮義勇軍
                                                  
34 同上、p.59。 
35 同上、p.161。 
36 崔聖春（최성춘）（1997）、p.76。 
37 朝鮮義勇軍は、1938 年に武漢で結成され、中共の指導下で抗日戦争を行っていた。 
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の下部組織として収めた。こうして朝鮮義勇軍は東北で急成長し、6 つの義勇軍支隊
によって組織された。特に朝鮮義勇軍第 1 支隊は 1945 年末までに 5000 人の兵力を持
っていた。 
 朝鮮義勇軍は、東北の主要な戦闘に参加し、国共間の内戦時期は中共東北局の防衛
と武器、弾薬保管・輸送などを担当していた38。こうして、朝鮮義勇軍は中共の信頼
を得て、東北戦略の主な役割を果たしていた。 
 1946 年に、勝利を確信した国民党は中共の反対を無視して国民大会を開き、憲法を
制定し、軍事行動を再開した。中共は軍事的苦境に置かれる状況となり、朝鮮人の支
持と協力を求めていた。そのため、間島に居住している朝鮮人の待遇問題を巡って議
論し、1949 年には民族自治を認めた。 
 1946 年 8 月、東北行政委員会の前身である東北各省行政連合弁事処の参加に民族委
員会が設置され、主任委員はモンゴル人が任命された。中共のリーダーシップで内モ
ンゴルの自治運動は成功し、これが中共の民族政策のモデルとなった。内モンゴル自
治運動は、地理的に近い延辺の民族問題にも影響を与えた。 
 東北地域において、朝鮮人は居住時間も長く、広い範囲に分布していることを理由
に、1948 年に中共に朝鮮民族自治区の設置を要求した。他方、1948 年 9 月 9 日に朝
鮮民主主義人民共和国が成立し、中共の朝鮮人に対する自治区問題の決着は加速化さ
せた。そして、1948 年秋に中共の延辺地方委員会は「延辺地方委員会に関する延辺民
族問題」という内部文書を作成し、朝鮮族を中国の少数民族としての地位を確認した39。 
 1949 年に中華人民共和国が成立し、延辺地域に居住している多くの朝鮮人は中国の
少数民族として正式に認められた。次第に延辺朝鮮民族自治区への動きも活発となり、
そのリーダーは朱徳海40であった。1952 年 9 月 3 日に「延辺朝鮮民族自治区創立大会」
が開かれ、「延辺朝鮮族自治区」が成立し、1955 年には「延辺朝鮮族自治州」に改正
された。 
 延辺朝鮮族自治洲は、中国東北吉林省の東部に位置し、ロシア、北朝鮮と境を接して
いる。三国境界になっている都市は琿春市である。ここは距離的に言えば、中国から北
朝鮮、ロシア、韓国、日本まで一番近い所で、東海（日本海）まで 5 kmしか離れて
                                                  
38 崔海岩（최해암）(1992)、 p.198。 
39 李海燕（리해연）（2002）、p.18。 
40 朱徳海は、1919 年から東北で抗日闘争に参加し、中共からソ連に派遣され、留学を終えたエリート
である。 
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いない。延辺州の総面積は4.27万平方kmである。延辺州は6市2県で構成されている。6
市というのは延吉市、琿春市、図門市、敦化市、龍井市、和龍市で、2県とは安図県と
汪清県である。現在、朝鮮族は多くの地域において漢族と混住しており、日常生活にお
いて漢族文化の影響をかなり受けている。しかし、他のどの民族にも負けないほど強い
民族意識が潜在しており、生活慣習はもちろんのこと、民族教育や朝鮮語もさらに発展
継承している。 
特に、朝鮮族の文化は急速に発展し、延辺や牡丹江などの解放区では、朝鮮語の新聞
や雑誌が発行され、朝鮮族のラジオ局や出版社、医療専門学校まで設立されるにいたっ
た。そして1949年4月には、文学・理学・医学・農学など4つの学部からなる朝鮮族総
合大学である延辺大学が創設された。 
現在中国には、朝鮮族のための大学が5つと専門学校（中専という）が9つあるほか、
朝鮮族が居住するほとんどの地域において、朝鮮族小・中・高校が設立されている。ま
た、識字率や就学率の面では、全国の平均値を大きく上回っている。さらに、1950年
代以降、『延辺文芸』、『長白山』、『阿里郎』（アリラン）などの朝鮮語による大手
文芸雑誌が相次いで創刊されたほか、作家協会、戯曲家協会、音楽家協会、舞踏家協会、
美術家協会など9つの芸術家協会からなる巨大な「延辺文芸連盟」が誕生した。 
朝鮮族文化の研究機関としては、「延辺大学朝鮮族言語文学研究所」、「北京大学朝
鮮族文化研究所」、「延辺社会科学院」、「延辺芸術学校」などがある。そのほかにも、
朝鮮族独自の図書館、博物館、民族博物館、美術館、新聞社（『延辺日報』、『吉林朝
鮮文報』、『黒龍江朝鮮文報』、『遼寧朝鮮文報』、『中国朝鮮族少年報』）、出版社
（「延辺人民出版社」、「黒龍江朝鮮民族出版社」、「遼寧民族出版社」、「東北朝鮮
族教育出版社」、「延辺大学出版社」）、雑誌社（『天池』、『長白山』、『青年生活』、
『延辺婦女』、『大衆科学』、『中国朝鮮語文』、『文学と芸術』など20種類以上の刊
行物）、テレビ局（「延辺電視台」）、ラジオ局（「延辺広播電台」）がある41。 
 
 
 
 
                                                  
41 延辺朝鮮族自治州統計局（2011）、『延辺統計年鑑』、p.266。 
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表 2－2  中国の少数民族 30 自治州 
各 州 の 創 立 日 少数民族自治州 州   府
1952 年 9 月 3 日 吉林省延辺朝鮮族自治州 延 吉 市
1983 年 12 月 1 日 湖北省恩施土家苗族自治州 恩 施 市
1957 年 9 月 20 日 湖南省湘西土家苗族自治州 吉 首 市
1950 年 11 月 24 日 四川省甘孜藏族自治州 康 定 県
1952 年 10 月 1 日 四川省凉山彝族自治州 西 昌 市
1953 年 1 月 1 日 四川省阿埧蔵族羌族自治州 馬 尓 康 県
1956 年 7 月 23 日 貴州省黔東南苗族侗族自治州 凯 里 市
1956 年 8 月 8 日 貴州省黔南布依苗族自治州 都 匀 市
1982 年 5 月 1 日 貴州省黔西南布依苗族自治州 興 義 市
1953 年 1 月 24 日 雲南省西双版納傣族自治州 景 洪 市
1953 年 7 月 24 日 雲南省徳宏傣族景頗族自治州 潞 西 県
1954 年 8 月 23 日 雲南省怒江憟憟族自治州 ロ 水 県
1956 年 11 月 22 日 雲南省大理白族自治州 大 理 市
1957 年 9 月 13 日 雲南省迪慶蔵族自治州 中 甸 県
1957 年 11 月 18 日 雲南省紅河哈尼族彝族自治州 蒙 自 県
1958 年 4 月 1 日 雲南省文山壮族苗族自治州 文 山 県
1958 年 4 月 15 日 雲南省楚雄彝族自治州 楚 雄 市
1953 年 10 月 1 日 甘粛省甘南藏族自治州 合 作 市
1956 年 11 月 19 日 甘粛省臨夏回族自治州 臨 夏 市
1951 年 12 月 25 日 青海省玉樹蔵族自治州 結 古 鎮
1953 年 12 月 6 日 青海省海南蔵族自治州 恰 ト 恰 鎮
1953 年 12 月 22 日 青海省黄南蔵族自治州 隆 務 鎮
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1953 年 12 月 31 日 青海省海北蔵族自治州 西 海 鎮
1954 年 1 月 1 日 青海省果洛蔵族自治州 大 武 鎮
1954 年 1 月 25 日 青海省海西蒙古族藏族自治州 徳 令 哈 市
1954 年 6 月 23 日 新疆ウィグル自治区巴音郭楞蒙古自治州 庫 尓 勒 市
1954 年 7 月 13 日 新疆ウィグル自治区博尓塔拉蒙古自治州 博 楽 市
1954 年 7 月 14 日 新疆ウィグル自治区克孜勒柯尓克孜自治州 阿 図 什 市
1954 年 7 月 15 日 新疆ウィグル自治区昌吉回族自治州 昌 吉 市
1954 年 11 月 27 日 新疆ウィグル自治区伊犁哈薩克自治州 伊 寧 市
出所：徳宏新聞、「全国 30 個少数民族自治州簡介」、2009 年 5 月 25 日。 
（http://www.dehong.gov.cn/news/dhnews/2009/0607/news-17779.html‐2013 年 11 月 8 日アクセス） 
 
 
4 中国の少数民族政策 
中国憲法によれば、民族区域自治の中核を成しているのは民族自治地方が有する自
治権であり、民族自治地方の自治機関に当る自治区、自治州、自治県（旗）の人民代
表大会及び人民政府は一般地方の職権を行使するとともに、自治権を行使する。また、
自治権は民族自治地方の自治機関が当該地方、当該民族の内部事務を自主的に管理す
る特定の権利である42。1984 年の民族区域自治法は、第 19 条から第 45 条にわたり、
自治機関の自治権に関する規定を設けている。自治権は政治、経済、文化教育、言語
文字及び人事などの各分野にわたる。自治権の主なものに立法自治権、人事管理の自
治権、経済管理の自治権、資源管理の自治権、財政管理の自治権、教育の自治権、言
語文字文化の自治権等がある。 
 他方、中国政府は少数民族地区の行政を実施する際、政府の指導と許可が必要であ
ることを強調した。またその地域の少数民族を区長或いは州長として任命する代わり
に、党委書記は必ず漢族でなければならないことになっている。これ以外にも、中国
政府は 55 の少数民族に対して優遇政策を導入している。例えば、少数民族は 1 人っ子
政策対象外になっている。漢族の場合は、2 人目の子が生まれると一定の罰金が課さ
れているが、少数民族の場合は奨金を与える。また、高考（日本語ではセンター試験）
                                                  
42 芒（2006）、p.768。 
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ではその地域によって受験生ごとに 10 点から 20 点をプラスしている。さらに、地域
の行政リーダーは必ずその地域の少数民族に定めており、各少数民族には人民代表が
必ず 1 人選ばれるようになっている。 
 上述のように、少数民族地域は同少数民族行政が中国政府の指導下で管理しており、
民族自治地方の発展と繁栄を営むことで、政治面においては少数民族を統治する一方、
文化面においては保護・育成政策を実施してきた。 
なお、1949 年に発表された「中国人民政治協商会議共同網領」の第 52 条では各民
族は言語・文化を発展させること、風俗習慣・宗教信仰を維持する権利を持つことを
明記した。中国政府は、少数民族の人材を育成するため、全国各地に民族大学を設立
し、少数民族の自治区域に民族教育を優先することを指示した43。 
延辺州の場合、小・中・高校の朝鮮族学校では授業は朝鮮語で行われている。また、
延辺州には 8 つの学部で構成された延辺大学があり、成人教育センターや専門学校が
80 カ所ある。朝鮮族の進学率は全国的にも高く、中国 55 つ少数民族の中でも先頭を
走っている44。 
 
 
5 おわりに 
 上述したように、中国の朝鮮族は移住民族として、19 世紀後半から 1945 年までは
中国と朝鮮半島の歴史的背景による影響が強く、延辺州の朝鮮族人口は急増してきた。
そして、1945 年から 1992 年までは、中国政府の影響が強く、延辺州は中国の一地域
として成長してきた。1992 から現在に至るまでは、韓国の影響が強く、中韓国交正常
化以降、特に 1990 年代半ば以降は朝鮮族による韓国への出稼ぎ労働者が急増してき
た。一般的に、出稼ぎ労働者は外国で稼いだ外貨の大半を本国の家族に送金している。
延辺州の場合も、例外ではない。1990 年後半以降、延辺州は巨額の労働者送金を受け
取っている。送られた送金は、現地での個人消費を刺激し、経済発展を支えることに
期待が高まっている。一方、延辺州は朝鮮族による出稼ぎが急増することによって、
重大な一連の社会問題をも抱えつつある。例えば、朝鮮族人口の減少と流出、留守家
族問題、子どもの非行、詐欺事件などである。 
                                                  
43 金春善（김춘선）（2009）、p.240。 
44 延辺州統計局（2011）、p.268。 
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1952 年に延辺州の朝鮮族人口シェアは 62.0%を占めていたが、1990 年には 40.5%
に減少し、2000 年には 38.6%に、さらに 2010 年には 36.7%まで下がっている。延辺
州は、朝鮮族自治州でありながらも、今やもはや朝鮮族自治州とも言えないほど朝鮮
族居住者が少なくなっている。延辺州統計局の資料によると、1993 年に延辺州の朝鮮
族小学校の学生数は 83,890 人であったが、2001 年には 46,725 人と 8 年前に比べてほ
ぼ半分に減少しており、2010 年には 14,900 人と激減している。  
また、地域内の貧富格差は拡大しており、特に学生の間ではいじめ問題が多発して
いる。さらに、1980 年に延辺州の離婚件数は 1 日あたり 1.8 組であったが、 1990 年
は 5.4 組に、2000 年は 11.3 組に、2010 年は 15.7 組に上昇している。2012 年、延辺
州の千人当り年平均離婚率は 3.73%である。ちなみに、中国の千人当たり年平均離婚
率は 2.29%であり、日本は 1.9%である45。延辺州の千人当たり年平均離婚率は、中国
と日本の平均を大幅に上回っている状況である。 
 延辺州における、民族文化や経済を発展させていく中で、今後の課題の一つとして、
これから朝鮮族の人口減少と流出をいかにして防ぐことができるかが問われている。 
 
 
                                                  
45 くらし－チャイナ、「中国の離婚の実情」、2013 年 2 月 1 日。
（http://bbs.kurashi-china.com/viewthread.php?tid=1776―2013 年 11 月 17 日アクセス） 
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第 3 章 吉林朝鮮文新聞社の赤字経営の発生原因 
―朝鮮族の人口減少が企業に与える影響― 
 
 
1 はじめに 
本章は、朝鮮族を読者層とする吉林朝鮮文新聞社がどのような経営状況であるかを
日本の地方新聞社と比較することを通じて分析するものである。特に朝鮮族人口の激
減は新聞社経営に大きな陰を落としている。以下では、まず中国の新聞メディアに対
する一般的な議論を取り上げる。 
中国にはビッグ・メディアとして『人民日報』がある。しかし、この新聞は党の機
関紙であり、いわゆる自由紙ではない。中国は今からもっと経済を発展させ、世界に
影響力を及ぼしていくだろう。しかし、世界をリードーし、世界の人々から信頼され、
相互に会話ができる国に成るためには、マスメディアの発展は欠かせない。 
実際、新聞を含む中国のマスメディアの問題点を指摘した研究は多い。アメリカ在
住の中国人メディア研究者である李金銓氏は、「改革・開放は行われたが、市場が一党
支配体制の下で機能しているので『民主を云云するまでには至らない』、メディア制度
は全体主義型から国家資本主義の特色を有する権威主義型へ変わっただけである」、と
して中国の新聞メディアを「現代的権威主義型」であることを指摘した1。     
また、高井氏は『中国情報の読み方』『21 世紀中国の読み方』『中国メディアの変容
と「世論」の形成』などの作品を執筆して詳しく分析しているけれども、その視点は
転換期、変革期の中であっても、中国のメディアは、もっと「真実、中位、客観報道、
プラス報道」をすべきだというところにある。それは、いわば中国のマスメディアの
性格、機能、体制などに注目を置き、もっとマスメディアに報道の自由を与えるべき
である、という議論である。中国の「報道の自由」について、高井氏は次のようにい
う。 
 
「中国では、1980 年代以降、経済改革・対外開放路線の導入によって、高度成長を
                                                  
1 李金銓（2003）、「政治経済学の悖論：中港台伝媒与民主変革的交光互影」『二十一世紀』総第 77 期、
6 月号。 
（http://www.cuhk.edu.hk/ics/21c/supplem/essay/0305010g.htm―2010 年 12 月 13 日アクセス） 
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実現する一方、計画経済から市場経済への転換を果たした。それに伴って、社会の多
元化、多様化も進み、さらにグローバリゼーションの波に乗って国際化も進展しつつ
ある。しかし、その一方で、共産党が指導する一党指導体制には全くの変化がなく、
メディアは基本的に党と人民の喉舌（宣伝機関）として位置付けられ、党中央宣伝部
がメディアを統括する体制（党管媒体）が続いている。市場経済の浸透に伴うメディ
アの変化も、この『党管媒体』の体制の枠内で進行しているため、中国のマスメディ
アは報道の自由がない2」 
 
上述のように、両氏の先行研究はなるほど中国の新聞メディアが世界各国から不信
を抱かれる根拠を示していよう。しかし、李氏の研究は、改革・開放後の中国の社会
構造の変化は認めているけれども、政治体制の枠組みによってメディア制度は機械的
である、と解釈しており、これは中国のマスメディアの全体の変化を見落としている
ように思える。実は、後で見るように、中国のマスメディアには、改革・開放以降、
新しい動きがすでに始まっている。例えば、「事業単位、企業管理」「集団化」など、
市場経済という新たな生態環境に適応される対策として、すでに少しずつ進化してい
るように思える。李氏は、中国のマスメディアのこういった変化に目が届いていない
ように思われる。 
また、高井氏が指摘するように、中国にまだ報道の自由がないのは事実である。で
は、政府が今すぐ新聞メディアに対する管理規制を撤廃し、「報道の自由」を与えると
仮定して、各新聞社は果たして無事に自立化していけるのだろうか。つまり、政府か
ら報道の自由を与えられる、ということが意味するのは、法律面のみならず、経営面
では政府からの支援金一切無しで、完全に自立化しなければならない、ということを
指す。しかし、現在の中国の新聞メディアは、長年に渡る政府からの支援金に頼り過
ぎて、もはや経営面で自立化する能力を失ってしまったように思われる。 
しかし、これらの先行研究に対して、日本在住のメディア研究者である西茹氏は、
「従来の研究は、改革・開放以降の中国のメディアの変化に注目が十分されていない」、
と批判しつつ、西氏は最近、『中国の経済体制改革とメディア』を出版したが、この本
は中国メディア政策の展開とメディア現場を、彼女の記者としての実践的活動から、
                                                  
2 高井（2001）、p.148。 
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社会主義市場経済下におけるメディア制度の実態と問題点を主に分析している。西氏
のこの本のコンセプトは、「中国メディア研究における政治・経済と連関するメディア
改革の真意は未だ十分に追及されなかったし、メディア制度の変遷をめぐってメディ
アと政治、経済、社会との関係性から全体的な分析においてなお不十分である」とい
う点である3。彼女の視点は、中国の新聞メディアの実践4的領域に足場をおいて、メ
ディア制度の変遷とその意義や方向性を探るところに置かれている。前の二人の研究
には、改革・開放以降の中国のマスメディアの実践的動きを十分に反映していなかっ
ただけに、西氏の研究方法については、私も同感である。西氏は、90 年代の急激な社
会構造の変化から、諸勢力5とメディアとの関係に注目し、中国メディア政策の展開と
メディア現場の実践を結びつけ、社会主義市場経済下におけるメディア制度の実態と
問題点を分析して、次のように言う。 
 
「中国のメディアは現行の党のメディア管理体制の下で、社会のニーズに応じ、社会
の公共利益から出発し、情報を選んだり、ニュースを解釈したりしており、また報道
に組み込まれたメディアの理念を通して社会に影響を与えようとしている。さらに、
メディアは新たなメディア理念を探りながら、①社会と政府の橋渡し役を担う、②公
民社会の構築に社会の意思の疎通と会話を促す、③社会を一つに結び合わせる、④社
会の良心として機能する、⑤民衆にリーダーシップを与える―など様々な役割をはた
そうとしている。このような動きは、中国のメディア従事者が報道プロとしての価値
観とメディアの社会機能への追求、つまり公衆に奉仕する意識の目覚めを意味してい
る。さらに、メディアは健全な方向へ発展していくために、既存のメディア制度と政
策の問題点を検討し、この問題点を克服できる可能かつ実現的な道として、報道法の
制定について考察と検討を行った。つまり、中国のメディア管理における政策指導の
本質は一種の人治制度である。政策は少数の指導者によって決定され、集中統一の指
導によって執行され、厳格な上下関係に基づいたものであるため、その少数のエリー
トの過ちは全般的な失敗をもたらす恐れがある。人治によるメディア管理の弊害を克
服するには、『憲法』に基づく『報道法』の制定によってメディアの権利と義務をはっ
                                                  
3 西茹（2008）、p.23。 
4 実践的領域とは、方法ではなく、研究の対象を指す。具体的に、どう行動し、どう問題点を把握して
解決していくか、である。 
5 諸勢力とは、地方権力、各種の利益集団、経済勢力を指す。 
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きりさせることである。また、法によってメディアを監督することは、現実的な理論
に適合する選択である。ただし、政策から法律へ、つまり人治から法治へのメディア
制度の転換は、政治体制改革の進展がないと、進まない6」 
 
つまり西氏が指摘したように、これまでの多くの先行研究は近年の中国新聞の発展
を十分に捉えていない。西氏は、先行研究を批判しつつ、中国の新聞メディアを実践
的領域から捉え直す中で、中国の近年のメディア制度の変遷とその意義および方向性
を探り、中国の政治制度が「人治から法治」へと転換することで、中国においても報
道の自由が認められて行くだろうと結論づけた。西氏の研究は、近年の中国メディア
の意識変化を捉えることで、確かに高井氏を越えてはいるけれども、その研究方向は
やはり恩師である高井氏の延長線上にあるように思える。 
高井氏への疑念と重なるが、仮に西氏が主張するように、メディア制度が整い、中
国のメディアは法によって報道の自由が与えられたとしても、現行の新聞社が自由な
報道を行うのは可能なのか、という疑問は拭えない。というのも、現在の新聞社が報
道の自由を得ていないのは、法律によるだけでなく、もっと別の理由があるように思
える。すなわち、新聞社が法的に報道の自由を保障されたとしても、その新聞社が自
立した存在でなければ、世界各国が安心する自由な報道は不可能である。 
本章は、吉林朝鮮文新聞社にとって、財政的自立を目指して赤字経営を黒字に転換させ
るためには、販売方法や読者層の確保が重要になるが、朝鮮族の人口減少は朝鮮族を読者
層とする同新聞社に大きなマイナス影響を与えていることを議論する。なお、地域紙7で
ある吉林朝鮮文新聞社を、党の機関紙とは別に、独自の情報や論拠を基に自由な報道を行
う「民営自由新聞の芽」8と定義する。 
 かくして本章では、第 2 節において、民営自由新聞の芽に関して検討し、第 3 節では吉
林朝鮮文新聞社の財務状況を、日本の地域紙である西日本新聞社と比較分析する。そして、
第 4 節では日本の新聞販売構造の特徴を把握する。第 5 節では本章の議論をまとめる。 
                                                  
6 西茹（2008）、p.293。 
7 地域紙は、都市報とほぼ同じ性格を持っている。両紙は、党機関紙の発行会社の子会社として設立さ
れた。ただし、新聞出版総署が決めたテリトリー制により、都市報は地元でしか販売されないが、地域
紙は一定の地域を販売範囲とするため、都市報より市場が広い。テリトリー制とは、販売地域の取引を
制限することを指す。つまり、メーカーが、卸売業者に対して販売地域を指摘し、それ以外の地域との
取引を制限することである。 
8 『民営自由新聞』とは、世界レベルの質の高い新聞を言う。 
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2 民営自由新聞の芽 
新聞は、毎日あるいは毎週出版される一種の印刷メディアである。その中身は、主
に最新のニュース、社論、報道写真、広告である。このような、いまや人々の日常生
活に欠かせない新聞が定期的な出版物となっている。 
中国新聞の歴史を前史、計画経済の時代、社会主義市場経済の時代順に辿って見る
と9、多くの先行研究が議論から求めていた自由紙、その芽として都市報がすでに 20
世紀 90 年半ば頃から出現している10。 
「都市報」とは、大都市を中心に出されている新しい新聞であり、従来の新聞のよ
うな硬い報道だけではなく、一般の人々の情報や広告、文化、小説などを掲載し、人
気を博しているものである。この新聞は、都市の住民が自由に自らお金を出して購読
する形をとっている。その背景は、人口構造が都市の発展と共に変化し始め、また市
場経済が導入された際に、請負制という経済制度が普及し、人々の文化的な消費水準
が上昇したのに合わせて生まれた新聞である。その特徴は、『人民日報』や『解放日報』
などの党機関紙とは異なり、紙面には、主に市民たちの日常生活のできことを掲載し、
人々に便利な情報を提供するという性格を持っている。ただし、もうひとつの特徴と
しては、こうした都市報を発行している多くが、機関紙を発行している新聞社だとい
うことである。都市報は、庶民的な品位と風格の所有者である。機関紙の傘下で活動
する都市報であるが、大衆に向けて適当な新聞作りを目指し、識字の人であるならば
誰でも読めるように新聞の内容を設定することに工夫している。また、何よりも新聞
の価格の安さである。その安さは百姓が気軽に購入できるほどのものである。90 年代
までは、こうした特徴を具備した新聞は現れなかった。 
ところが、市場経済が本格化するとともに、都市報は、早いスピードで千家万戸に
浸透し、大衆紙として愛されるようになった。その出現は決して偶然ではない。その
理由は、まず中国の人口構造が都市化に向けて発展しつつあることにある。1994 年、
全国における都市人口は 6.3 億に達したが、これは都市報にとって、非常に大きい市
場スペースである。 
人々の収入増加と共に、生活水準が上昇し始め、エンゲル数11も縮小した。同時に、
                                                  
9 古代より建国（1949 年）までを前史、1950 年から 1978 年までを計画経済の時代、1979 年から 1995
年までを市場経済の時代、1995 年からは高度経済成長期と分けられるだろう。 
10 西茹（2008）、p.50。 
11 エンゲル係数とは、家庭の食料品の支出と家庭の総収入との比例を指す。 
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文化消費が明らかに増加し、新聞を注文するのはもう難事ではなかった。このように、
市場経済が発展するとともに人々の経済状況は日々良くなり、各家庭ではどんな新聞
を選んで購読するかという選択肢に対して都市報を好んでいた。しかし、人々の人気
を集めている都市報であるが、その順調な流れは、いくつかの阻害要因に直面してい
る。 
すなわち、都市報は一般家庭を対象とした新聞であり、社会性を持つ新聞でもある。
これは、世界の新聞メディアの普遍の新聞と似ている。しかし、その成長と発展には、
ハードルがないとは言えない。例えば、都市報を評価しすぎではいけない、との声が
存在する。これは恐らく、都市報が機関紙の市場を侵かすのではないか、との心配か
ら出た声と思われる。しかし、都市報は、90 年代半ばから盛況になり始めたのに比べ、
機関紙は 80、90 年代から読者が減少し始めた。前でも触れたように、機関紙は政府
の幹部らを対象とした新聞であるため、一般家庭に普及するのは難しい。改革・開放
の導入期から、中国の出版物の種類は迅速なスピードで増加し、読者が購買対象を選
ぶ範囲が広がったことなどが機関紙離れの現状である。木原氏は都市報の発展を阻害
する要因について次のように言う。 
 
「都市報の発展を阻害する要因は、全国紙や大手地方紙の地元進出と世界的な金融
危機に伴う景気後退である。具体的には、中国の新聞メディアには、テリトリー制が
導入され、全国に配布される全国紙、省都を中心としつつ省全域に配布される省級紙、
市レベルで発行される市級紙など、テリトリー制によるすみわけが明確だった。おか
げで小さな都市報も、地元の広告・読者市場を楽々独占できた。しかし、2000 年ごろ、
党は新聞経営の市場経済化を進める過程で、従来の区域を越えて発行することを認め
たため、このテリトリー制は有名無実になった。（略）そのうえに、世界的な金融危機
は、こうした都市報に更なる脅威を与えた。その現象は、都市報にとって主な広告収
入ソースになる不動産、情報通信サービス関連、医薬品、化粧品、自動車などの広告
出稿量が前年を大きく下回ったことから明瞭になる。解決策として、都市報であるこ
とに徹底的にこだわり、読者のかけがえのないパートナーとなる。景気後退期には、
市民の精神文化欲求は高まる。これを機会と捉え、コンテンツを刷新するなど、が考
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えられる12」 
では、国民から人気を集めている都市報が引き続いて、その業績を伸ばすためには
どうすればよいのか。 
本章では、この都市報を民営自由新聞の芽と位置付け、都市報に限らず、中国各地
で発行され始めた地域紙も、都市報に倣い、民営自由新聞へと発展する可能性が十分
あると思われる。 
しかし、民営自由新聞の芽が健康に育つか、否かに問われる中国新聞を取り巻く生
態環境はあまり楽観ではない。1979 年の改革・開放により、中国の経済は急速な発展
を成し遂げた。したがって、都市と都市近隣の人々の所得は増大し、当然新聞に対す
る需要も拡大した。こうした需要に応じるため、また、社会の発展とともに、他メデ
ィアとの市場競争において生き残るため、新聞メディアは国際化、デジタル化、集団
化を積極的に進めている。弱肉強食社会の法則とも言えよう。しかし他方では、政府
のメディアに対する厳しい規制は依然として続いているままである。さらに、各年版
の『中国新聞年鑑』・「中国報刊出版統計」から明らかになるのは、中国では確かに新
聞の発行部数や広告総額、印刷数などは大幅に拡大しているが、新聞紙数は減少して
いる。つまり、新聞社の廃刊問題が現れている。その原因には、政治的面と経済的・
財政的面による廃刊と言えるが、本論文で注目するのは、経済が発展して行く中での、
経済的・財政的問題による廃刊である。 
では、なぜ市場経済が発展しつつあるにも関わらず、経済的原因による廃刊が相次
ぐのか。経済的原因に困る新聞社の財政問題を解決する手段とは何か。これを探るべ
く、中国東北部の地域紙である「吉林朝鮮文新聞社」の経営指標を、日本の地域紙で
ある「西日本新聞社」の経営指標と比較して見る。 
 
 
3 吉林朝鮮文新聞社の概要と財務状 
「吉林朝鮮文新聞社」13は、吉林省の長春市に立地し、全国及び世界に向けて総合
                                                  
12 木原（2009）、p.24。 
13 『吉林朝鮮文新聞』社は、週（火、木、土）に 3 回新聞を発行する。従業員総数は 41 人、その中、
編集人員は 31 人。記者は 10 人。新聞一部は 1 元、年単位で注文する場合は、156 元（ロス 0.2 元）。
印刷費は一枚当たり 0.79 元、コンピュータは 50 台、総資産は 400 万元。以上は、『吉林朝鮮文新聞』
社の副社長、粱高范からの聞き取り調査によるものである。詳細は、http://www.jlcxwb.com.cn を参照
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的な性格の朝鮮文新聞を発行している新聞社である。同新聞社は、吉林省の中で、唯
－海外から広告を引き受け、海外にまで新聞を発行している。「吉林朝鮮文新聞」社は
1985 年 4 月１日に創立され、改革開放から二十年の風雨歳月を経て、小規模新聞社か
ら大規模新聞社に、弱小な新聞社から強大な新聞社になった。吉林朝鮮文新聞社は朝
鮮語で書いた少数民族新聞であるが、いまや中国の少数民族新聞の中で、発行部数は
最も多く、販売地域は最も広く、したがってその影響力は最も強く、外国への影響力
も最も大きな新聞社に成長した。同社の『吉林朝鮮文新聞』は、長春、吉林、通化、
延辺地域を中心に、北京、山東、沿海地域に至る国内 29 の省・市・自治区へ、海外で
は韓国を中心に、北朝鮮、日本、カナダ、ロシア、オーストラリア等 9 カ国家へ向け
て発行されており、その発行部数は国内６万部強と海外 2 万部強に達する。同新聞は
発刊されることに毎期 400 部がアシアナ航空と北方航空を利用して直接韓国のソウル
まで運ばれている。 
さらに『吉林朝鮮文新聞』は、韓国政府の同意の下で、ソウルに「吉林朝鮮文新聞
ソウル支店」を設立し、韓国の大手新聞社14と姉妹関係を結び、情報の交流と広告面
での密接な協力関係を推進している。また、吉林朝鮮文新聞社は、東北金三角区の延
辺朝鮮族自治州の首府である延吉市に延辺支社を置き、その業務活動を広げている。
延辺は、北朝鮮、ロシア、韓国、日本、モンゴルを隣居としての辺疆近海区である。
改革開放以降、延辺地区は海外投資家や企業（特に韓国）から注目を浴び、株式・合
資会社を建設し始めた。また、そこで生産された商品が国際市場で販売される数も少
なくない。このような状況を鑑みると、『吉林朝鮮文新聞』社の存在感は大きい。 
しかし、吉林朝鮮文新聞社は、現在財政上の問題に陥っている。同新聞社の資金ソ
ースは、主に省財政支援と新聞社自身の収入に頼っている。政府からの支援金が減少
しつつある今日、政府からの支援を完全に離れて、新聞社業務の正常な展開を確保す
るのは難しい。また、他の資金ソースも新聞社経営収入も限られているため、目下、
新聞社発展の最大ハードルは、資金獲得難となっている。 
 
 
                                                                                                                                                  
されたい。  
14 吉林朝鮮文新聞社と姉妹関係を結んでいる韓国メディアは、韓国日報、デグ日報、グェンド日報、デ
ゾン日報、朝鮮日報、連合通信などである。 
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表 3－1 吉林朝鮮文新聞社の財務状況 
                            （単位：元15） 
項目  対売上高比 項目の内訳 
売上高 
 
393,228 
 
 
 
購読収入 295,039 
広告収入 98,189 
売上原価 
 
 
 
559,739 
 
 
 
142.3％ 
 
 
 
新聞用紙費 18,259 
印刷費 413,131 
作図費16 6,795 
発行部支出 121,554 
売上総利益 ▲166,511 ▲42.3％ 
販売費 
 
17,643 
 
4.5％ 
 
広告代理店費 4,462 
配達費17 13,181 
一般管理費 
 
1,898,138 
 
482.7％ 
 
給与18 1,303,193 
オフィス費 32,602 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
書報費19 18,259 
出張費20 18,216 
通信費 46,628 
会議費21 25,457 
福利費22 9,931 
光熱費23 181,904 
減価償却費24 34,326 
保険25 95,894 
                                                  
15 1 元は、約 14.3 円に値する。 
16 新聞に載せる絵を作るために使われる機材などの費用、あるいは絵を他社から購入するための費用。 
17 同新聞社の配達手段は、普通郵便局を利用する。 
18 中国は、日本と会計基準が違うため、一般管理費には売上原価のものが入っている可能性が高い。 
19 新聞を作る時、参考になる本と他の新聞を購入する費用。 
20 社員、記者が地元ではなく、他の地域に行って、会議或いは取材のために支出される費用。 
21 地元で、他の地域の新聞関連の人との交流を狙い、同社が組織して会議を開くに使われる費用。 
22 同社が社員に支払うボーナス。 
23 電気と水道、床熱費が含まれる。 
24 主に、材料、紙、コピー機の消耗に使われる費用。 
25 社屋、社員、ビジネスなどの保険が含まれる。 
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車代26 60,754 
インターネット 3,000 
サービス27 27,559 
その他 40,415 
営業利益（損失） ▲2,082,292 ▲529.5％ 
営業外収益 2,633,650 669.8％ 
政府等の支援金28 2,557,650 
家賃収入 14,000 
子会社よりの管理費収入 62,000 
経常利益 551,358 140.2％ 
特別損失29 494,352 125.7％ 
当期純利益 57,006 14.5％ 
出所：吉林朝鮮文新聞社（2007）、『2006 年度損益計算報告書』（同社内部資料）。 
 
吉林朝鮮文新聞社の経営指標を見ると、疑問点は実に多い。一番目に立つのは、売
上原価に対する販売額の小ささと一般管理費の異常な大きさ、そして赤字を埋め合わ
せるために、政府等の補助金が大きな役割を果たしている、ということである。では、
吉林朝鮮文新聞社が、民営自由新聞紙として自立するにはどこに問題点があるか、を
日本の西日本新聞社との経営指標比較から明らかにしたい。 
西日本新聞社は、1877 年に創刊された歴史の長い新聞社である。その資本金は３億
6000 万円になる。本社は福岡に位置し、従業員数は、809 人である。また、国内では、
東京、大阪、北九州に支社を設置し、海外には、ワシントン、パリ、北京、ソウルな
どの地域に支局を設立している。 
発行部数は、朝刊 81 万 5627 部（2010 年 2 月、ABC 部数）と夕刊 13 万 5890 部を
合わせて、一日 95 万 1517 部を発刊しているが、この発行部数は、全国紙、ローカル
紙を含めて九州では最大である。では、具体的に九州一の業積を誇る西日本新聞社の損
益計算表をみたい。 
                                                  
26 購入した車を利用することによって、発生するガソリン代、修理代などが含まれる。 
27 ボランティアへの参加によって発生する費用。 
28 政府等の支援金には、政府以外に、民間団体、延辺大学、労働庁、個人などによる支援金が含まれて
いる。この支援金により、同社は支援主に、無償で宣伝を行うケースもある。 
29 建物の改装、会議に使われるスローガン道具費、車と固定資産の購入、臨時領収書などが含まれる。 
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表 3－2 西日本新聞社損益計算書  
  
項  目 費用リスト 金額（百万円） 対売上高 
売上高 30,884 
売上原価 20,326 65.8 
材料費 5,933 
労務費 7,558 
経費 6,834 
売上総利益 10,559 34.2 
販売費 4,671 15.1 
広告募集費 536 
販売費 2,797 
梱包輸送費 1,338 
一般管理費 5,547 18.0 
給与及び賞与 2,280 
減価償却費 65 
賞与引当金繰入額 276 
退職給付費用 603 
貸倒引当金繰入額 13 
役員賞与引当金繰入 22 
役員退職慰労金引当金繰入 35 
その他 2,287 
営業利益（損失） 334 1.1 
営業外収益 337 
営業外費用 31 
経常利益 651 2.1 
特別利益 124 
特別損失 143 
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当期純利益 632 2.0 
出所：西日本新聞社（2010）、『平成 21 年度有価証券報告書』。 
  
2009 年の日本経済は、穏やかな回復基調に転じ始めたが、長く続いたデフレの影響から、
個人消費は大幅に縮小したままであった。また、2010 年には、インターネット広告費が新
聞広告費を上回り、テレビ、ネットに次ぎ第 3 の媒体に転落し、新聞を取り巻く環境は一
段と厳しくなった。こうした中、西日本新聞社は、依然として経営上、黒字を保っている。
表 4 から分かるように、西日本新聞社の売上高は、30,884 百万円、売上原価は、20,326
百万円、販売費及び一般管理費は、10,218 百万円、営業外収益は、337 百万円、営業外費
用は、31 百万円である。結果として、経常利益は、651 百万円となり、当期純利益は、632
百万円となった。 
 市場経済が不景気に落ちているにも関わらず、財務上黒字を確保している西日本新
聞社の主な収入は、広告収入ではなく、販売費であることが分る。言うまでもなく、
購読収入は広告収入より比較的に市場経済の影響を小さく受けているからである。 
 次は、吉林朝鮮文新聞社と西日本新聞社との経営指標比較を行うが、その前に、日本の
西日本新聞社の経営指標が日本では普通であることを、西日本新聞社と日本の 5 大新聞社
の代表になる朝日新聞社の経営指標を比較することで示しておこう。 
朝日新聞社と西日本新聞社の経営指標を比較して見ると、売上高原価率は、朝日新聞社
63.5%、西日本新聞社が 65.8％であり、売上高総利益率は、朝日新聞社が 36.5％、西日本
新聞社が 34.2%である。また、売上高販売費率は、朝日新聞社が 24.1％、西日本新聞社が
15.1％であり、売上高一般管理費率は、朝日新聞社が 12.8%、西日本新聞社が 18.0%であ
る。売上高営業利益（損失）率は、朝日新聞社が 0.3%、西日本新聞社が 1.1%であり、売
上高経常利益率は、朝日新聞社が 0.2%、西日本新聞社が 2.1%である。結果として、朝日
新聞社の当期純利益は 0.8%に対し、西日本新聞社は 2.0％になる。 
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表 3－3 朝日新聞社損益計算書  
項目 費用リスト 金額（百万円） 対売上高 
売上高 344,276 
売上原価 218,562 63.5 
売上総利益 125,714 36.5 
販売費 82,819 24.1 
販売費 70,497 
発送費 12,322 
一般管理費 43,964 12.8 
給与及び手当 17,264 
減価償却費 4,334 
法定福利及び厚生費 2,623 
退職給付費用 5,030 
その他 14,713 
営業利益（損失） 1,069 0.3 
営業外収益 4,333 
営業外費用 2,589 
経常利益 675 0.2 
特別利益 10,157 
特別損失 3,698 
当期純利益 2,773 0.8 
出所：朝日新聞社（2010）、『平成 21 年度有価証券報告書』。 
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表 3－4  朝日新聞社と西日本新聞社の経営指標比較 
     
 朝日新聞社 
（百万円、％） 
西日本新聞社 
（百万円、％） 
売上高 344,276  30,884  
売上原価 218,562 63.5 20,326 65.8 
売上総利益 125,714 36.5 10,559 34.2 
販売費 82,819 24.1 4,671 15.1 
一般管理費 43,964 12.8 5,547 18.0 
営業利益 1,069 0.3 334 1.1 
営業外収益 4,333 1.2 337 1.1 
営業外費用 2,589 0.7 31 0.1 
経常利益 675 0.2 651 2.1 
特別利益 10,157  124  
特別損失 3,698  143  
当期利益 2,773 0.8 632 2.0 
出所：朝日新聞社（2010）、『平成 21 年度有価証券報告書』、西日本新聞社（2010）、『平成 21 年度
有価証券報告書』。 
 
 
すなわち、朝日新聞社と西日本新聞社との比較から、西日本新聞社の経営状況は、日本
ではごく普通である。したがって、西日本新聞社の経営指標をモデルに、西日本新聞社と
吉林朝鮮文新聞社との経営指標を比較したとしても、中国新聞社の経営指標比較としては、
特に問題はないと考えられる。 
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表 3－5 吉林朝鮮文新聞社と西日本新聞社の経営指標比較 
 
 吉林朝鮮文新聞社（元、％） 西日本新聞社 
（百万円、％） 
売上高 393,228  30,884  
売上原価 559,739 142.3 20,326 65.8 
売上総利益 -166,511 -42.3 10,559 34.2 
販売費 17,643 4.5 4,671 15.1 
一般管理費 1,898,138 482.7 5,547 18.0 
営業利益 -2,082,292 -529.5 334 1.1 
営業外収益 2,633,650 669.8 337 1.1 
営業外費用 0  31 0.1 
経常利益 551,358 140.2 651 2.1 
特別利益 0  0  
特別損失 494,352 125.7 143  
当期利益 57,006 14.5 632 2.0 
出所：吉林朝鮮文新聞社（2007）、『2006 年度損益計算表』、西日本新聞社（2010）、 
『平成 21 年度有価証券報告書』。 
 
 
表 3－5 は、吉林朝鮮文新聞社と西日本新聞社の経営指標を比較したものである。 
両新聞社の発行部数から見ると、吉林朝鮮文新聞社が 8 万部であるのに対し、西日
本新聞社は 90 万部であり、両者の間には 10 倍以上の差がある。とはいえ、両新聞と
も、地域紙であるという共通性を有している。 
さて、吉林朝鮮文新聞社の経営指標において、まず目につくのは、売上高に占める
売上原価率の高さであり、実に 142.3％に達している。したがって、同新聞社の売上
総利益率は、マイナス 42.3％になっている。これに対して、西日本新聞社の売上高原
価率は 66％、売上総利益率は 34％である。吉林朝鮮文新聞社の新聞発行事業は、日
本の常識からすれば、営利事業からは程遠い。同新聞社の新聞事業は、そもそも自立
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した事業としては存立しえない構造にある。 
とはいえ、売上高に占める販売費率は、吉林朝鮮文新聞社が 4.5％であるのに対して、
西日本新聞社は 15％となる。朝日新聞社の販売費率が 24％であることを考えれば、
西日本新聞社の販売費率が高いとはいえない。さらに吉林朝鮮文新聞社の経営指標で
突出しているのは、一般管理費の高さである。同社の一般管理費率は、実に、482.7％
に上っている。日本の新聞社における一般管理費率は西日本新聞社が 18％、朝日新聞
社が 13％程度であり、吉林朝鮮文新聞社の数字は異常とも思える。 
こうしたことから、吉林朝鮮文新聞社の売上高に対する営業利益率は、マイナス
440％にも上っている。そしてこのマイナスを埋めているのが、政府等から与えられる
支援金であり、その結果、同社の売上高に対する経常利益率は 140.2％、当期利益率
は 11.7％を保持するに至っている。これに対して西日本新聞社の営業利益率は 1％、
当期利益率は 2％、朝日新聞社では営業利益率が 0.3％、当期利益率が 0.8％である。 
西日本新聞社の経営指標が民営新聞社一般の指標となるかどうかは明言できないと
しても、かりに西日本新聞社の経営指標を鏡として、吉林朝鮮文新聞社が、66％程度
の売上原価率を得るためには、同社の販売額は、現行の 393,228 元の 1.8 倍に当たる
707,810 元まで拡大させなければならない。すなわち、吉林朝鮮文新聞社は販売額を
拡大させるためには朝鮮族の読者層を一層確保する必要がある。 
ところで、1990 年代半ば以降、朝鮮族による韓国への出稼ぎが急増し、中国、特に
延辺州における朝鮮族の人口減少は大きな課題となっている。それ以外にもう一つ中
国の、特に地方において、新聞はまだそれほど普及していない。そこで、現在の吉林
朝鮮文新聞の価格は意図的に低く抑えられている可能性もあるが、この販売額を確保
するには、新聞紙価格を高く設定するか、それができなければ販売部数を拡大する必
要がある。 
吉林朝鮮文新聞の価格は意図的に低く抑えられている可能性を検討するため、例を
挙げよう。吉林省の一人あたり平均月収は概ね 1,500 元程度であり、吉林朝鮮文新聞
の一部の価格は 1 元である。他方、日本の一人あたり平均月収は 24 万円程度であり、
西日本新聞の一部の価格は、月 3000 円、一部 100 円である。そうすると、吉林省の
読者は、1 ヶ月を単位に定期的に吉林朝鮮文新聞を購読するには、月収の 2%を払わな
ければならない（3000 元÷1500 元×100=2％）。同じく、西日本新聞の読者は、1 ヶ
月を単位に定期的に西日本新聞を購読するには、月収の 1.25%を払わなければならな
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い（3000 円÷24 万円×100=1.25%）。 
つまり、吉林省の読者は西日本の読者より 0.75%高い値段で新聞を購読することに
なる。この例から、吉林朝鮮文新聞の価格は意図的に低く設定されていないことが明
らかになる。結果的に、現行の 393,228 元の 1.8 倍に当たる 707,810 元の販売額を確
保するためには、新聞紙価格を高く設定することは無理である。すなわち、吉林朝鮮
文新聞社にとって、販売額を拡大するためには、販売部数を伸ばす方法しかない。 
また吉林朝鮮文新聞社が、政府等からの支援金なしに事業を継続するために、同社
の一般管理費率を西日本新聞社並みの 18％に抑えるとすれば、同社の一般管理費は、
現在の 1,898,138 元から、その 8.4％に当たる 167,087 元にまで、実に 10 分１以上に
抑制しなければならない。 
さて、西日本新聞社の経営方式が必ずしもよいとは言えないにしても30、西日本新
聞社の財政上の自立は、吉林朝鮮文新聞社のモデルにはなる。すなわち、吉林朝鮮文
新聞社が、このような異常な状況から脱げ出して政府による支援金を完全に無くし、
自己資金を確保するためには、今後どのような経営戦略が必要であろうか。それは、
言うまでもなく、安定した読者層を確保することである。日本の新聞社の読者確保手
段が参考に値する。 
 もちろん、広告による収入も新聞社にとっては、生命線と言える。しかし、広告収
入の増加は読者の確保から自然的についてくるものである。つまり、広告収入源も無
視できないけれども、広告収入の減少は読者の確保から解決されるはずである。だか
ら、新聞社の収入源を確保する第一歩は、まず読者層を確保することである。 
では、中国の新聞社にとって、読者層の確保に何が必要なのか。世界一を走る日本
の新聞社の経営構造の特徴に着目する。 
 
 
4 日本の新聞販売構造の特徴 
日本の新聞社の販売構造はきわめて特殊である。図 3－1 は、日本の新聞協会に加盟
している新聞社と通信社 112 社の売上高と販売方法を示している。出版事業を除いて、
                                                  
30 必ずしも良いとは言えないという意味は、日本の西日本新聞社の経営指標が正しいか、どうか、判ら
ないという意味ではなく、社会構造が違う中国の吉林朝鮮文新聞社の経営指標と比較することが本当に
良いのかが判らないという意味である。しかし、あえて比較を堅持した理由とは、両紙は地域紙という
共通性を持ち、何よりも西日本新聞社の経営指標が自立している点にポイントを置きたいだけである。 
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純粋に新聞事業だけをみると、112 社の売上高は、新聞が、駅・コンビニなどでの直
販で 700億円、販売店を通じた売り上げが 1兆 7,700億円の計 1兆 8,400億円であり、
広告代理店を通じての広告売り上げが 1 兆円である。特徴的なのは、日本の新聞社の
場合、新聞売上高の 96％に当たる 1 兆 7,700 億円が、販売店を通じて確保されている
ことである。 
販売店収入は、新聞社からの配達手数料 6500 億円及び販売促進費 1500 億円に、折
込チラシからの売上高 4800 億円をプラスした、合計 1兆 2800 億円になる。もちろん、
販売店の大きな収入源になる折込チラシの配達料は、エリアとシェアによって差はあ
る。新聞社の支払う販売経費には、新聞社が販売店に配達手数料として支払うほかに、
また販売促進費として支出する年間 1500 億円も含まれている。販売店からの収入 1
兆 7700 億円に対し、新聞社が販売店に支出する経費は年間 8000 億円に達する。つま
り、総売上に対する販売経費率はほぼ 45％強になる。新聞経営者でさえ驚く相当な高
費用体質だろう31。 
このように、日本の新聞社の販売コストが高いのは理由がある。1952 年に日本政府
は、国家統制を行ってきた、すべての新聞を 1 地区に 1 販売店を置く「合売制」政策
を打ち出したため、各紙は独自の販売網を持つ「専売制」に変えざるを得なかったと
も言われる。それ以来、各新聞社は心血を注いで専売網整備に投資し、育成し始めた。
結局、その維持費が、販売コストと新聞紙価格に反映され、日本の新聞紙は世界で一
番値段が高いという理由につながる。また、発行部数を 1000 万部、800 万部に巨大化
する「生命維持装置」の役割をも果たす。 
新聞産業とは、典型的な都市型産業である。つまり、新聞は、一種の知識的な密集
型と資本的な密集型が共同に作用して、完成された情報を商品とする産業である。同
時に、新聞は、人々の思想と行動に影響を及ぼす文化商品でもある。現在、経済のグ
ローバル化により、世界のマスメディア市場は激しい競争にさらされている。こうし
た状況の中、新聞社の勝負を決定するキーは、その販売方法になろう。普通、新聞社
の収入は、主に販売費と広告収入によって左右される。当然ながら、これらの要因に
よって新聞社の景気は大きく変わる。両者は正比例の関係を保つため、新聞の発行部
                                                  
31 ただし、経営指標での販売比率は、これほど高くはなく、西日本新聞社で 34%、朝日新聞社で 24%
程度である。不思議なことではあるが、これはおそらく販売手数料の中に奨励金や補助金といった様々
な費目が含まれているためであろう。 
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数が多ければ多くほど、広告の定価も高くなり、広告収入も上がる。 
 
 
 
図 3－1 日本の新聞社の経営構造 
 
                
出所：河内 孝（2008）、『新聞社：破綻したビジネスモデル』新潮社、p.17。 
 
 
 
要するに、日本の新聞普及率が世界一になったのは、日本のみに存在できる特有の
新聞専売発行制度の結果である、といっても過言ではない。日本新聞協会によれば、
2009 年に日本には 19,731 軒（1997 年、23,073 軒）の専売店が設置され、一日平均
6500 万部強の新聞が販売される。特に、新聞販売方法の中で、宅配のシェアは、94%
以上、スタンド販売は 4%～5%、郵便は 0.04%～0.05%を占めている。また、新聞メ
ディアの全収入の中で、広告収入は 23%～30％を占め、その他の収入が 15%～17%を
占めるに対し、販売収入は 50%強をずっと保持している32。これは、宅配販売率が 93％
を達する日本の新聞メディアの専売店制度を導入したからこその結果であり、新聞市
                                                  
32 日本新聞協会（2010）、『調査データ』。 
（http://www.pressnet.or.jp/data/－2011 年 1 月 7 日アクセス） 
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場の扉を開け放しにしているにも拘わらず、外資新聞が日本に進出できない理由にも
つながる。しかし、世界の先頭を走る日本の新聞社であるが、実際、その裏には課題
がないとは言えない。 
高度経済成長期、日本の新聞発行部数は天井知らずの勢いで増加した。ABC33の暦
年部数調査によると、朝日新聞を始め、日本の 5 大新聞は 500 万部からスタートして、
1000 万部まで驀進した。しかし、こういう好調も昔話で、日本の新聞は現在、冷たい
壁にぶつかっている。つまり、人口の減少やインターネットの普及、消費税アップの
恐怖などの問題が新聞の発行部数を制限している。言うまでもなく、広告収入へもダ
メージが出るだろう。それでは中国の場合、販売手段は依然として郵送が圧倒的であ
る。確かに、計画経済時代においては、このような発行手段は新聞社にとって積極的
な役割をもたらしたかもしれない。しかし、市場経済の時代においては、ナンセンス
な行為になる。それは、郵便局の従業員は、あくまでも新聞を消費者の手に届けるの
が最終目的であり、注文を受けたりするために、住民の家を訪れるなど、積極的な行
動まではしない。実際、こうした心細かいサービスは日本の新聞社の特徴である。読
者がどこに集中しているか、何を需要しているのか、などは新聞社が読者層を確保す
る有力な手段になるからである。また、遠い郊外や近接県の場合は、郵便が滞るため、
当日の新聞が読めない、郵便局が高い費用を取る、など様々な問題が存在する。だか
らといって郵便局との業務連携をすぐ切って、日本を真似するにはいかない。それは、
多年の業務連携により、郵便局側には読者に対する多くの情報が収集されているから
である。 
 
 
5 おわりに 
吉林朝鮮文新聞社の場合、販売手段は郵送となっている。しかし、上述したように
中国には現在インターネットが普及しており、単一な郵送手段だけでは読者層を拡大
することは難しい。詳しくは第 4 章で取り上げることにするが、1990 年代半ば以降、
中国の朝鮮族による韓国への出稼ぎが急増してきた。特に、朝鮮族が一番多く集中し
て居住している延辺州は朝鮮族の人口減少と人材流出が深刻な課題となっている。こ
                                                  
33 ABC：新聞雑誌部数公査機構。 
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のような状況は、吉林朝鮮文新聞社に大きなマイナス影響を与えることになる。なぜ
なら、販売部数の拡大には読者層の確保が欠かせないからである。また、今やどこで
も、いつでもインターネットを利用して簡単に韓国のメディアにアクセスすることが
可能となっている。これは、さらに朝鮮族の読者層を逃がされることとなり、吉林朝
鮮文新聞社の経営状況を一層厳しくすることになる。 
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第 4 章  延辺朝鮮族自治州における労働力移動の原因 
－1994 年を中心として－  
 
 
1 はじめに 
 中国東北 3 省は、計画経済時代において、国有企業を柱とした重化学工業や鉱山業
への大規模投資が行われ、産業先進地域と位置付けられていた。ところが、市場経済
が本格化するにつれて、計画経済時代の後遺症が色濃く残された東北 3 省は、沿岸部
との経済格差が拡大し、今は経済後進地域となった。中国におけるこうした経済格差
は、一方において、農村から都市へ、また経済的後進地域から先進地域への労働力移
動を発生させている。 
本章1で取り上げる吉林省の延辺州は、中国の中で朝鮮族が一番多く居住している国
境地域に位置している。1980 年代後半から、この地域は朝鮮族による海外への労働力
移動が活発となり、特に 1990 年代半ばから出稼ぎ労働者が大幅に増加してきた。移
動先の 8 割以上が韓国である。 
2011 年現在、韓国に滞在している中国の朝鮮族出稼ぎ労働者は 45 万人以上にのぼ
る。うち 30 万人近くは訪問就業（H-2）ビザの獲得者である2。45 万人という数は韓
国人口のおよそ 1%に当たる。延辺州は中国朝鮮族人口の 60%以上を抱えており、韓
国とは地理的好条件を有している。すなわち、韓国への朝鮮族出稼ぎ労働者の増加は
延辺州の朝鮮族人口減少の主な原因でもある。  
本章は、こうした状況を問題意識とし、延辺州朝鮮族の労働力移動はなぜ 1990 年
代半ばから加速されたかを明らかにすることを目的とする。 
延辺州朝鮮族の労働力移動に関する研究は、主に朝鮮族研究者を中心として行われ
てきた。本研究に直接関係する先行研究は次の 3 つがある。 
 韓（2010）は、「韓国への朝鮮族出稼ぎ労働者の増加には中・韓国交正常化のもと
                                                  
1 本章は、2011 年 12 月 3 日に九州産業大学において開催された「日本国際経済学会－九州・山口地区
研究会」（九州経済学会共催）で報告した内容を基に修正したものである。コメントをして頂いた方々
にはこの場をお借りしてお礼を申し上げたい。 
2 「The Hankyoreh in」朝鮮族大移住 100 年－朝鮮族タウン・クロに咲いた花＜ジンダルレ冷麺屋＞、 
2011 年 11 月 7 日。 
（http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/504446.html― 2011 年 11 月 20 日アクセス） 
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で、韓国との民族ネットワークの存在が韓国への出稼ぎを加速させた」3、と分析する。
つまり韓は、国際政治的要因に加え、民族ネットワークの存在が朝鮮族の韓国への出
稼ぎを促したと把握する。  
鄭（2003）は、「延辺州朝鮮族の韓国への出稼ぎブームには、国有企業の改革によ
る厳しい雇用状況が漢族に比べて言葉の障壁がない朝鮮族に有利に働いた」4と主張す
る。つまり、1990 年代初期の中国では市場経済化が本格的に進み、国有企業の改革に
よって朝鮮族の多くが解雇に追い込まれたが、この状況が出稼ぎの動機となったと分
析する。 
 さらに鄭（2008）は、「韓国政府の外国人受け入れ制度の改正が韓国への出稼ぎを
活発化させている」5と指摘し、韓国政府による法整備が受け入れの下支えになったと
分析する。先行研究が指摘しているように、中・韓国交正常化は 1992 年に行われ、
そして韓国の外国人受け入れ制度は 2007 年に整備された。 
 
 
表 4－1 韓国における中国人入国者と中国朝鮮族の短期滞在・短期不法滞在者の推移 
（単位：人、%） 
 中国人入国者 前年比 中国朝鮮族
の短期滞在 
前年比 中国朝鮮族の 
短期不法滞在 
前年比 
1993 27,133  21,854 人  21,387 人  
1994 40,697 49.9% 27,780 人 27.1% 17,093 人 ▲20.1%
1995 62,055 52.5% 33,443 人 20.4% 22,696 人 32.8% 
1996 68,871 10.9% 38,959 人 16.5% 27,215 人 19.9% 
1997 77,219 12.1% 31,163 人 -20.0% 24,106 人 ▲11.4%
注：韓国における外国人の在留資格は、短期滞在・長期滞在・永住に区分されている。ただし、長期滞在   
 と永住の場合、入国から 90 日以内に外国人登録申告書を出入国管理事務所に提出するように定められ  
 ており、社会活動においても制限が多く、その資格を取得した者は短期滞在者よりはるかに少ない。 
出所：韓国法務部、『出入国管理統計年報』各年版、出入国・外国人政策本部。 
                                                  
3 韓美蘭（2010）、p.39。 
4 鄭明子（2003）、p.142。 
5 鄭雅英（2008）、p.77。 
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ところで、中国から韓国への出稼ぎ統計を見ると、表 4－1 が示しているように、韓
国への中国人滞在者数は 1994 年には急増しており、1995 年からは増減の変動を見せ
ている。他方、韓国系中国人滞在者数は 1994 年から急速に増加している。また、中
国朝鮮族の不法滞在者の動きを見ても、1995 年~1996 年まで増加し続けていた6。そ
れでは、なぜ 1990 年代半ば、特に 1994 年からなのか。先行研究はこのことを十分に
説明していない。 
結論を先取りすることになるが、本章は延辺州朝鮮族の労働力移動が顕在化した原
因を、1994 年の元切り下げ政策に求める。中国は、輸出主導型経済成長を進めるため
に、元為替レートの切り下げに踏み切った。しかし、この政策は先進国との賃金格差
を一層拡大させることとなり、韓国等先進地域への延辺州朝鮮族の労働力移動に拍車
をかけたのである。 
本論に入ってこの問題をより詳しく議論するために、次節では延辺州の経済状況と
人口構成を概観する。第 3 節においては、中国の為替政策を把握し、第 4 節では元の
切り下げが延辺州の朝鮮族出稼ぎ労働者にどのような影響を与えたかを明らかにする
ために、出稼ぎ労働者に対して行ったインタビュー調査を取り上げる。第 5 節では本
論の議論をまとめる。 
 
 
2 延辺朝鮮族自治州の概観 
(1) 産業構造 
延辺州は、東北 3 省（遼寧省・吉林省・黒龍江省）の中で唯一の少数民族自治州で
ある。面積は日本の九州とほぼ同じく（4.27 万 km²）、吉林省全体の 25%を占める。
2009 年の統計を見ると、同州の人口は 217.9 万人、うち朝鮮族は 80.0 万人（36.7%）、
漢族は 131.4 万人（60.3%）、その他（満族・回族・蒙古族）は 6.5 万人（3.0%）の構
成である。建州当時の 1952 年は、朝鮮族が州全体の 62.0%で、漢族・その他は 38.0%
                                                  
6 1997 年は韓国金融危機の影響を受け、中国人入国者数と朝鮮系中国人の短期滞在・短期不法滞在者数
は前年より減少している。ところが、韓国の金融危機が徐々に緩和して行くにつれて、1999 年から韓
国における朝鮮系中国人の短期滞在・短期不法滞在者数は再び上昇した。その後、韓国政府の外国人受
け入れ制度が改正され、2007 年~2011 年までは朝鮮系中国人の労働力移動がピークを迎えた。 
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であったが、1990 年代半ばから朝鮮族の出稼ぎがブームとなり、同州の朝鮮族人口は
年々減少している。 
また、表 4－2 が示しているように、延辺州は第 3 次産業が相対的に発達している。
これに対して、吉林省は第 2 次産業が高い割合を占めている。第 3 次産業において、
延辺州は 1980 年から 2010 年まで持続的にシェアを伸ばしてきたが、吉林省は上昇傾
向にはあるものの、延辺州に照らして見ると GDP 全体に占める割合は低い。つまり、
吉林省全体に比べて、延辺州は第 3 次産業比重が比較的高い地域と言える。 
 
 
 
表 4－2 延辺州と吉林省の 3 次産業構成比比較（1980 年~2010 年） 
（単位：%） 
 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 
延辺州 吉林省 延辺州 吉林省 延辺州 吉林省 
1980 年 23.6 27.6 51.2 53.0 25.2 19.4 
1985 年 24.1 27.8 47.3 48.5 28.6 23.7 
1990 年 19.8 29.4 52.1 42.8 28.1 27.8 
1995 年 16.2 26.9 40.8 42.5 43.0 30.6 
2000 年 18.4 21.4 38.2 42.9 43.8 35.7 
2005 年 14.8 17.3 39.8 43.7 45.4 39.0 
2010 年 10.1 10.8 45.8 49.8 44.1 39.4 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』各年版、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉林統計年版』 
各年版。 
 
 
(2)人口構成 
表４－3 は、延辺州と吉林省の自然人口増加率を比較したものである。1980 年、延
辺州の自然人口増加率は 12.8‰で、吉林省の 13.1‰とは僅かの差であった。しかし、
1990 年には吉林省は 18.4‰に増加しているのに対し、延辺州は 10.0‰に減少した。
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その後の 2000 年と 2010 年は、両者とも減少しているが、吉林省のそれぞれ 4.3‰、
3.3‰に対し、延辺州はそれぞれ 1.0‰と▲1.5‰となった。すなわち、自然人口増加率
は両者とも減少傾向を見せているが、延辺州の人口増加率は吉林省のそれよりはるか
に低い。 
また、延辺州の人口構成比を見ると、1980 年に朝鮮族が 40.4%、漢族・その他が
59.6%を占めていたが、1990 年になると朝鮮族が 0.1 ポイント減少した。さらに、2000
年と 2010 年は朝鮮族がそれぞれ 38.6%、36.7%に減少した。延辺州は、朝鮮族出稼ぎ
労働者の年々増加によって、今はもはや朝鮮族自治州とも言えない状態となった。 
 
 
表 4－3 延辺州と吉林省の自然人口増加率比較（1980 年~2010 年） 
     （単位：万人、‰、%） 
 延辺州 吉林省 
人口 自然増加率 朝鮮族 漢族・その他 人口 自然増加率
1980 年 181.4 12.8 40.4 59.6 2210.7 13.1 
1990 年 207.0 10.0 40.5 59.5 2440.2 18.4 
2000 年 218.5 1.0 38.6 61.4 2627.3 4.3 
2010 年 217.9 ▲1.5 36.7 63.3 2719.5 3.3 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011 年版、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉林統計年
版』2011 年版。 
 
 
2012 年は中・韓国交正常化 20 周年並びに延辺朝鮮族自治州の創立 60 周年となる。
韓国放送局の MBC はこれに関連する特別プログラムを企画した7。この企画は、延辺
州朝鮮族出稼ぎ労働者の子どものうち、延辺新興小学校児童・生徒 40 名余りを韓国
に招待するものである。それだけ韓国には延辺州の朝鮮族出稼ぎ労働者が数多く滞在
していることを裏付けている。朝鮮族出稼ぎ労働者の多くは家族と離れ離れになって
                                                  
7 「国境を越え、家族とのお正月旅―延辺州の朝鮮族子供たち、夢でも会いたい親との出会い」、2012
年 1 月 21 日。韓国 MBC テレビ局・放送と分け合いストーリ－NAVER OpenAPI ホームページ
（http://blog.daum.net/061121/318―2012 年 2 月 6 日アクセス） 
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主に 3K 職種に従事している。先にも述べたように、その数は韓国人口の約 1%に相当
し、韓国経済に大きな影響を与えている。 
韓国で稼いだ外貨は、銀行或いは闇業者を通じて本国の家族に送金されて地元の内
需を刺激し、貧困な農業地域から第 3 次産業が発達している自治州へと変貌させた。
しかし一方で、韓国への朝鮮族の労働力移動は一連の社会問題をも残していた。その
典型的な例が朝鮮族留守児童8問題と人口減少に伴う朝鮮族学生数の減少である。 
2007 年、龍井市9の小・中学校の学生数は 19,386 人（留守児童は 35.05%）である。
その内訳をみると、朝鮮族学生と漢族学生はそれぞれ 48.52%と 51.48%を占めている
が、朝鮮族留守児童は漢族留守児童の 2 倍に当る 4,290 人であった10。この状況は龍
井市に限った現象ではない。2007 年、延吉市Ｊ朝鮮族小学校の場合、4 年生 103 人の
うち、72.82%が留守児童であった11。また、延辺州統計局の統計によると、1993 年に
延辺州の朝鮮族小学校の学生数は 83,890 人であったが、2001 年には 46,725 人と 8
年前に比べてほぼ半分に減少し、2010 年は 14,900 人と激減している12。 
延辺州延吉市依蘭鎮龍淵村の場合、1980 年代は朝鮮族が 80%で、漢族は僅か 20%
を占めていたが、1990 年代に入ると、朝鮮族が 20%~30%を占め、漢族は 70%~80%
を占めるようになった。また、鎮の朝鮮族小・中学校（小学校は 4 カ所、中学校は 2
カ所）は 1990 年代後半から相次いで廃校となった。現在、この村には 25 戸の朝鮮族
家庭があるが、実際に住んでいる人は僅か 5 人である。それに、5 人とも 55 歳以上の
男性で、体が不自由か或いは韓国政府より強制送還された者である13。それでは、延
辺州の朝鮮族はなぜ韓国への出稼ぎに積極的になったのか。それは中国政府の輸出主
導型経済成長戦略に強く関わっている問題である。 
 
 
3 中国の為替政策 
中国経済の高度成長は、投資と輸出をテコに、いわゆる輸出主導型成長にけん引さ
                                                  
8 留守児童とは、両親が長期的な出稼ぎに行き、親戚等と一緒に生活している子どもを指す。 
9 延辺州の龍井市は、州府の延吉市に次ぐ第 2 の朝鮮族集中地である。 
10 朴今海・鄭小新（2009）、p.103。 
11 同上、p.104。 
12 延辺州統計局、『延辺統計年鑑』各年版。 
13 延辺州延吉市依蘭鎮龍淵村村長の朴哲男氏に対するヒアリング調査は、2011年12月27日に行われた。 
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れてきた。この政策をスタートさせたのが元為替レート切り下げであった。 
1993 年 12 月 28 日、中国人民銀行は「外国為替管理を一層改革することに関する
公告」を公布し、従来の元ドル 2 重為替レートを廃止し、市場レートに一本化させた。
同時に、1980 年は基準値 1 ドル＝1.50 元、1993 年は基準値 1 ドル＝5.76 元であった
為替レートを 1994 年は基準値 1 ドル＝8.62 元に切り下げた。 
図 4－1 は、1978 年からの元為替レートの推移である。図 4－1 が示すように、1994
年に元為替レートは基準値 1 ドル＝8.62 元に変更してから一挙に元安が進み、その後
10 年以上 1 ドル 8 元台を維持した。つまり、中国の高度経済成長はこの為替レートに
支えられてきたと言っても過言ではない。 
 
 
 
図 4－1 元ドル為替レート（1978 年~2010 年の基準値） 
 
 
  
注：中国人民銀行『統計数据』各年版によると、人民元の対ドル為替レート基準値は、1998 年~2004
年までは 1 ドル＝8.3 元、2005 年は 1 ドル＝8.2 元、2006 年は 1 ドル＝8.0 元、2007 年は 1 ドル＝
7.6 元、2008 年は 1 ドル＝6.9 元、2009 年~2010 年までは 1 ドル＝6.8 元である。 
(http://www.pbc.gov.cn/publish/diaochatongjisi/133/index.html―2011 年 10 月 12 日アクセス) 
出所：中国人民銀行『統計数据』各年版。 
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また表 4－4 を見ると、中国の国際貿易額は 1994 年から急増している。1993 年ま
でも国際貿易額は増加傾向にあったが、その増加幅はそれほど大きくなかった。しか
し、1994 年は前年比約 81%も急増した。 
 
 
 
表 4－4 元切り下げによる国際貿易の急増 
   （単位：億元） 
 90 年 91 年 92 年 93 年 94 年 95 年 96 年 97 年 
貿易額 5560.1 7225.8 9119.6 11271.0 20381.9 23499.9 24133.8 26967.2
輸出額 2985.8 3827.1 4676.3 5284.8 10421.8 12451.8 12576.4 15160.7
輸入額 2574.3 3398.7 4443.3 5986.2 9960.1 11048.1 11557.4 11806.5
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑』各年版。 
 
 
このように、1994 年の元切り下げは、貿易量を増加させるなど中国の経済成長を促
進する一方、中国と先進国との賃金格差を一層拡大させることになった。実は、この
ことが韓国への延辺州朝鮮族の労働力移動に拍車をかけたのである。 
1994 年、韓国における出稼ぎ労働者の賃金収入は、一ヶ月平均 100 万ウォン（0.7
万元）であったが、これは当時延辺州で働く労働者の一ヶ月平均収入（0.05 万元）の
14 倍に相当する14。仮に、この収入を 1989 年の基準値 1 ドル＝3.77 元で換算すると、
韓国での賃金収入は延辺州の 6 倍ぐらいになるが、1993 年の基準値 1 ドル＝5.76 元
で換算すると、韓国での賃金収入は延辺州より約 8 倍以上高い15。これでもかなりの
格差が存在する。すなわち、1994 年の元切り下げによって延辺州と韓国など先進地域
との賃金格差が一層拡大されたのである。 
                                                  
14 2011 年 10 月 9 日、吉林朝鮮文新聞社副社長の梁高範氏に対するヒアリング調査は国際電話を通じて
行われた。 
15 多くの朝鮮族出稼ぎ労働者は韓国で稼いだ収入を毎月家族に送金する。したがってここでは名目為替
レートに基づいて賃金格差を算出した。 
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4 賃金格差による労働力移動の加速－ケース・スタディ 
（1） 延辺州の出稼ぎ労働者に対するインタビュー 
前節において、出稼ぎの動機として、延辺州と韓国との賃金格差を取り上げたが、
さらにこのことを明らかにするために、出稼ぎ労働者に対するインタビュー調査を実
施することとした16。 
インタビューは、学歴、家族構成、元の職業、出稼ぎ動機、韓国での年平均収入、
収入の使用用途などを調査することで、90 年代半ば韓国への朝鮮族出稼ぎ労働者の特
徴を把握し、ケース・スタディ的アプローチを行おうとするものである。なお、延辺
州の朝鮮族出稼ぎ労働者は 8 割以上が韓国で就労しているため、インタビューは韓国
への出稼ぎ労働者のみを対象とした。 
 
 ケース 1：P 氏（男性、57 歳）は、延吉市の出身である。P 氏は大学を卒業した後、
延吉市の G 農業製薬会社でエンジニアとして働いていた。収入は年平均 8 千元ぐらい
あった。しかし、1994 年の為替レートの変動によって、P 氏はもっと稼ぎたいという
夢を持って家族と職場を離れて韓国へ出稼ぎに行った。 
P 氏が韓国に渡航したのは 1995 年 3 月である。元製薬会社のエンジニアであった P
氏は、韓国で D 株式会社に就職し、年平均 1300 万ウォンを稼いだ。1994 年の為替レ
ートで換算すると、約 10.4 万元になる。P 氏が中国で得る年平均収入の 10 倍以上に
相当する。当時の中国では想像もできない大金である。P 氏は、韓国で稼いだ外貨を
家族に送金し、家の購入・息子の教育費・貯金に回していた。インタビュー当時、P
氏は旧正月休みを利用し、一時帰国していたが、連休明けには韓国に戻る予定である。 
  
ケース 2：C 氏（女性、54 歳）は、延吉市で生まれ、現在夫と息子の 3 人暮しであ
る。高校を卒業した後、C 氏は事業単位の L 五金店に勤務していた。収入は年平均 5
千元ぐらいで、女性としては余裕のある生活を送っていた。ところが、1994 年の元切
                                                  
16 インタビューは、2011 年 12 月 25 日～2012 年 1 月 5 日と 2012 年 1 月 21 日～2012 年 2 月 8 日、2 
回に渡り、延辺州を訪問し、90 年代半ばに韓国へ渡航した 6 人に対して行ったものである。なお、ク
ライアントが 6 人となったのは次のような経緯がある。90 年代半ばに韓国へ渡航し、かつ 10 年以上
滞在した方を対象としたインタビュー計画を策定したのち、吉林朝鮮文新聞社副社長の梁高範氏にクラ
イアントの選定を依頼したところ、20 人の名簿と連絡先の紹介があった。そのうち、インタビューに
応じていただいた方が 6 人である。また、インタビューはクライアントが正月休みなどを利用して延
吉市を訪れた時に行った。 
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り下げは韓国との賃金格差を一段と拡大させ、C 氏の心が動いた。 
1995 年 8 月、C 氏は家族を離れて韓国へ向かった。はじめは建築現場で働いていた
が、女性にとってはあまりにも仕事がきつく、1 年後には辞めざるを得なかった。そ
の後、友人の紹介で韓国料理屋に務め、年平均 1200 万ウォンを稼いだ。 
C 氏は、稼いだお金で家を購入し、貯金や子どもの教育費に充てるほか、株にも投
資していた。 
 
ケース 3：M 氏（女性、55 歳）は、図們市の出身で、現在夫と 2 人で生活している。
大学卒業後、M 氏は国有企業の K 百貨店に正社員として働いていた。収入は年平均 6
千元ぐらいで、手当てのよい仕事だった。しかし、1994 年の元切り下げによる延辺州
と韓国との賃金格差に刺激され、M 氏は韓国を選んだ。 
M 氏は、ブローカーに 8 万元を渡し、仮結婚ビザを手に入れ、1996 年 8 月に韓国
へ飛んだ。そして、13 年間韓国に滞在し、ソウルにある韓国料理屋で働いた。稼いだ
お金は年平均 1200 万ウォンで、子どもの教育費と生活費に充てるほか、残りは家の
購入と貯金に回していた。 
 
ケース 4：W 氏（女性、59 歳）は、延吉市の出身で、現在夫と 2 人暮しをしている。
W 氏は、高校を卒業した後、地元の事業単位の B 合作社に正社員として働いていた。
安定した職業で、収入は年平均 5 千元ぐらいあった。しかし、1994 年の元切り下げは
W 氏の心を動かした。 
W 氏は、「元の切り下げによって、韓国のウォンを中国の元に換えると、前より 10
倍以上元が増え、それが韓国へ出稼ぎに行く決め手となった」、と述べた。W 氏は、
ブローカーに 10 万元を渡し、1995 年 2 月に韓国へ向かった。そして、韓国料理屋で
働き、年平均 1200 万ウォンを稼いだ。稼いだ外貨は家族に送金し、家の購入・車の
購入・貯金・子どもの教育費として充てられた。 
 
ケース 5：G 氏（男性、50 歳）は、琿春市の出身で、現在妻と 2 人で生活している。
G 氏は中学校を卒業後、地元で農業を営んでいた。1993 年、妻はロシアへ出稼ぎに行
ったが、2 年後に病気で帰国した。実際、農業を営むだけでは一日三食を食べる程度
で、家庭の大きな収入は妻からの送金であった。しかし、その妻が病気で倒れた。ち
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ょうどその時期、延辺州朝鮮族の間では 1994 年から韓国への出稼ぎが話題となって
いた。G 氏は迷いなく、8 万元をブローカーに渡し、1996 年 5 月に韓国へ出発した。
そして、液晶パネルを製造する F 電子会社で働き、12 年間韓国に滞在していた。年平
均収入は 1200 万ウォンで、そのお金は地元での土地購入や子どもの教育費、妻の薬
代等に支出していた。 
 
ケース 6：Z 氏（男性、53 歳）は、延吉市の出身である。Z 氏は、高校を卒業後、
延吉市 T 老人ホームに就職し、収入は年平均 5 千元ぐらいであった。しかし、1994
年の元切り下げは中国と韓国との賃金格差を一層拡大し、周りの朝鮮族たちは韓国へ
の出稼ぎを急いでいた。Z 氏は、リスクがあっても韓国というもっと金儲けの機会が
多い舞台で生きたいと思った。 
Z 氏は、家族の反対にもかかわらず、大金をブローカーに払い、1995 年 5 月に韓国
へ渡航した。最初は、建築現場で働いていたが、3 年後は友人と一緒に安山市でモー
テルを経営し始めた。収入は年平均 3600 万ウォンであったが、その稼いだ外貨は土
地と家（2 軒）の購入、子どもの教育費に回し、残りは貯金していた。 
表 4－5 は以上のようなインタビューをまとめたものである。 
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表 4－5 インタビューのまとめ 
 
氏 名 P C M W G Z 
①性 別 男 女 女 女 男 男 
②年 齢 57 歳 54 歳 55 歳 59 歳 50 歳 53 歳 
③出身地 延吉市 延吉市 図們市 延吉市 琿春市 延吉市 
④家族構成 母、妻、息子 夫、息子 夫、娘 2 人 夫、娘 妻、娘 妻、息子 
⑤学 歴 大卒 高卒 大卒 高卒 中卒 高卒 
⑥地元での
職業 
G 農業製薬会
社エンジニア
（事業単位） 
L 五金店社員
（事業単位）
K 百貨店社員
(国有企業) 
B 合作社社員
（事業単位）
自営業 
（農業） 
T 老人ホーム
主任（事業単
位） 
⑦平均年収 8 千元 5 千元 6 千元 5 千元 3 千元 5 千元 
⑧渡航時期 1995 年 3 月 1995 年 8 月 1996 年 8 月 1995 年 2 月 1996 年 5 月 1995 年 5 月 
⑨滞在期間 17 年 16 年 13 年 10 年 12 年 16 年 
⑩渡航動機 元切り下げに
よる賃金格差 
元切り下げに
よる賃金格差
元切り下げに
よる賃金格差
元切り下げに
よる賃金格差
元切り下げに
よる賃金格差 
元切り下げに
よる賃金格差
⑪韓国での
勤務先・仕事 
忠清北道清州
市、 
D 株式会社 
京畿道安養市、
韓国料理屋 
ソウル江南区、
韓国料理屋 
ソウル 
西大門区、 
韓国料理屋 
忠清南道 
天安市、 
F 電子会社 
京畿道安山市、
モーテル経営 
⑫平均年収 1300 万ウォン 
（10.4 万元） 
1200 万ウォン
（9.6 万元） 
1200 万ウォン
（9.6 万元） 
1200 万ウォン
（9.6 万元） 
1200 万ウォン
（9.6 万元） 
3600 万ウォン
（28.8 万元）
⑬収入使途 家の購入、子ど
も教育費、貯金 
家の購入、貯
金、子どもの教
育費、株投資 
家の購入、子ど
もの教育費、
貯金 
家の購入、購
車、貯金、子ど
もの教育費 
土地の購入、子
どもの教育費、
妻の薬代、貯金 
土地の購入、家
の購入、子ども
の教育費、貯金
⑭インタビ
ュー日時・ 
場所 
2012/2/2 
13 時 10 分－
13 時 50 分 
2012/2/4 
16 時 30 分－
17 時 20 分 
2011/12/29 
10 時 30 分－
11 時 20 分 
2011/12/29 
10 時 30 分－
11 時 20 分 
2012/1/28 
11 時 10 分－
12 時 10 分 
2012/1/2 
17 時 20 分－
18 時 20 分 
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延吉市 S アパ
ート 502 号 
延吉市 V アパ
ート 205 号 
延吉市 H アパ
ート 201 号 
延吉市 H アパ
ート 201 号 
延吉市 L アパ
ート 103 号 
延吉市 N アパ
ート 101 号 
 出所：延辺朝鮮族自治州に対するインタビュー。 
 
 
（2） インタビュー結果の分析 
インタビューの共通項目は、以下のようにまとめられる。 
①  性別は、クライアント 6 人のうち、男性と女性は 3 人ずつである。 
②  年齢は、6 人とも 50 代である。 
③  出身地は、4 人は延吉市で、残りの 2 人は図們市と琿春市である。 
④  家族構成は、夫婦 2 人と娘或いは息子がいる。 
⑤  学歴は、6 人のうち、5 人は高卒以上である。 
⑥  地元での職業は、農業を営む 1 人を除き、5 人は事業単位或いは国有企業に勤  
めている。 
⑦  元の年平均収入は、農業を営む 1人が 3千元のほか、5人は 5千元以上である。 
⑧  渡航年度は、6 人とも 1990 年代半ばである。 
⑨  滞在期間は、10 年以上である。 
⑩  渡航動機は、1994 年の元切り下げによる賃金格差の拡大である。 
⑪  韓国での勤務先・仕事は、モーテルを経営する 1 人を除き、2 人は株式会社で  
⑫  契約社員として働き、残りの 3 人は韓国料理屋に務めている。 
⑬  韓国での年平均収入は 1200 万ウォン以上で、当時の元為替レートに換算す  
 ると、9.6 万元以上になる。 
⑭  収入の使用用途は、家の購入・子どもの教育費・貯金である。 
⑮  インタビューは、2012 年の年末年始と旧正月頃である。場所は、延吉 
市で、インタビューの時間は、1 人当り 40 分～60 分である。 
 
つまり、今回のインタビュー調査に応じてくれた 6 人のうち、農業を営む 1 人を除
き、残りの 5 人は高卒以上の高学歴者であった。彼らは、地元で安定した職に勤め、
中国においては比較的高い給料をもらっていた。しかし、1994 年の元切り下げ政策に
よって、中国と韓国など先進地域との賃金格差が一段と拡大し、多くの専門家など高
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度人材を含む延辺州の朝鮮族は、地元での職業を捨て、言葉の障壁がない韓国への出
稼ぎを選んだ。結局、1994 年から韓国への朝鮮族労働力移動の加速は、地元における
朝鮮族人口減少という新たな社会問題を生み出したのである。 
 
 
5  おわりに 
インタビュー調査からもすでに明らかになったように、出稼ぎ労働者は一般的に本
国の家族に賃金を送金している。しかし、途上国における送金は、貧困削減を促進す
る効果があるとはいえ、本国の地域経済成長にはそれほど寄与しない17。 
1995 年を境目に、延辺州は吉林省の中で経済後進地域と位置付けられるようになっ
た。ところが、毎年一人当たり平均貯金額は吉林省と中国を大幅に上回っていた。つ
まり、延辺州は朝鮮族出稼ぎ労働者の送金に頼って、中国と吉林省の平均より高い貯
金額を維持することが可能になったのである18。 
このように、外国からのキャッシュ流入となる送金は非生産的支出に用いられやす
い。また、不動産などの価格高騰を招き、現地企業の設備投資と生産の拡大にはマイ
ナス影響を与える可能性も大きい。 
以上、本章で議論した内容は次のようにまとめることができる。1990 年代半ばから
韓国への延辺州朝鮮族の労働力移動は加速化した。しかも、その労働力移動には多く
の高学歴者が含まれており、延辺州においてはブルーカラーの労働力移動よりむしろ
頭脳流出の格好となった。その労働力移動には 1994 年の元切り下げ政策が拍車をか
けていたのである。 
他方、延辺州は出稼ぎ労働者の送金に頼り、大量の外貨を確保することができた。
しかし、巨額の送金は不動産の価格高騰を招き易く、またその多くは短期的貯蓄に回
され、地域の経済成長に寄与することはなかった。 
 
 
                                                  
17 詳細は、第 5 章を参照されたい。 
18 例えば 2000 年の平均 1 人当り貯金額は延辺州が 7,377 元、吉林省 5,770 元、中国 5,082 元である。
この傾向はその後も同じである（延辺州統計局（2010）、『延辺統計年鑑』、p.32）。なお、マルサスの
議論によると、このことは有効需要の制約につながる。詳しくは、劉魏（2011）を参照されたい。 
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第 5 章 労働者送金の地域経済への影響  
―延辺朝鮮族自治州を事例として― 
 
 
1 はじめに  
延辺朝鮮族自治州（以下延辺州と略す）の最有力紙『延辺日報』は、最近、同州不
動産価格の異常な高騰ぶりを大きく取り上げた。現在、総人口 50 万人強の延吉市（延
辺州州府）のマンション価格は、1 ㎡当り 4500 元~7000 元で推移しており、総人口
750 万人を超える長春市のマンション価格に匹敵する。また、長春市郊外のマンショ
ン価格が 1 ㎡当り 5500 元であることに対し、延吉市郊外に位置するアリラン広場付
近のマンション価格は、1 ㎡当り 7000 元に達する。さらに現在工事中の延吉市元青年
湖付近の複合アパートは 1 ㎡当り 9000 元が予測されている1。こうした不動産価格の
上昇は、延吉市に限らず、延辺州全体において確認できる現象である。  
ところで、延辺州はなぜ不動産市場が急成長したのか。『延辺日報』は出稼ぎ労働者
の送金に注目する。つまり多くの出稼ぎ労働者は銀行或いは闇業者を通じて韓国で稼
いだお金を本国の家族に送金しているが、マンションを購入する人々の多くは出稼ぎ
労働者である。要するに、出稼ぎ労働者による送金が不動産市場を異常に刺激し、マ
ンション価格高騰の原因となっていると『延辺日報』は分析している。 
このような『延辺日報』の報道は、出稼ぎ労働者送金の地域経済への影響に関する
今までの議論とは異なる視点を提供する。詳しいことは第 2 節で議論するが、出稼ぎ
労働者送金は、主に貧困削減、頭脳流出、オランダ病、労働力の減少、経済成長とい
った問題意識で検討されてきた。出稼ぎ労働者の本国への送金が主に不動産市場を膨
張させた事例は見当たらない。本研究が延辺州を取り上げる理由でもある。 
まず延辺州への労働者送金に関する先行研究を検討する。 
韓・許（2012）は、「労働者送金は、延辺朝鮮族自治州を含む吉林省の主要な収入
源として、地域の経済発展と個人消費に大きく貢献した」ことを議論する2。この研究
は、吉林省の中でも労働力移動が活発な延辺州を事例に、労働者送金が延辺州を含む
                                                  
1 『延辺日報』、「고공행진 주택가격 거품빠지며 하락세  맞을듯…」（高空行進 住宅価格 バブ
ル弾けたら下落に転じることも）、2013 年 7 月 2 日。 
（http://www.iybrb.com/Item/Show.asp?m=1&d=16164―2013 年 7 月 15 日アクセス） 
2 韓美蘭・許燕華（2012）、p.126。 
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吉林省の経済発展にプラス効果を与えたと分析する。 
次に、張・李・管（2010）は、「韓国への出稼ぎ労働者による労働者送金は、地域
の経済発展を大きく促進した」と把握する3。つまり出稼ぎ労働者による家族への送金
は個人消費を刺激し、延辺州の経済発展に積極的な役割を果たしたと主張する。以上
のような先行研究では、延辺州への労働者送金は個人消費を刺激し、地域の経済発展
にプラス効果を与えたと捉えているが、具体的にどういう意味でのプラス効果なのか
は不明瞭である。 
労働者送金が地域経済の成長に大きく貢献したと分析する研究には趙（2011）も取
り上げられる。この研究は、「労働者送金が延辺州の不動産市場の急成長と個人貯蓄の
増加に直接的に影響を及ぼし、延辺州の経済発展に重要な役割を果たした」と説明す
る4。つまり労働者送金が延辺州の不動産市場を急成長させ、このことが経済成長のけ
ん引車になったと分析する5。しかし趙氏は、不動産市場の急成長については言及して
いるものの、不動産市場がどのようなプロセスで経済成長をけん引したかについての
具体的な分析は行っていない。 
表 5－1 が示しているように、延辺州の統計を検討すると、1998 年から 2010 年ま
での 13 年間、公的チャンネルを通じた延辺州への労働者送金額は合計 76.4 億ドルと
なり、同州の財政収入 63.7 億ドルを大幅に上回っている。しかし、送金額はこれだけ
ではない。本章の第 4 節で取り上げるヒアリング調査では、労働者送金は公的チャン
ネル以外の地下銀行などを経由した送金が大半を占めている。その理由として、地下
銀行に比べて普通の銀行は為替レート差損が大きく、手数料が高いことが考えられる。 
他方、延辺州の１人当たり GDP 順位は、1980 年から 1994 年までは吉林省 9 つの
市の中で 2 位を占めていたが、出稼ぎ労働者が急増する 1995 年からは順位を落とし、
現在は 6 位に留まっている6。つまり、延辺州の 1 人当たり GDP は絶対的には上昇傾
向を見せているが、吉林省における延辺州地域経済の相対的低下は否定できない。本
主は、結論を先取りすることになるが、延辺州への労働者送金は不動産市場や奢侈品
                                                  
3 張波・李鵬・管延江（2010）、p.250。 
4 趙洪君（2011）、p.20。 
5 これ以外にも、延辺州の労働者送金に関する研究としては太（2005）も取り上げられる。この研究で
は、労働者送金の使用用途について、「送金の使途を見ると、最大の使途は住宅の購入と子供の教育費
である」（同上、p.86）という記述はあるものの、具体的な数字や根拠は示されていない。 
6 吉林省は、長春市、吉林市、四平市、遼源市、通化市、白山市、松原市、白城市、延辺朝鮮族自治州
で構成される。 
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需要を膨張させ、地域経済は特質な構造になったと分析する。 
 
 
 表 5－1 延辺州の労働者送金と財政収入・GDP 比較 
       （単位：億ドル、%） 
 労働者送金 財政収入 対財政
収入比
GDP 
対 GDP 比
金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 
1998 年 1.0  1.6  62.5 13.6  7.4 
1999 年 1.0 0 1.7 6.0 58.5 14.4 5.8 6.9 
2000 年 2.4 140.0 1.7 0 141.2 15.3 6.2 15.7 
2001 年 3.0 25.0 1.9 11.7 157.9 16.9 10.4 17.8 
2002 年 4.8 59.0 2.2 15.7 218.2 18.3 8.2 26.2 
2003 年 6.5 36.9 2.5 13.6 260.0 20.2 10.3 32.2 
2004 年 7.3 11.8 2.9 16.0 251.7 22.7 12.3 32.2 
2005 年 8.8 20.0 3.9 34.5 225.6 28.9 27.3 30.4 
2006 年 10.5 19.5 5.3 35.8 198.1 34.3 18.6 30.6 
2007 年 10.1 ▲5.0 7.1 33.9 142.3 43.9 27.9 23.0 
2008 年 7.5 ▲25.5 9.4 32.3 79.8 56.1 27.7 13.4 
2009 年 5.2 ▲31.0 10.6 12.7 49.1 66.2 18.0 7.9 
2010 年 8.3 60.7 12.9 21.6 64.3 78.5 18.5 10.6 
注：中国人民銀行『統計数据』各年版によると、人民元の対ドル為替レート基準値は、1998 年~2004
年までは 1 ドル＝8.3 元、2005 年は 1 ドル＝8.2 元、2006 年は 1 ドル＝8.0 元、2007 年は 1 ドル＝
7.6 元、2008 年は 1 ドル＝6.9 元、2009 年~2010 年までは 1 ドル＝6.8 元である。 
(http://www.pbc.gov.cn/publish/diaochatongjisi/133/index.html―2011 年 10 月 12 日アクセス) 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011 年、延辺国際経済合作業務統計漚総表。 
 
 
この問題をより詳しく議論するために、次節では出稼ぎ労働者の本国送金をめぐる
議論として、頭脳流出、オランダ病、労働力の減少、経済成長といった 4 つの論点を
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紹介する。第 3 節においては、延辺州と吉林省の不動産市場を比較すると共に、延辺
州の個人貯蓄残高が非常に高いことを議論する。第 4 節では、延辺州への労働者送金
の使途を明らかにするためにケース・スタディとして行ったヒアリング調査を分析す
る。最後は、本章の議論をまとめる。 
 
 
2 海外出稼ぎ労働者の本国送金をめぐる議論 
近年、海外出稼ぎ労働者による本国への送金（以下労働者送金と略す）が急増して
いる。2013 年に公的チャンネルを通じて発展途上国に送られる送金額は前年比 6.3%
増の 4,140 億ドルと予測されている7。ここ 10 年間の傾向を見ると、労働者送金額は、
平均して発展途上国の貿易黒字額の 1/3、民間資本流入の倍以上、公的資本流入の 10
倍、公的移転収支の 12 倍に相当する。またその送金額は、発展途上国に対する外国直
接投資額と同じ大きさである8。 
ところで、発展途上国における労働者送金と経済成長との相関関係についてはどの
ような議論が行われてきたのか。労働者送金が貧困状態を緩和し、現地での消費を刺
激する効果があることについては肯定的な研究が多くみられるが、経済成長をけん引
するかどうかに関しては意見が分かれている。つまり労働者送金が経済発展に与える
インパクトについて、プラス効果を主張する研究も、マイナス効果を主張する研究も、
両方存在する。労働者送金のプラス効果を主張する研究は、送金されたお金が一時的
に貧困状態を和らげ、地域経済を活性化することに注目する。また労働者送金のマイ
ナス効果を主張する研究は、外貨の長期的な流入がオランダ病や労働力の減少に繋が
り、社会的かつ政治的にも不安定さをもたらすことに焦点を当てている9。 
以下では労働者送金を巡る主な議論を取り上げる。議論の多くは、中南米・南アフ
リカ・インド・フィリピンなどの地域を対象に、頭脳流出、オランダ病、労働力の減
少、経済成長という 4 つの論点で行われてきた。 
 
 
                                                  
7 THE WORLD BANK（2013）、p.1。 
8 Barajas et al（2009）、p.3。 
9 주 종택（2009）、p.100。 
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（１）頭脳流出 
 発展途上国は、優秀な人材を先進国に輸出し、代価として労働者送金を受け取る。
このことについて Adams（2003）は、国際労働力移動には教育レベルの高い労働者が
多く含まれ、途上国の経済発展にはマイナス効果をもたらしていると指摘する。つま
り大量の人材流出によって、途上国の一時的貧困削減にはプラス効果が現れるが、頭
脳流出というマイナス効果が労働者送金というプラス効果より大きく、長期的経済成
長には役に立たないと分析する。 
しかし、Commander （2004）は出稼ぎ労働者と頭脳流出の関連性を否定し、労働
者送金は途上国の経済発展に積極的な役割を果たしていると正反対の結論を導く。 
 
（２）オランダ病 
労働者送金は現金として途上国に流入する。当然ながら、労務輸入国と労務輸出国
との間には通貨交換が発生する。この交換は途上国の通貨高の原因となる。その結果、
製造業の国際競争力は弱くなり、そこで働いている人々は失業者になっていく。いわ
ゆるオランダ病である。 
オランダ病に関して、Suzuki（2008）は、パネルデータを用いて、労働者送金は途
上国通貨の値上がりに強い影響を与えており、経済発展にはマイナス効果を与えてい
ると指摘する。ただし、延辺州の場合、中国の一地域にすぎないので、労働者送金に
よる元為替レート変動の可能性は大きくない。 
他方、Bouhga（2004）は、労働者送金は外貨の重要な獲得源として、短期的にそ
の国の経常収支を改善する可能性があると主張する。 
 
（３）労働力の減少 
 労働者送金は、単純な所得移転であり、それを受け取る本国の家族は働かずに安定
的に収入を得ることが可能になる。したがって、労働者送金は深刻なモラルハザード
問題を引き起こし、労働力の成長に逆効果を与える可能性が高い。 
Kozel(1990)は、発展途上国において労働者送金は地域の男性労働力にマイナス影響
を与えていることを明らかにした。同じく、Itzigsohn（1995）は、カリブ海域の都市
をサンプルに、労働者送金は、送金を受け取る家庭において、主婦の労働参加を大幅
に減少させていることを強調した。Chami（2006）も、労働者送金は自国の労働力供
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給にマイナス影響を与えていることを明らかにした。要するに、発展途上国における
出稼ぎ労働者の恒常化は、人々の労働市場への参加を減少させ、経済発展のマイナス
要因になると主張する。 
 
（４）経済成長 
 Chami（2006）は、労働者送金は経済成長との直接的なリンクは存在せず、むしろ
悪影響を及ぼしていると議論する。また、Kapur（2004）は、出稼ぎ労働者による送
金収入は、一時的な経済不況は改善できるとしても、長期的な影響はそれほど明らか
ではないことを分析する。 
一方、Aggarwal（2006）は、労働者送金は銀行預金と銀行貸出を増加させ、同時に
金融サービスの質も向上し、経済発展に積極的な意味を持っていることを議論する。 
以上のように、労働者送金による短期的効果や潜在的生産能力の向上といった側面
においては、肯定的影響が認められる一方、マクロ経済の中長期的パフォーマンスに
ついては否定する研究が多い。延辺州の場合、労働者送金をどう評価すべきか。延辺
州の不動産市場と個人貯蓄残高を取り上げ、その効果を分析する。 
 
 
3 延辺州の不動産市場と個人貯蓄残高 
1990 年代半ば以降、延辺州朝鮮族の海外出稼ぎは大幅に増加してきた。移動先の 8
割以上が韓国である。一般的に出稼ぎ労働者は収入の大半を本国の家族に送金する。
延辺州の場合、1998 年から公的チャンネルだけでも毎年巨額のお金が流入している。 
表 5－1 が示しているように、1998 年から 2010 年まで、延辺州への労働者送金は
同州の財政収入 63.7 億ドルより大きく、76.4 億ドル（地下銀行を通じた送金は除く）
に達している。労働者送金の大きさは延辺州 GDP との比較でも確認できる。1998 年
の労働者送金額は GDP 比 7.4%に相当したが、2003 年には 30%を超える金額となっ
た。その後、2007 年からは多少減少していたが、2010 年には再び上昇している。 
上述したように、1998 年から延辺州は財政収入を大幅に上回る巨額な労働者送金を
受け取っている。詳しくは第 4 節で取り上げるが、延辺州の労働者送金の使途を見る
と、最大の使途は住宅購入と子どもの教育費及び個人消費である。 
延辺州の多くの出稼ぎ労働者は、送金を非定期的に銀行に預け、一定の金額に達し
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た時にマンションを購入するのが一般的である。この過程では、当然ながら個人貯蓄
残高が高くなる。 
 
（1）不動産市場 
1998 年以降、延辺州に巨額な労働者送金があったことにより、人々の可処分所得は
大きく増加した。しかし、この民間資本は大きな資金源として企業設備投資など生産
的投資には回されず、大いには消費市場に流されていた。特に、不動産市場に投資が
集中し、21 世紀に入ってから延辺州の不動産市場は大きく成長した。  
表 5－2 は、1995 年から 2010 年までの延辺州と吉林省のマンション取引状況を示
したものである。延辺州の場合、1997 年までの 1 ㎡当りマンション価格は吉林省平均
より低かったが、1998 年からは高くなっている。特に、1998 年は前年比 125.0%増加
し、吉林省の 30.7%を大幅に上回っている。その後、2000 年と 2003 年には販売価格
が若干下落しているが、全体的な上昇率は吉林省より高い。要するに、延辺州のマン
ション価格は吉林省に比べて 1998 年からより高い上昇傾向を見せているが、この流
れは表 5－1 の示している労働者送金の増加傾向と比例しており、また図 5－1 の個人
貯蓄残高の増加傾向とも概ね一致している。 
 
 （２）個人貯蓄残高 
図 5－1 は、延辺州と吉林省そして中国の 1 人当たり貯金残高を示したものである。
前にも述べたように、1980 年から 1994 年まで延辺州の 1 人当たり GDP 順位は吉林
省にある 9 つの市の中で 2 位を占めていたが、1995 年から順位を落とし始め、現在は
6 位に留まっている。ところが、1 人当たり貯金残高は 1990 年代半ばから吉林省と中
国の平均を大幅に上回っている。つまり、延辺州における 1 人当たり GDP の相対的
低下、1 人当たり貯金残高の高まり、巨額の労働者送金は同時期の経済指標である。 
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表 5－2 延辺州と吉林省のマンション取引状況 
(単位：万㎡、万元、元) 
 延      辺      州 吉      林      省 
販売面積 販売額 1 ㎡当り 前年比 販売面積 販売額 1 ㎡当り 前年比
2010 261.3 734,240 2,809 36.7% 1403.8 2,107,103 1,501 8.3% 
2009 223.9 460,458 2,055 8.2% 1293.5 1,791,497 1,385 3.2% 
2008 210.1 398,979 1,899 20.0% 1343.2 1,802,574 1,342 19.6%
2007 207.9 329,066 1,582 1.4% 1147.4 1,287,382 1,122 ▲1%
2006 140.9 219,997 1,560 0.3% 785.9 883,351 1,124 13.0%
2005 108.4 168,641 1,555 14.9% 496.1 493,123 994 ▲2%
2004 57.2 77,383 1,353 12.0% 572.4 575,262 1,005 ▲7%
2003 67.6 81,728 1,208 ▲2% 538.3 577,595 1,073 0.7% 
2002 92.3 113,135 1,225 10.3% 593.5 632,077 1,065 1.8% 
2001 52.6 58,435 1,110 11.4% 498.0 520,908 1,046 14.6%
2000 32.2 31,880 996.3 ▲3.8% 366.9 334,612 912 5.5% 
1999 18.5 19,170 1,036 3.7% 276.4 238,809 864 10.4%
1998 38.0 37,950 998.7 125.0% 200.9 157,103 782 30.7%
1997 58.6 26,015 443.9 ▲13.2% 199.8 119,600 598.6 1.1% 
1996 21.2 10,838 511.3 14.4% 169.9 100,589 591.8 10.1%
1995 18.8 8,401 446.9  182.4 98,023 537.3  
出所：吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉林統計年鑑』各年版。 
 
 
労働者送金は外国からキャッシュが入ってくるわけで、それは非生産的支出に用い
られ易い。結果的に延辺州は、1 人当たり GDP が吉林省の下位に位置しているにもか
かわらず、同州の不動産価格は高騰し、1 人当たり貯金残高は高まる一方である。と
ころが、出稼ぎ労働者は実際にマンションを購入したのだろうか。この疑問に答える
ため、本研究では出稼ぎ労働者に対するヒアリング調査を実施した。 
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図 5－1 平均一人当たり貯金残高（延辺州、吉林省、中国） 
 （単位：元） 
 
出所：延辺朝鮮族自治州統計局『延辺統計年鑑』各年版、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉
林統計年鑑』各年版、中国国家統計局『中国統計年鑑』各年版。 
 
 
４ 延辺州への労働者送金の特徴 
延辺州の朝鮮族出稼ぎの動機は、1994 年に中国政府が実施したドルに対する元為替
レートの切り下げにより、延辺州と韓国など外国との賃金格差が一層拡大されたこと
が原因である10。すなわち、朝鮮族出稼ぎ労働者が年々増加して延辺州に与えるイン
パクトは多方面に及ぶが、特に労働者送金の場合は、それがどのような目的に使われ
るかによって地域経済に与える影響が異なる。 
 本章では、延辺州への労働者送金の使途を把握するために、延辺州における朝鮮族
出稼ぎ労働者に対してヒアリング調査を実施した11。ヒアリング調査は、筆者が 2013
年 9 月 5 日から 2013 年 9 月 16 日まで延辺州を訪問し、韓国での出稼ぎ経験のある人
                                                  
10 拙稿（2012）、p.102。 
11 今回の調査は、人数が少ないために必ずしも延辺州を代表するとは言えないが、延辺州への労働者送
金使途の一断面を窺うことが目的である。 
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を対象に行ったものである12。ヒアリング調査方法は、延辺州政府の人事課職員 Y 氏
にクライアントの選定を依頼し、23 人の名簿と連絡先の紹介があった。そのうち、ヒ
アリング調査に応じて頂いた方が 9 人である。 
 
（1） ヒアリング調査 
 ケース 1：A 氏（男性、55 歳）は、延吉市の出身である。2003 年に A 氏は延吉市
○○国営企業を辞職し、日本へ出稼ぎに行った。日本に渡航した後、横浜市にある○
○建設現場で 4 年間働いた。2007 年に A 氏は体に異変を感じて帰国した。６ヶ月間
の治療により健康を取り戻したのち、A 氏は韓国での出稼ぎのための手続きを行った。
2008 年に A 氏は H-2 ビザ13を取得し、韓国へ渡航した。A 氏は、ソウル郊外にある○
○建設現場で働きながら、年平均 1400 万ウォンを稼いだ14。A 氏は、本国に妻と息子
がいるため、毎年 1 回は本国に送金を行っていた。送金方法は、主に地下銀行を利用
するか或いは帰国する友人に持参を依頼した。普通の銀行を利用することが一番便利
ではあるが、銀行の為替レートは地下銀行に比べて差損があり、手数料も高い。その
ために A 氏は主に地下銀行を利用して送金した。そして本国の家族に送られたお金は、
住宅購入に61%以上、生活費には10%以下を使っていた。子どもの教育費に関しては、
息子がすでに大学を卒業して就職しているため必要なかった。現在、A 氏は韓国で稼
いだ外貨で、延吉市に 60 ㎡のマンションを 1 軒購入している。 
「現在、延吉市はマンション価格が高騰しているため、韓国で 5 年間一生懸命稼い
でも 1 軒のマンションしか購入できない」と A 氏は語る15。 
ケース 2：B 氏(男性、57 歳)は、和龍市の出身で、妻と双子の息子がいる。B 氏は、
妻と一緒に延吉市でテナントを借りて食堂を経営していた。しかし、7 年前に妻が急
に病気を患い、食堂の経営が難しくなった。2008 年に B 氏は息子達に妻を任せ、韓
                                                  
12 延辺州における朝鮮族出稼ぎ労働者は 8 割以上が韓国で就労しているため、調査は韓国への出稼ぎ労
働者のみを対象とした。 
13 2006 年 7 月、韓国労働部は海外に居住する「同胞」である韓国系外国人の雇用手続きの簡素化を内
容とする外国人労働者雇用法を改正した。この改正の主な内容は、韓国系外国人が自由に韓国を訪問し、
就労できることを可能にする H－2 ビザ（訪問就業ビザ）を新しく導入したことである。当ビザの在留
期間は 5 年である。なお、5 年間の在留期間が終了した者に対しては、3 ヶ月間の C-3 ビザ（旅行ビザ）
を発行している。 
14 円とウォンの為替レートは、現在約１円＝11 ウォン前後である。 
15 ヒアリングは、2013 年 9 月 7 日の午前 11 時 10 分から 30 分間、延吉市瑞源大厦 C 座 3 階の維也娜
COFFEE という喫茶店で実施した。 
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国へ出稼ぎに行った。H-2 ビザで渡航した B 氏は、昼は建設現場で働き、夜はアルバ
イトをしながら、年平均 1500 万ウォンを稼いだ。B 氏は、稼いだ外貨を半年或いは 1
年に 1 回家族に地下銀行を利用して送金した。送られたお金は、妻の薬代と生活費に
20%くらい使用されていたほか、残りの 80%は貯金し、家の購入資金にした。5 年間
一生懸命に稼いでようやく 1 軒のマンションを購入し、今は妻の健康も徐々に回復し
ている。B 氏は一安心していた。 
現在 2 人の息子は、すでに大学を卒業して働いているため、教育費の支出はないと
いう。しかし、最近 B 氏には悩みがある。2 人の息子が結婚準備を急いでいるからで
ある。中国では、結婚する男性に住宅購入が求められる場合が多く、また結婚相手の
両親に一定の礼金を渡さなければならない。車まで要求する場合も多い。2 人の息子
は、社会に進出したばかりで、現在の職業は安定したものでもない。B 氏は、親とし
て息子にできるだけ満足した結婚をさせたいと思っている。在留期間終了で帰国した
B 氏は、C-3 ビザで再び韓国への出稼ぎを急いでいる。体はすでに疲れているけど、2
人の息子のことを考えると、ゆっくり休むことはできず、動けるうちに少しでも稼ぎ
たいと話す。 
B 氏は笑いながら言った。「私達出稼ぎ労働者は、韓国で 3K 産業でしか働けないた
め、一生懸命に働いてお金を稼いでも、帰国した後にそのお金で株などいわゆる投資
はできない。その投資に対する情報や知識、技術を身につけてないからだ。唯一でき
るのは住宅購入だ。本音をいうと、韓国で働きながら精神的にも肉体的にもつらい思
いをいっぱいした。そのため、多少の貯金と住宅を 1 軒購入できれば帰国して妻とゆ
っくり生活したかった。しかし、息子のことを考えると、まだ頑張らなければならな
い気持ちでいっぱいだ16。」 
 
ケース 3：C 氏（男性、54 歳）は、延吉市の生まれで、妻と娘の 3 人家族である。
高校を卒業したのち、C 氏は○○事業単位に勤務していた。しかし、1998 年に辞職し、
韓国へ出稼ぎに行った。今年で 15 年目になる。1998 年当時、C 氏は出稼ぎ斡旋ブロ
ーカーに 8 万元の仲介料を払い、韓国へ渡航した。C 氏は、9 年間建設現場で働き、
年平均 1300 万ウォンを稼いだ。C 氏は、稼いだ外貨を 2 年に 1 回送金するか或いは
                                                  
16 ヒアリングは、2013 年 9 月 7 日の午後 4 時から 30 分間、延辺大学文化城 5 階の可可黒咖啡という
喫茶店で実施した。 
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帰国する時に持参していた。C 氏の場合、本国に送られたお金の 70%は一時的に貯金
して住宅購入に使用し、20%は娘の教育費に、残りの 10%は家族の生活費に使用して
いたと言う。9 年間稼いで、C 氏は住宅を 2 軒購入し、車も 1 台購入した。 
2007 年に帰国した C 氏は、友人が担当している延吉市○○建設現場で砂売買を仲
介する仕事をしていたが、収入は期待より少なかった。それで、C 氏は 2008 年に H-2
ビザを申請して再び韓国へ出稼ぎに行った。前回と同じく建設現場で 3 年間働き、年
平均 1800 万ウォンを稼いだ。しかし、今回は滞在中の 3 年間 1 回も送金を行ってい
ない。今回帰国する当日、C 氏はリュックサックに現金 5200 万ウォンを入れて出国
手続きを行ったが、セキュリティー審査で多額の現金所持が問題となり、1 時間 30 分
に及ぶ取り調べを受けたと言う。C 氏は、警察官に持参した本人名義の通帳を渡し、
稼いたお金の経緯を説明した。警察官は C 氏の勤務先に連絡し、事情を聴取した後、
出国が許可されたと話す。 
今回、C 氏は韓国から持参した外貨を全額住宅購入に充てた。1 回目の出稼ぎで稼
いだ外貨は、子どもの教育費を除いても、住宅を 2 軒も購入できた。しかし今回は、
娘がすでに独立していて教育費が掛らないにもかかわらず、住宅価格が大幅に上昇し
たため、マンション 1 軒の購入がぎりぎりであったと言う17。 
 
ケース 4：D 氏（男性、57 歳）は和龍市出身で、妻、娘、息子の 4 人家族である。
和龍市で農業を営んでいた D 氏は 2000 年に友人の紹介でロシアへ出稼ぎにいった。
しかし、ロシアでの仕事はうまく行かず、3 年後には帰国便の運賃もなく、家族に購
入してもらった。2007 年に D 氏は H-2 ビザを申請し、韓国へ渡航した。D 氏は、ソ
ウル郊外の○○人参栽培農園で働き、年平均 1000 万ウォンを稼いだ。D 氏は 1 年に 1
回本国の家族に送金した。現在、妻は和龍市の実家で一人暮らしをしており、娘は上
海のある動画製作会社で働いている。息子は青島市のある会社で食堂の食材購入を担
当している。 
D 氏からの送金は、妻の生活費に 10%以下を使用している他、残りは住宅を購入す
るために貯金していた。しかし、3 年前に息子が青島市で事故を起こし、D 氏が韓国
で 3 年間出稼いで住宅購入を計画していたお金は事故の賠償金として使われた。農民
                                                  
17 ヒアリングは、2013 年 9 月 8 日の午後 2 時から 40 分間、延吉市人民路の肯徳基ハンバーグチェン店
で実施した。 
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出身の D 氏にとって韓国で 3 年間稼いだお金は大金ではあったが、自分の息子が他人
に傷害を与えたので、親として責任を取らなければならないと思った。今回、在留期
間終了で帰国している D 氏は、「これだけ苦労して稼いでもまだ住宅 1 軒も購入でき
てない。3 ヶ月ずつでもよい。子ども達が完全に独立していないし、妻の健康もよく
ない。この家で唯一稼げるのは僕だけだ。動けるうちに少しでも稼ぎたい」と言った。
現在、D 氏は C-3 ビザを申請中である18。 
 
ケース 5：E 氏（男性、54 歳）は、延吉市出身である。延吉市○○銀行職員だった
E 氏は 2008 年に辞職した。年間 250 万元以上の貯金誘致が義務づけられていた過度
なノルマがその理由だった。250 万元に達しない職員は、本人の給料から足りない金
額の何%が引かれるシステムになっていたという。E 氏は、営業実績がうまく伸びず、
悩む毎日であった。E 氏は、韓国への出稼ぎを選んだ。家族は、妻と娘がいる。妻は
専業主婦で、娘は当時大学に進学したばかりであった。E 氏は韓国へ渡航した後、船
に乗って漁師の仕事をしていた。危ない仕事ではあったが、給料は高く、年平均 1600
万ウォンを稼いだ。E 氏は、稼いだ外貨を半年に 1 回地下銀行を通じて本国に送金し
ていた。送金の 10%は妻の生活費に、20%は娘の教育費に、残りの 70%は住宅を購入
するために貯金していた。 
現在、E 氏はマンション 1 軒を購入しており、車も 1 台所有している。娘は、大学
を卒業した後にすぐ結婚して家庭を持っている。E 氏は、「今からは楽に生活したい。
今度、韓国へ渡航したら船には乗りたくない。その仕事に就きながら何回も命の大事
さを感じだからだ。給料が少なくても、安全な仕事をしたい」と語った19。 
 
ケース 6：F 氏（女性、57 歳）は、延吉市出身である。1993 年に F 氏は夫と 2 人
でロシアへ出稼ぎに行き、10 年間ロシアに滞在した。そして、2003 年に 2 人とも帰
国した。帰国した後、F 氏は稼いだお金で延吉市の高級マンションを 1 軒購入し、ま
た延吉市の郊外で魚の養殖場を経営し始めた。営業を始めてしばらくは景気がよく、
収入も多かったが、3 年後の 2006 年からは赤字に転落した。F 氏は魚の養殖場運営を
                                                  
18 ヒアリングは、2013 年 9 月 9 日の午前 10 時 30 分から 40 分間、延吉市河南街林海路 50－1 の保健
牛肉館で実施した。 
19 ヒアリングは、2013 年 9 月 9 日の午前 11 時 30 分から 30 分間、延吉市河南街林海路 50－1 の保健
牛肉館で実施した。 
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親戚に委託し、夫と 2 人でアメリカへの不法入国手続きを行った。ブローカーには夫
婦 2 人分の手数料として合計 60 万元を渡し、メキシコ国境からアメリカへの密入国を
計画した。しかし、F 氏夫婦はメキシコの国境地域で警察に捕まれ、中国に強制送還
された。養殖場の経営も日々厳しく、結局倒産した。 
F 氏は、中国でいくら働いても大金を手に入れることは難しいと判断し、2008 年に
夫婦共に H-2 ビザを申請し、韓国に渡航した。F 氏は韓国で家政婦として働きながら、
年平均 1300 万ウォンを稼いだ。F 氏の夫は建設現場で働き、年平均 1400 万ウォンを
稼いだ。F 氏夫婦は韓国で 5 年間稼いだ外貨を、70%はマンション購入に、10%は車
購入に、残りの 20%は万が一の場合に備えて貯金した。娘はすでに結婚しているため、
子どもの教育費に対する支出はない。 
現在、F 氏夫婦は延吉市にマンション 3 軒を所有しているが、1 つは夫婦が生活し
ており、1 つは娘が使用し、もう一つは賃貸ししている。F 氏は、「もう 1 回事業をお
こして見たかったが、夫に止められた。前のつらい経験もあるし、年も年なので、楽
な生活をしたい」と語る20。 
 
ケース 7：G 氏（女性、55 歳）は延吉市で生まれ、夫と息子の 3 人家族である。G
氏は 1996 年に韓国へ出稼ぎに行った。当時、G 氏はブローカーに 10 万元の仲介料を
払った。G 氏はソウル市で家政婦として働き、年平均 1300 万ウォンを稼いだ。G 氏
は、毎月 1 回或いは半年に 1 回家族に送金を行った。当時、夫は安定した職業に就い
てなく、収入も少なかった。また、息子は中学生で、親戚の家に預けた。G 氏の送金
は、50%は住宅購入のための資金として銀行に貯金し、30%は子どもの教育費に、20%
は家族の生活費に費やした。2008 年に G 氏は帰国し、1 年間休養した。健康を取り戻
した後、延吉市で仕事を探してみたが、いい就職先が見つからず、○○レストランで
厨房の仕事に 3 カ月間働いた。2010 年 3 月に G 氏は H-2 ビザで再び韓国へ出稼ぎに
行った。G 氏は 3 年間送金をせず、今回帰国した時に持参した。息子はすでに大学を
卒業して就職しているため、教育費は必要なかった。現在、G 氏は住宅を 2 軒購入し、
車を 1 台所有している21。 
                                                  
20 ヒアリングは、2013 年 9 月 11 日の午前 10 時 40 分から 30 分間、延吉市広州大厦東側の興豆飯店で
実施した。 
21 ヒアリングは、2013 年 9 月 11 日の午前 11 時 40 分から 30 分間、延吉市広州大厦東側の興豆飯店で
実施した。 
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ケース 8：H 氏（男性、56 歳）は、延吉市で生まれ、高校を卒業した後、延吉市○
○事業単位の総務課で電気修理を担当していた。仕事は安定的で給料も高かった。10
年前、H 氏は妻と離婚した。その後、妻は韓国人男性と結婚して韓国国籍を取り、娘
を家族ビザで韓国へ連れて行った。H 氏は、延吉市で高齢のお母さんと生活していた。
2008 年に今度は H 氏が娘の家族ビザによって韓国へ呼ばれた。H 氏は、韓国で稼い
でみたいと思って、元の職場を内退職22した。内退職をすると、年金が受給できると
同時に、他の仕事に就くこともできる。韓国へ渡航した後、H 氏は建設現場で働き、
年平均 1200 万ウォンを稼いだ。2 年後、電気修理の技術を身につけた H 氏は、ソウ
ル郊外の○○ゴミ処理場でゴミ処理機の作動をコントロールする仕事に就いた。建設
現場とは比べられないほど楽な仕事で、収入も少なくない。ただし、職場がソウル都
心部からバスで 2 時間以上もかかる郊外に位置していたため、友人との交流は少なく、
寂しい思いをしたと言う。 
H 氏は、稼いだ外貨を 1 回も送金していない。H 氏は、韓国で稼いだ外貨の 80%を
住宅購入に充て、20%は貯金している。本国のお母さんは H 氏の退職金で十分生活で
きるからである。 
H 氏は、中秋節休み（韓国では秋夕）で一時帰国していた。H 氏は言った。「韓国で
の生活はつらいけど、頑張れば収入は大きくなる。私達出稼ぎ労働者は、韓国で少な
くとも 1 ヶ月平均 5 千元は稼げる。1 万元まで稼げる者もいるが、それはほんのわず
かである。月 5 千元稼いでも中国での収入よりははるかに高い。韓国で 5 年頑張れば
かなりのお金になる。しかし、帰国した後、そのお金で事業をおこすには資金不足で
あり、またその事業に対する情報も、技術も、ノウハウもない。唯一考えられるのは
住宅購入だ。そのため、私達出稼ぎ労働者にとって、住宅購入は韓国でどれだけ稼い
だかの基準になる。周りの知り合いとの飲み会で、最初に聞かれる質問は住宅を何軒
購入できたかである23。」 
 
ケース 9：I 氏（女性、57 歳）は延吉市の出身である。現在姑、夫と 3 人で生活し
                                                  
22 内退職とは、日本で言う早期退職の一種類である。 
23 ヒアリングは、2013 年 9 月 12 日の午前 11 時から 30 分間、延吉市時代広場凱尓瑪大厦 4 階の普林
斯咖啡という喫茶店で実施した。 
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ている。1 人娘はシンガポールに留学中である。延吉市○○事業単位で就職していた I
氏は 1997 年に職場を離れて日本へ出稼ぎに行った。I 氏は日本で 9 年滞在しながら在
日韓国人が経営しているレストランで 4 年間働いた。日本語がある程度習得できた 5
年目からは日本人と一緒に食堂を経営し、相当な収入を得た。日本滞在中、I 氏は家族
に 1 年に 1 回送金していた。送られたお金は、家族の生活費には 10%以下、当時高校
生だった娘の教育費には 20%位を使用し、残りは住宅購入を計画して貯金していた。
9 年間、I 氏が日本で稼いだ外貨は約 150 万元にのぼる。日本から帰国したのち、I 氏
は高級マンションを 1 軒購入し、テナントも 1 軒購入して現在も賃貸中である。夫に
は車を買ってあげた。また、大学を卒業した娘にはブローカーに仲介料を払い、シン
ガポールへ留学させた。また I 氏は韓国への H-2 ビザを申請した。2008 年に I 氏は韓
国へ渡航し、ソウル市の○○韓国料理屋で働いた。年平均収入は 1300 万ウォンであ
った。I 氏は、韓国で稼いだ外貨を 1 年に 1 回本国に送金した。送金は、家族の生活
費に 10%以下、留学中の娘には 20%程度、残りは貯金した。現在、I 氏はテナントを
もう 1 軒購入しようと考えている。I 氏は、将来大きな変動がなければ、テナントの
家賃収入で十分生活できると思っている24。 
 
 
（2）ヒアリング調査の分析 
表 5－3 はヒアリング調査で明らかになった労働者送金の使途を纏めたものである。
調査対象 9 人のうち男性は 6 人、女性は 3 人である。年齢は 9 人とも 50 代である。 
渡航期間を見ると、5 年以下は 7 人、11 年以上は 2 人で、それぞれ全体の 77.8 %、
22.2%を占めている。また、男性の場合、5 年以下は 5 人、11 年以上は 1 人で、それ
ぞれ 83.3%と 16.7%を占めている。女性の場合、5 年以下は 2 人、11 年以上は 1 人で、
それぞれ 66.7%、33.3%を占めている。 
年平均収入は、1100 万ウォン～1500 万ウォンは 7 人、1600 万ウォン以上は 2 人で
ある。男性の場合、1100 万ウォン~1500 万ウォンは 4 人で、66.7%を占めている。女
性の場合、1100 万ウォン～1500 万ウォンは 3 人である。 
                                                  
24 ヒアリングは、2013 年 9 月 13 日の午後 4 時から 30 分間、延吉市銀浦東側の卡濃咖啡という喫茶店
で実施した。 
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労働者送金の使途については、消費・投資25に分け、さらに消費に関しては住宅購
入・生活費・子どもの教育費に分けた。住宅購入の場合、1 人は送金の 31%~60%を住
宅購入に充て、8 人は送金の 61%以上を住宅購入に費やした。占める割合はそれぞれ
11.1%と 88.9%である。男性の場合、1 人が送金の 31%～60%を、5 人は送金の 61%
以上を住宅購入に使用し、それぞれ 16.7%、83.3%に達する。女性の場合、3 人とも送
金の 61%以上を住宅購入に使用した。 
生活費に関しては、7 人が送金の 10%以下を、2 人が送金の 11%~30%を生活費に使
用しており、それぞれ 77.8%と 22.2%を占めている。男性の場合は 5 人が送金の 10%
以下を、1 人が送金の 11%~30%を使用し、それぞれ 83.3%、16.7%を占めている。女
性の場合は2人が送金の10%以下を、1人が送金の11%～30%を生活費に充てていた。 
子どもの教育費に関しては、9 人のうち男性は 1 人、女性は 2 人が送金の 11%~30%
を使用した。投資に関しては、わずか女性 1 人が送金の 11%～30%を投資に回してお
り、占めるシェアは 11.1%である。 
今回のヒアリング調査から明らかになったことは、延辺州への労働者送金の最大の
使途が住宅購入であったことである。特に、クライアントの 88.9%が送金の 61%以上
を住宅購入に費やしていた。延辺州の不動産市場が急ピーチで成長できたことを裏付
ける。 
一方、投資に使用された送金は殆どない。つまり、延辺州への労働者送金は生産的
投資より、大いには非生産的投資に回された。特に、不動産市場に投資が集中し、1990
年代半ば以降、延辺州は１人当たり GDP が吉林省の中で下位に位置しているにもか
かわらず、延辺州の不動産価格は高騰し、人々の購買力を大幅に上回っている状況が
現れている。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
25 本章において定期預金は投資項目に含まれる。 
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表 5－3 延辺州への労働者送金の使途に関するヒアリング調査 
 合   計 男   性 女   性 
 ％  ％  ％ 
調査人数 9 100.0 6 100.0 3 100.0
年齢
 
20 歳～40 歳  
9 
 
100.0
 
6 
 
100.0
 
3 
 
100.041 歳～60 歳 
渡航期間
 
5 年以下 7 
 
2 
77.8 
 
22.2 
5 
 
1 
83.3
 
16.7
2 
 
1 
66.7 
 
33.3 
6 年～10 年 
11 年以上 
年平均収入
1000 万ウォン以下  
7 
2 
 
77.8 
22.2 
 
4 
2 
 
66.7
33.3
 
3 
 
 
100.01100～1500 万ウォン 
1600 万ウォン以上 
送金の使途
 
 
消
費 
住宅購入
 
10%以下  
 
1 
8 
 
 
11.1 
88.9 
 
 
1 
5 
 
 
16.7
83.3
 
 
 
3 
 
  
 
100.0
11%～30%
31%～60%
61%以上 
生活費
 
10%以下 7 
2 
77.8 
22.2 
5 
1 
 
83.3
16.7
2 
1 
66.7 
33.3 11%~30% 
31%～60%
61%以上 
子供の
 
教育費
 
10%以下  
3 
 
33.3 
 
1 
 
16.7 
 
 
2 
 
 
66.7 11%~30% 
31%～60%
61%以上 
投
資 
株・事業おこし・定期貯蓄
 
10%以下  
1 
 
 
11.1 
 
 
 
 
 
 
1 
 
33.3 11%~30% 
31%～60%
61%以上 
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出所：延辺朝鮮族自治州に対するヒアリング調査。 
 
 
 すなわち、今回のヒアリング調査に基づいて、図 5－2 が示している延辺州への労働
者送金の使途を平均して見ると、約 70%は住宅購入に使用されており、約 20%は子ど
もの教育費に、残りの約 10%は生活費に充てていたことをうかがわせる。 
 
 
 
出所：延辺朝鮮族自治州に対するヒアリング調査に基づいて作成。 
 
 
（３）地域経済における労働者送金の影響 
延辺州は 1998 年以降巨額の労働者送金を受け取っている。しかし、今回のヒアリ
ング調査から明らかになったように、延辺州への労働者送金はその多くが非生産的投
資に回されることによって、高い１人当たり貯蓄額と共に、不動産価格の高騰の原因
でもあった。他方、延辺州は出稼ぎ労働者の年々増加によって、朝鮮族の人口減少は
著しく、今はもはや朝鮮族自治州とも言えないほど朝鮮族居住者が少なくなっている
70％
20％
10％
図5－2 延辺州への労働者送金の使途
住宅購入
子どもの教育費
生活費
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26。人口減少や不動産の価格高騰、1 人当たり貯蓄額の高まりは消費拡大を阻み、有効
需要の拡大にマイナス影響を与えることになる。 
なお、1 人当たり貯蓄額の高まりを招くもう一つの原因は教育・医療・居住の市場
化が進み、費用が高騰する一方で、社会保障制度の整備が進んでいないため、人々は
将来のために消費ではなく貯蓄を選択していることが考えられる27。有効需要を拡大
するためには、生産的投資の拡大や固定生産要素を増やすなど社会資本の十分な蓄積
が必要である。しかし、延辺州への労働者送金はこういった生産的投資より、むしろ
非生産的投資に多く回され、不動産の価格高騰と 1 人当たり貯蓄残高の高まりを生み
出したのである。また、不動産の価格高騰は一般消費者の購買力をはるかに超えてい
るため、多くの人々は無理をして高い金利の住宅ローンを組んでおり、返済に苦しん
でいる。住宅ローンの過重な負担はさらに消費拡大を抑制する。かつ、過剰な貯蓄は
長期的不況につながるだけに、大幅な貯蓄超過は地域経済活性化のマイナス要因と言
える。 
 図 5－3 は延辺州と吉林省の消費性向（可処分所得に占める消費支出の比例）を比較
したものである。図 5－2 を見ると、1990 年～2010 年まで延辺州と吉林省の消費性向
は一貫して低下傾向を辿っている。延辺州の場合、1990 年~1994 年までは吉林省の平
均を多少上回っていたが、1995 年以降は吉林省の平均を下回り、特に 1998 年～2003
年までは急減し、吉林省の平均を大幅に下回っている。特に、1998 年～2003 年まで
延辺州は吉林省の平均に比べ、消費性向の低下が著しい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
26 2010 年に延辺州の総人口は 217.9 万人である。そのうち、朝鮮族は 36.6%、漢族は 60.0%、その他
が 3.4%を占めている。延辺朝鮮族自治州統計局（2011）、『延辺統計年鑑』、p.61。 
27 劉魏（2013）、p.87。 
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図 5－3 延辺州と吉林省の消費性向比較 
 
出所：延辺朝鮮族自治州統計局『延辺統計年鑑』各年版、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊。 
 
 
5 おわりに 
 延辺州の状況について、延辺州統計局に勤める朴○○氏に話を聞いた。朴氏は、次
のように述べる。延辺州は朝鮮族自治州なのに、海外移住者の増加により、朝鮮族は
全州人口の 30%台しかいない。他方、延辺州の労働者送金は、吉林省の各地域の中で
第 1 位を占め、全国的にも高い水準である。しかし労働者送金によって 1990 年代後
半から延吉市ではマイホーム（購房熱）ブームが起き始め、現在も続いている。延吉
市のサラリーマンの１ヶ月平均収入は約 3000 元であることに対し、1 ㎡当たり住宅価
格は 5000 元に達している。延吉市の住宅価格は明らかにサラリーマンの購買力をは
るかに超えている。延辺州における課題は、韓国企業などからの資金誘致に努めるよ
り、労働者送金によってだぶついている大量の民間資本を企業の生産的投資に回し、
地域経済を活性化させることである28。 
                                                  
28 延辺州統計局に勤める朴○○氏に対するヒアリングは、2012年 10月 16日に電話を通じて行われた。 
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 以上の議論から本章は次のように纏められる。1998 年から延辺州は巨額の労働者送
金を受け取っている。ところで、延辺州への労働者送金はその多くがマンション購入
に流され、その結果、延辺州には貯蓄残高の高まりや不動産市場の異常な成長という
現象が現れた。労働者送金による地域経済に対するこのような影響は、他の地域や国
では例がなく、延辺州の特徴であるといえる。 
なお、本章においては、公的チャンネルを通じた送金額のみを取り上げたが、地下銀行
等を利用する送金も分析する必要がある。これら残された課題については次の研究に期し
たい。 
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第 6 章 延辺朝鮮族自治州における外資誘致の変化 
 
 
１ はじめに 
最近、琿春国際経済モデル区は空前の投資ラッシュを迎えている。吉林省政府の関
係者は広範な空き地である同モデル区を視察しながら、「今は空き地ですが、もうすぐ
一変するでしょう」と述べた1。すなわち、1992 年に国際経済モデル区として指定さ
れてから 20 年間大きな動きを見せなかった同モデル区は、今再び世間の注目を浴びる
ようになった。 
詳しくは、第 2 節で述べることにするが、延辺州は 1992 年に琿春国際経済モデル
区を開発開放することをきっかけに、経済の対外開放時代を迎えており、延辺州にお
ける外資誘致も急速に拡大してきた。同州の外資誘致は 1989 年の 101 万ドル（実行
ベース額）をはじめに、1992 年までは緩やかな増加を見せていたが、1993 年から急
増して 3,011 万ドル（実行ベース額）となり、1995 年には 7,831 万ドルに拡大された。
ピークを迎えた 1996 年には実行ベース額が 1 億 3,000 万ドルまで上がっていた。な
お、外資系企業の 70%以上が韓国系企業である。しかし、1997 年以降、アジア通貨危
機の影響を受け、延辺州に進出していた多くの韓国系企業は撤退を余儀なくされ、延
辺州の外資系企業は急減した。その結果、2000 年の実行ベース額は 2,875 万ドルとな
り、1993 年の水準に落ち込んだ。2001 年以降、延辺州の外資誘致は穏やかな増加を
見せ、2007 には 6,603 万ドルで、1994 年の水準に戻った。2010 年には 7,500 万ドル
に増加しているが、これは 1996 年の半分に過ぎない。このように、2000 年以降延辺
州の外資誘致は急増が見られず、緩やかな増加が特徴である。 
ところが、第 1 章で述べたように、1990 年代半ば以降延辺州の一人当たり GDP は
吉林省平均を下回り、地域の経済発展は低迷状態が続いている。また、延辺州の工業
成長率を見ると、一貫して吉林省平均を下回っている。つまり、延辺州への外資誘致
は地域経済に対する波及効果が大きいとは言えない。延辺州への外資誘致はどのよう
な特徴を持っているのか。 
                                                  
1 NEWSDONGA、「北－中－ロ 躍進 橋頭堡 図們江地域に行く <中>20 年 目が覚めた特区…中琿春」、
2012 年 9 月 7 日。 
(http://news.donga.com/3/all/20120907/49187738/1－2013 年 4 月 20 日アクセス) 
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まず、延辺州の外資誘致に関する先行研究は以下の 3 つが挙げられる。 
金（2011）は、「延辺州は国境を接している地理的優位性を活かして琿春国際経済モ
デル区の開発を進めることによって外資系企業を誘致し、地域の経済発展を促進して
いく」と述べている2。また、松野ら（2004）は、「延辺州の経済発展は、図們江下流
の開発に密接に関わっているため、同州の経済発展を支える琿春国際経済モデル区に
おける外資の一層の導入が重要である」と把握している3。上述の研究では、延辺州は
琿春国際経済モデル区の開発開放を進めることによって外資誘致の一層の導入が実現
され、同州の経済発展に与えるプラス効果が大きいという議論である4。 
これに対し、李（2004）は「延辺州は外資誘致による技術移転効果は殆ど見られず、
さらに FDI は経済成長に対して貢献度を持たない」と指摘している5。李氏は、実証
研究として Aitken 及び Harrison モデルと Irene Bertschek モデルを用いり、延辺州
と青島市を比較し、外資誘致による地場産業への技術移転効果を分析した。青島市と
延辺州を比較した理由は不明であるが、青島市の外資系企業は主に付加価値の高い工
業・技術集約型産業に集中している一方、延辺州の外資系企業は主に付加価値の低い
資源・労働集約型産業に集中している違いを明らかにした。また両者の外資誘致によ
る技術移転効果の結果は、青島市は外資誘致による技術移転効果が高いことに対し、
延辺州は外資誘致による技術移転効果が殆ど見られず、さらに FDI は地域の GDP 成
長に対して貢献度を持たないことを指摘した。 
このように、延辺州への外資誘致が地域経済に与える波及効果に関しては、その効
果を否定する研究も、その効果を肯定する研究も両方存在する。 
ところが、1992 年に琿春国際経済モデル区が発足した時に比べると、延辺州の経済
発展は当初の期待より楽観的ではない。つまり、繰り返しになるが、1990 年代半ば以
降延辺州の一人当たり GDP は低迷し始め、2010 年には吉林省 9 つ市の中で下位に位
置しており、延辺州の工業成長率は一貫して吉林省平均を下回っている。 
結論を先取りすることになるが、延辺州は外資誘致による地域経済への波及効果が
決して大きいとは言えない。その原因は、延辺州に進出している外資系企業は主に紡
                                                  
2 金香海（2011）、p.80。 
3 松野周治・汪正仁・裴光雄（2004）、p.121。 
4 これ以外にも、延辺大学経済管理学院で教授を務めている金向東（2005）も取り上げられる。金氏は、
「延辺州は図們江地域の中心地に立地している立地条件を活かし、外資利用面で大きな前進を見せてい
る。その経済的効果は大きい」（同上、p.104）と強調している。 
5 李鍾林（2004）、p.44。 
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績、服装など付加価値の低い資源・労働集約型産業に集中し、生産に必要とする原材
料、中間財、資本設備は外国から輸入するケースが多い。 
本論に入って、この問題をより詳しく議論するために、次節においては延辺州と北
朝鮮・韓国との貿易・投資状況を把握する。第 3 節では、技術移転、資本移動、労働
力移動などの視点から延辺州への外資誘致の波及効果を追究し、外資誘致がもたらす
限界を、ベーシック理論に基づいて議論する。そして第 4 節においては、琿春国際経
済モデル区の開発現状を検討する。最後は、本章の議論をまとめる。 
 
 
2 延辺州と北朝鮮そして韓国の貿易・投資状況  
（1） 北朝鮮・韓国の貿易状況 
延辺州の対外貿易額をみると、1990 年には 0.6 億ドルであったが、1991 年には 1.45
億ドルに増加し、1993 年には 4.68 億ドルとしてピークを迎えた。その後、1995 年か
ら 1998 年には貿易が沈滞した。1999 年に再び活気を取り戻し、2001 年から 2008 年
まで増加傾向が続いた。2009 年は世界金融危機の影響を受け、多少減少傾向を見せて
いたが、2010 年には再び回復している。延辺州の輸出入品は、主に農産品、木材、紡
績、食品など資源・労働集約型産業に集中し、貿易収支は全般的に黒字である。 
その背景には、中国は 1978 年に改革開放政策を実施したものの、それが本格的に
軌道に乗ったのは 1990 年代に入ってからのことになる。したがって 1990 年代初期、
中国国内において大量の鉄鋼・セメント等の生産原料の需要が増え、中国は延辺州の
立地条件を生かして北朝鮮、ロシアを通じて鉄鋼・セメントなどを輸入する必要性が
増していた。しかし、1995 年に中国政府は緊縮経済政策を実施したため、国内公共投
資が減少し、したがって北朝鮮・ロシアとの国境貿易も急減した。1996 年は外資誘致、
インフラ投資増加により、貿易額も回復に向きあいつつあったが、1997 年にはアジア
経済危機の影響を受けて国境貿易は再び低迷状態に陥った。そして、1999 年からの貿
易活動は緩やかに増加傾向を見せている。 
表6－1は、延辺州と北朝鮮・韓国の貿易推移を示している。延辺州の対北朝鮮貿易額
は1990年代半ばまで高いシェアを占めていた。特に、1993年延辺州の対北朝鮮貿易額
は307.32百万ドルに達し、延辺州貿易額の65.71%を占めていた。これは、同年中国の
対北朝鮮貿易額609.12百万ドルの50%に相当する。1996年以降、延辺州の対北朝鮮貿
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易額は急減し、1997には15.53%まで減った。そして、2001年以降は緩やかな上昇を見
せている。 
一方、延辺州の対韓国貿易額は1995年から急速な上昇傾向を見せ、1996年には96.10
百万ドルで、延辺州貿易額の約40%を占めていた。しかし、1997年にはアジア金融危
機の影響を受けて韓国経済は停滞し、貿易活動は消極的になった。その後、延辺州の対
韓国貿易は一貫して減少傾向を辿っており、2010年には延辺州の対韓国貿易は同州貿
易全体の約12%に留まっている。 
 1990年代初期、延辺州の対韓国輸出品目は、漢方、ホウレンソウなど同州の特産品
に限られていたが、1990年代半ばから延辺州における外資系企業の投資件数が増えて
行くにつれて、外資系企業が生産した紡績品、衣類、木材などの輸出が徐々に増加して
きた。一方、延辺州の対韓国輸入品は、外資系企業が生産のために必要とする原材料、
各種機械、化工原料等が主なシェアを占めている。 
北朝鮮・韓国を除けば、延辺州のもう一つ大きな貿易相手国はロシアがある。1990
年代以降、延辺州の対ロシア貿易は高いシェアを占めている。元々重工業を経済発展戦
略としていたロシアは、1990年代初期ソ連の崩壊により、大量の鋼鉄、セメントが国
内の不景気によって在庫が増え、さらに深刻な食糧、砂糖など消費財が不足する問題に
直面した。この状況は延辺州の対ロシア貿易の急増につながっていた。しかし、1995
年以降ロシア国内の経済は徐々に回復し、内需が急増したため、延辺州との貿易活動は
一時期低迷した。2003年以降、延辺州の対ロシア貿易は再び急速に拡大した。その背
景には、琿春国際経済モデル区において、2000年は「琿春輸出加工区」、2001年は「琿
春中ロ互市貿易区」が設置され、延辺州の対ロシア経済交流を一層推進し、両者の貿易
活動も活発的に行われるようになった。2010年、延辺州の対ロシア貿易額は986.78百
万ドルで、全体の約70%を占めている。 
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表6－1 延辺州と北朝鮮・韓国の貿易推移 
（単位：百万ドル、%） 
 延 辺 州 北 朝 鮮 韓 国 そ の 他 
貿易額 輸出額 輸入額 貿易額 ％ 貿易額 ％ 貿易額 ％ 
91 145.59 88.32 57.27 74.54 51.20 4.08 2.80 66.97 46.0 
93 467.70 230.39 237.31 307.32 65.71 6.27 1.34 154.11 32.95
95 154.53 100.69 53.84 54.23 35.09 59.09 38.23 41.21 26.68
97 227.57 123.44 104.13 35.35 15.53 74.37 32.68 117.85 51.79
99 278.75 153.41 125.34 45.64 16.37 74.04 26.56 159.07 57.07
01 307.23 188.98 118.25 68.33 22.24 91.03 29.63 147.87 48.13
03 408.48 281.52 126.96 117.67 28.82 116.07 28.42 174.74 42.76
05 720.14 506.54 213.60 262.13 38.62 123.49 18.61 334.52 42.77
07 1447.23 1199.79 247.44 246.79 17.05 129.69 8.96 1070.75 73.99
09 1348.30 1089.70 258.60 239.58 29.55 132.96 15.56 975.76 54.89
10 1552.56 1269.63 282.93 NA NA 183.06 11.79 1369.50 88.21
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』各年版。  
  
 
（2） 北朝鮮・韓国の投資状況 
2010年まで、延辺州の外資系企業の投資件数は634件で、契約ベース額は1045.52億
ドル、実行ベース額は859.10億ドルである。分野別に見ると、紡績、食品、木材など製
造業が460件、ホテル、レストランなどサービス業が64件、不動産関連サービス業は63
件、農林牧漁業が36件、その他が11件となっており、占める割合はそれぞれ72.56%、
10.09%、9.94%、5.68%、1.74%である。 
うち、延辺州の最大投資国は韓国である。2010年まで、韓国系企業は延辺州外資全
体の中で、投資件数、契約ベース額、実行ベース額がそれぞれ72.08%、52.19%、59.65%
を占めている。しかし、韓国系企業の特徴は投資規模が小さく、主に製造業に集中して
いる。 
韓国系企業が延辺州に進出するメリットとして、一つは韓国の賃金上昇と延辺州とい
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う立地条件である。延辺州の労働力質の高さ、労働賃金の安さ、言語の便利さにより、
韓国投資家にとってはアクセスしやすい。二つは、図們江地域経済開発構想が、兼ねて
からの基本方針である南北交流拡大に合致するだけでなく、北朝鮮の対外開放を大きく
促進することが期待できる。三つは、北朝鮮地域内での特区事業であれば、経済的にも
採算を取ることが可能になる。四つは、北朝鮮の経済力浮揚を支援すべきとの認識であ
る。五つは、多国間の協力事業という形を取っているため、韓国は北朝鮮の対外開放策
の推進に協力しやすい観点である6。 
 他方、延辺州に進出している北朝鮮系企業はその数が非常に限られており、外資系企
業全体の2%にも満たない。延辺州に進出している北朝鮮系企業は殆どが飲食業に集中
している。なお、琿春市には延辺州の外資系企業全体の70%弱が立地している。琿春国
際経済モデル区の開発開放による影響が強いことがうかがわれる。 
ところで、外資誘致は延辺州の経済発展にどのようなインパクトを与えているのか。
次節では、資本移動、技術移転、労働力移動などの視点から延辺州への外資誘致の波及
効果を検討する。 
 
表6－2 延辺州の外資誘致推移 
（単位：件、百万ドル） 
 企業件数 ％ 契約ベース ％ 実効ベース ％ 
合計 634 100 1045.52 100 859.10 100 
韓国 457 72.08 545.63 52.19 512.47 59.65 
日本 38 5.99 83.15 7.95 75.20 8.75 
香港 36 5.68 227.11 21.72 145.69 16.96 
台湾 10 1.58 27.37 2.62 23.59 2.75 
米国 41 6.47 51.29 4.91 41.61 4.84 
北朝鮮 12 1.89 2.78 0.27 3.21 0.37 
その他 40 6.31 108.19 10.34 57.33 6.68 
注：1990年－2010年までの延べ推移。 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011年。  
                                                  
6 金向東（2005）、p.112。 
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3 外資誘致の波及効果と限界 
（1） 外資誘致の波及効果 
先進地域から低開発地域への外資誘致は必然的に資本移動、技術移転、労働力移動を
伴う。延辺州の場合、外資誘致は地域経済に波及効果をもたらしているのか。本節では、
延辺州に進出している外資系企業の波及効果について、資本移動、技術移転、労働力移
動といった視点から分析する。 
 まず、資本移動効果の視点から分析する。図6－1が示しているように、1993年以降
延辺州の外資誘致は急増してきた。1992年までも外資誘致は増加傾向を見せていたが、
その増加幅はそれほど大きくなかった。しかし、1993年は前年比731.8%も増加した。
1994年以降も増加傾向が続き、1996年にはピークを迎えた。1997年以降、アジア通貨
危機の影響を受け、外資誘致は急減し、多くの韓国系企業は撤退を余儀なくされている。
2001年以降、延辺州の外資誘致は再び活気を取り戻し、緩やかな上昇傾向を見せてい
るが、2010年の投資額は1996年の半分にも満たない。 
2010年、延辺州の外資系企業件数は634件、契約ベース額は1045.52百万ドル、実行
ベース額は859.10百万ドルに達している。うち、製造業は約70%を占めている。また、
韓国系企業は延辺州外資全体の中で、企業件数、契約ベース額、実行ベース額がそれぞ
れ72.08%、52.19%、59.65%を占めている。外資誘致において、延辺州は韓国系企業に
高い依存度を持っている。しかし、韓国系企業の特徴は投資金額が小さく、殆どが製造
業に集中している。なお、延辺州は外資誘致のピークを迎えた1996年、韓国系企業の
延辺州投資額は同年韓国系企業による中国全体への投資額の5.6%にすぎなかった。 
延辺州は外資誘致を積極的に行い、地域経済への発展を図ってきたが、当初の期待と
は違って、外資誘致は延辺州の経済発展を牽引することが難しい現状になっている。 
延辺州に進出している外資系企業は、主に紡績、食品、木材など付加価値の低い資源・
労働集約型産業に集中している。さらに、生産に必要とする原材料、中間財、資本設備
は外国から輸入するケースが多い。その規模をみると、1996年には延辺州の対外輸入
額の46.3%、1997年には52.8%、1998年には58.5%、99年には39.5%を占めている7。こ
れは、外資系企業が稼いだ外貨は原材料の輸入費として再び域外に流されてしまうこと
を意味する。結果的に、延辺州に回収される利益は低く、外資誘致による資本移動効果
                                                  
7 金勇文（2009）、p.44。 
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は大きく制限されている。 
 次に技術移転効果を見て見よう。先に述べたように、先進地域からの外資誘致によっ
て低開発地域は必然的に技術進歩の刺激を受ける。こういった技術移転効果によって、
低開発地域は自立的な経済拡張が可能となる。では、延辺州の地場産業は外資誘致によ
って技術的刺激を受けているのか。 
当初、延辺州は立地的優位性を活かし、外国の直接投資を呼び掛けると共に、外資が
持つ先進の技術移転を期待していた。確かに、外資系企業が持ちこむ技術水準は相当高
く、その技術は域内外の技術格差を補うことによって、地場産業の成長を促し、地域の
経済成長に多大なインパクトを与えることは十分考えられる。しかし一方において、技
術移転は多国籍企業の親会社から外国に進出している子会社へと内部化されているケ
ースが多く、地場産業に対する技術波及効果が大きいとは言えない8。 
特に、延辺州の場合、外資系企業の進出目的は現地の優位な立地条件、安い労働力、
土地代・税金への優遇政策などを利用して輸出向け生産を行う。したがって、下請け
或いは部品供給の一次・二次協力企業は殆ど投資国から進出するため、地場産業への
技術移転は極めて限定的である。例えば、大手外資系企業である威海三星、北京現代、
天津キャノンの場合、金型と高度な生産設備についての地場企業からの調達は低く、
本国から輸入するか、現地に随伴した外資系協力企業から調達している。 
上述から分るように、延辺州に進出している外資系企業は主に資源・労働集約型産
業に集中しているため、付加価値が低く、地場産業への資本移動効果と技術移転効果
は大きく制限されている現状である。では、労働力移動効果はどうなのか。 
 先進地域から低開発地域への資本移動や技術移転といった波及効果が期待される一
方、低開発地域から先進地域への労働力移動による逆流効果が生じる。延辺州の場合、
1990年代半ばから朝鮮族の出稼ぎ動労者が急増している。その移動先は8割以上が韓国
である。延辺州の創立当時（1952年）、延辺州の朝鮮族人口は60%以上を占めていたが、
2010年には36.7%に留まっている。延辺州は、朝鮮族出稼ぎ動労者の年々増加によって、
今はもはや朝鮮族自治州とも言えない状況となった。しかも、出稼ぎ労働者の多くは専
門家など高度人材を含むエリートである。つまり、延辺州において低開発地域から先進
地域への労働力移動というよりは人材流出という逆流効果が発生している。 
                                                  
8 劉巍（2012）、p.72。 
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出所：延辺州統計局『統計年鑑』2011年。 
 
 
図 6－2 は、延辺州と吉林省の工業成長率の推移を示したものである。1990 年から
1992 年まで、延辺州の工業成長率は吉林省平均よりそれぞれ 6.1、25.7、24.9 ポイン
ト低かった。しかし、1993 年は吉林省平均を 11.0 ポイント上回っている。その背景
には、改革開放の加速化、中韓国交正常化による韓国資本の急増等が挙げられる。そ
の後、1994 年から 2008 年までは一貫して吉林省平均を下回り、低迷状態が続いてい
る。外資誘致がピークを迎えた 1996 年を見ても同州の工業成長率は依然として吉林
省より低い。延辺州の工業成長は外資誘致と比例してないことがわかる。そして、2009
年と 2010 年は吉林省平均をそれぞれ 7.5、0.7 ポイント上回っている。その背景には、
2009 年に中国政府は「長吉図開放先導区」の建設を提起したが、それが延辺州の建設
プロジェクトに一定の刺激を与えた要因として挙げられる9。すなわち、1993 年、2009
年、2010 年を除き、1990 年から 2010 年の間、延辺州の工業成長率は一貫して吉林省
                                                  
9 許虎林（2012）、p.22。 
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図6－1 延辺州におけるFDIの実効ベース推移
（単位：万ドル）
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平均を下回っている。他方、延辺州の一人当たり GDP は 1990 年代半ばから低迷状態
が継続している。 
 
 
図6－2 延辺州と吉林省の工業成長率の推移 
 
出所：延辺州統計局『延辺統計年鑑』2011年、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊『吉林統計年鑑』
2011年。 
 
 
（2） 外資誘致の限界 
地域経済の発展は、輸出産業を通じて域内の生産を増やし、付加価値を生み出すこ
とによって域内向け産業の成長と生産性向上を促進することが重要である。本節にお
いては、ベーシック理論を用いて延辺州への外資誘致の限界を議論する。 
図 6－3 をみると、ベーシック産業は、輸出産業として域内に工場を設置し、生産さ
れた製品を域外市場へ輸出する。そして、域外から稼いだ外貨は賃金、企業間取引、
税金などを通じて地域経済に供給され、それが域内市場産業などに流れて循環し、地
域経済を維持・成長させている。この域外市場産業には、農林水産業や製造業などが
挙げられる。一方、ノンベーシック産業は域内向け産業として工場と消費市場を、共
に域内に設置することによって生産の拡大を目指す。主に、金融業、建築業、軽工業
などが挙げられる。 
-5
0
5
10
15
20
25
30
35
40
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
延辺州
吉林省
第 6 章 延辺朝鮮族自治州における外資誘致の変化 
 
中国延辺朝鮮族自治州の地域経済に関する研究（鄭 菊花）  103 
 
しかし、ベーシック産業であれ、ノンベーシック産業であれ、その目的は需要拡大
によって生産を増加させることである。需要さえ拡大すれば、各産業の生産は増加さ
れ、次第的に地域経済の活性化は実現されうる。問題は、域内向け産業は域内の相互
取引のみからは新たな需要が発生しにくい。反面、ベーシック産業は、新たな需要を
域外との取引からもたらされる可能性が高い。ベーシック産業のメリットとも言えよ
う。 
すなわち、製品の輸出によってベーシック産業は域外市場から地域内に所得をもた
らす。これはベーシック産業が使用する原材料・機械を域内から補填されることを前
提とする。だが、現代産業の特徴として、企業が使用する原材料・機械を域外から輸
入するケースが多い。仮に、域内にこの輸出産業が必要とする原材料・機械が供給で
きなければ、域外から調達するしかない。つまり、ベーシック産業によって域内に流
入するはずの外貨は、原材料・機械の購入代金として再び域外へと流出される。 
また、企業内で働く従業者を域内住居者とみなす場合、賃金所得は域内で消費され、
地域の経済発展に貢献する。仮に、賃金所得者が域外居住になるとすれば、その最終
的消費市場は域外になる。同じく、域内向け産業も製品に使われる原材料は必ずしも
域内のみで購入するとは限らず、従業者も域外からの募集可能性は十分に考えられる。 
つまり、輸出産業の活動によって域内へと流入する所得は、漏出という大きな部分
を抱えつつある。しかし、域内にノンベーシック産業が存在する限り、ベーシック産
業はノンベーシック産業内での波及効果を創出し、地域の経済発展を促進する可能性
はある。 
確かに、中国の沿岸部は外資誘致の形成・拡大によって経済が急速に発展した結果
である。しかし、それが全部ではない。輸出型企業を誘致した地域では、当初予想し
たほどの雇用効果と域内産業への波及効果をもたらせず、土地を提供しただけ、とい
うケースもある。すなわち、外資系企業の従業員は域内以外の地域から募集され、地
元からの採用は少ないため、最終的消費市場が域外になる。さらに、原材料・部品の
提供や加工業務は域外に依存する形が多いため、地域経済から完全に遊離したところ
も少なくない。いわば、誘致産業に依存する地域経済の発展は大きな限界を持ってい
る。もう一つの外資系企業は次の指摘のように特定地域に集中する傾向がある。 
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 図 6－4 輸出産業と域内向け産業 
 
出所：諸泉俊介（1996）、p.193 を修正・加筆。 
  
 
「東北地域の商業銀行は全国平均を大きく上回る巨額の不良債権を抱えており、資
金の提供には限界がある。また、外資系企業による東北地域への投資は、その投資環
境と政策に対して慎重であるため、投資実行率が低い。投資範囲は、主に遼寧省に集
中し、吉林省と黒龍江省への進出は少なく、全体の 1%程度である。さらに、東北地域
において、FDI の成長率と GRP の成長率は無因果関係を持っている10」 
沿岸部地域は、外資誘致によって FDI の成長率と GRP の成長率は相互貢献する関
係を持ち、同地域における急速な経済発展を成し遂げている。一方、東北地域におい
て計画経済の負の遺産と地理的位置などの原因によって外資誘致がハードルを抱えて
いる。また、外資系企業の進出目的が把握できていないまま、外資系企業に対する優
遇政策、大量のインフラ整備などの固定資産の投入、広範地域から募集された従業員
により、外資誘致は地域経済の発展に貢献できず、残るのは土地代だけになる。いわ
                                                  
10 王忠毅（2011）、p.161。 
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ば、外資誘致は東北地域の経済発展にそれほど作用していないことが確認できる。 
実際、こういう状況は延辺州においても例外ではない。前述したように、延辺州は
第 2 次産業が 3 次産業全体の 6 割を占めており、うち製造業が 8 割を占めている。ま
た、延辺州の業種別外資誘致を見ると、外資系企業は製造業の 8 割を占めている。同
州の製造業は外資系企業に対し、極めて高い依存度を持っている。にもかかわらず、
延辺州の一人当たり GDP と工業成長率は依然として低迷状態が続いている。外資誘
致は、延辺州の経済発展に一定的な利益をもたらすとは言え、その波及効果は決して
大きいとは言えない。 
外資系企業の投資動機は中国内需市場の開拓、自然資源の利用、安い土地代の利用、
延辺州政府の優遇政策などがターゲットになる。一方、延辺州にとって外資誘致は技
術移転・資本移動が目的となる。しかし、1990 年代半ばから、延辺州では沿岸部・外
国への出稼ぎ動労者が増えつつ、域内で働く従業員は地元の労働力より域外からの雇
用が多い。まさに、中国政府が琿春国際経済モデル区において外資系企業に対する一
系列の優遇政策、賃金がやすい北朝鮮動労者の雇用がその証拠のひとつである。つま
り、延辺州において外資誘致に投入されるコストは高く、これらの外資誘致によって
地域が回収される利益は低い。 
また、外資系企業の消費市場は域外であるため、域外経済が不景気であれば、それ
は産業自体、ひいては地域の発展と衰退に直結し、お金の漏出も多い。延辺州の場合、
外資誘致への波及効果に対する期待とその進出目的にミスマッチが存在する限り、企
業は誘致したものの、地域経済の発展とは無縁になる可能性が高い。また、外資誘致
において付加価値の低い労働集約型、資源集約型に依存するのではなく、付加価値の
高い技術集約型に転換する必要がある。 
だからといって、延辺州の外資誘致を完全に否定するにはいかない。親鋭の企業を
域内に誘致することによって、域内では技術・技能を獲得し、イノベーションを行う
必要がある。ただし、同州において外資誘致を如何に利用し、域内産業と如何に共存
して行くか、が同州の地域経済を活性化させるための大きな条件となる。 
 
 
4 琿春国際経済モデル区の開発開放状況 
最近、中国、韓国、日本、ロシア、北朝鮮、モンゴルなど北東アジア地域における
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国際関係は大きく揺れている。朝鮮半島の南北双方の対立・中国と日本の間での尖閣
諸島問題、日本とロシアの北方四島を巡る対立、緊張の水位は絶え間なく高まってい
る。このような緊張情勢は、中国と近隣諸国との政治外交を大きく後退させ、経済貿
易関係にダメージを与えている。いわば、北東アジア地域では政治体制の相違、経済
発展の格差、民族・文化・言語の多様性などにより、北東アジア地域レベルでの国際
共同開発や国境を越えた経済モデル区を作ることは難しい現状である。こうした環境
の下で、北東アジア地域における多国間国際協力が推進され、北東アジア地域の緊張
緩和や平和・安定が確実なものであれば、北東アジア地域にとって、ひいては世界の
政治的安定や世界平和の構築にとっても非常に有意義なことになる。 
北東アジア地域における唯一の多国間国際経済協力プロジェクトは図們江地域国際
協力モデル区の開発開放である。図們江地域は、北東アジアの構成国がクロスすると
ころに位置している。1992 年に発足された図們江地域国際協力モデル区の開発は、中
国吉林省が図們江を通って日本海へ模索する過程で生まれた多国間経済協力構想であ
る。具体的な対象地域は、中国延辺州の琿春市、ロシアのウラジオストク中南部、北
朝鮮の羅津・先鋒である。特に、中国延辺州の琿春市に国際協力モデル区を構築する、
いわゆる琿春国際経済モデル区の開発は北東アジア経済協力体にとって魅力的な存在
である。その理由として、中国は国際協力を通じて沿岸部に比べて経済発展が遅れて
いる東北地域に対外開放窓口を設けたく、琿春国際経済モデル区を中心とした図們江
地域開発を持続的に推進する強い意志を持っている。反面、北朝鮮は閉鎖的な政策と
核問題をめぐって国際社会から孤立され、ロシアは極東ザバイカル地域間経済協力協
会の「大西洋主義」への重視といった戦略・施策により、ウラジオストク自由経済地
帯構想は後退せざるを得なかった。北東アジア地域において、琿春国際経済モデル区
の開発は先頭を走るようになった。 
1992 年、中国政府は琿春市を対外開放の国境都市に指定し、琿春国際経済モデル区
の設立を認可した。さらに、1995 年に江沢民国家主席は琿春市を視察し、「琿春を開
発し、図們江を開発し、北東アジア各国との友好協力関係を発展させよ」という題辞
を贈った11。中国政府は図們江地域を中心とした北東アジア経済協力の焦点地域とし
て琿春市を開発することに舵を切った。 
                                                  
11 延辺档案信息網、「図们江地区開発回顧和展望」、2013 年 8 月 25 日。 
（http://www.ybda.gov.cn/E_ReadNews.asp?NewsID=1823－2012 年 11 月 15 日アクセス）  
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延辺州の琿春市12（面積は、5,145 km²）は中国、北朝鮮、ロシアが接する図們江地
域の中心的な立地優位を持っている辺境都市である。総人口は 26 万人、うち朝鮮族は
4 割強を占めている。琿春市は北朝鮮の羅津・先鋒地域と隣接しているため、辺境貿
易が盛んでいる。また、琿春市は中国大陸が東海へ進出できる唯一の通路でもある。 
先述したように、図們江地域の国際開発協力を巡り、1992 年中国政府は琿春市を国
際協力対象地域と指定し、琿春国際経済モデル区の設立を認可した。また同年、当局
は「図們江下流及び琿春地域総合開発計画要網」を批准し、道路・鉄道などの整備に
着手した。さらに、1995 年江沢民国家主席は琿春市を視察し、「琿春を開発し、図們
江を開発し、北東アジア各国との友好協力関係を発展させよ」という題辞を贈った。
中国政府は琿春市を、図們江地域を中心とした北東アジア経済協力の焦点地域として
開発することに舵を切った。 
 
 
(1) 琿春国際経済モデル区開発の沈滞 
1992 年に提起された琿春国際経済モデル区は、工業、商業地域として 88 km²の計
画面積を持っており、優遇措置として、構内での取引は外国と同じ扱いが認められ、
税金は免除される。また、外国からの原料・設備の輸入は保税扱いとなり、生産品に
輸出関税は免状されている。 
 地方レベルでの動きを見ると、吉林省政府は琿春国際経済モデル区に対する建設プ
ログラムを 3 段階に分けて実施することになっている。第 1 段階においては、1995 年
から 2005 年までインフラなど輸送回廊を建設し、第 2 段階においては、2005 年から
2010 年まで経済貿易回廊を建設し、第 3 段階の 2010 年から 2015 年までは経済成長
拠点として育成することで、最終的に、図們江地域開発において琿春国際経済モデル
区を中心に新しい地域経済圏を形成することを目指している13。現在、第 1・2 段階の
計画はすでに完成しており、第 3 段階は着々と完成して行く段階である。 
 1992 年から 2000 年まで、中国政府は総額約 20 億ドルを投資し、港湾・エネルギ
ー・交通・通信等のインフラ設備を建設した。中国政府の強いテンポにより、琿春国
際経済モデル区は研究構想段階から地域協力開発段階に入った。 
                                                  
12 琿春は、満州語で辺境という意味である。 
13 李燦雨（2003）、p.7。 
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しかし一方において、同モデル区の開発状況は明確な変化を見せておらず、進展が
それほどなかったことも事実である。そこには、同モデル区の開発においていくつか
の制約要素が存在する。一つは、投資環境の一層の改善が求められること、二つは、
経営管理の未成熟と経済効率が低いこと、三つは、経済開発への人材が不足している
こと、四つは、固定資産の投資の低さと資金が不足していること、五つは、開放程度
が低いこと、六つは、経済開発と環境保護が矛盾していることなどが挙げられる14。 
これらの制約要因によって、琿春国際経済モデル区の開発開放は提起されてから 20
年の年月が経ったが、同モデル区の開発状況は当初の予想より進展は見られず、投資
の多くはペーパーカンパニーにすぎなかった。 
 
 
(2) 琿春国際経済モデル区開発の新たな動き 
最近、琿春国際経済モデル区は空前のラッシュを迎えている。きっかけは、2009 年
8 月中国政府が提起した国家級の開発プロジェクト「長吉図開放先導区」の建設にあ
る。東北 3 省を貫通する「長吉図企画網要」には琿春市を、吉林省が東海へ進出する
窓口として位置づけられている。20 年間眠り続けた琿春国際経済モデル区の開発は再
び国際社会から注目されるようになった。 
2012 年 4 月、中国政府は「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区」の設立を
正式に認可し、5 月 29 日には着工式が琿春市で開催された。吉林省委員会常務委員・
延辺州委員会書記の張安順氏は、「延辺州は全力を尽くして開発・開放に取り組み、高
水準で中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区を建設する予定だ。具体的な施策
は下記の通り。①革新・改革を加速すること。（中略）④総合的積載機能の向上を加速
すること。琿春市街区～口岸のハイグレード自動車道路、吉琿鉄道旅客運送専用線の
建設を加速し、口岸の能力拡張改造を実施し、高効率且便利な大交通システムを健全
し、一日にも早くモデル区を機能整備、環境優美な生活しやすい生態型新区になるこ
とを目指す」と述べた。また、吉林省委員会常務員・副省長の陳偉根氏は、「国務院が
中国図們江区域（琿春）国際協力モデル区の設立を許可したことは、中央政府が長吉
図開発開放先導区という戦略を深く実施する重大な施策であるのみならず、中国が図
                                                  
14 金向東、pp.96－97。 
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們江地域の協力の参与を深化・拡大する新たな土台と新たな仕組みでもあり、中央政
府が吉林省辺境の開発・開放事業に対する重視と多大な支持を十分に体現された。（中
略）中省直属連部門は全力を尽くしてモデル区の建設を支持し、共同で良好な発展環
境を構築することが不可欠だ」と琿春国際経済モデル区開発の重要性を強調した15。 
同モデル区の敷地面積は 90 km²に達し、国際産業協力区、辺境貿易協力区、中朝琿
春経済協力区、中ロ琿春経済協力区等のエリアが含まれている。また、税制、産業構
造、投資、土地利用、海外インフラ整備、金融イノベーション、税関監督管理及び口
岸（出入国検査場）建設、人材招聘と育成、通関の利便性向上、特別資金援助など 9
つの特別政策支援を行っている16。   
これは、同モデル区の開発開放が新たな段階に突入したことを意味する。今や世間
から注目を浴びている同モデル区は、飛翔の夢に膨らんでおり、150 年間も夢見た港
を借りて海へ出る（借港出海）願望がようやく実現されることになる。 
現在、琿春国際経済モデル区は中国東北部の国際出口として国内・海外から投資が
集中している。実際、投資活動はすでに行っている。2012 年まで、総投資 53 億元の
琿春循環経済産業園プロジェクト、総投資 50 億元の琿春国際物流園区プロジェクト、
総投資 30 億元の中国・北東アジア（琿春）国際国境物流集散中心のプロジェクト、総
投資 10 億元の欧亜琿春国際ショッピングセンタープロジェクトなど重点プロジェク
ト 20 件が集中して着工し、総投資額 30 億元の中国香港城プロジェクト、総投資額 29
億元の大唐琿春発電所第 3 期工事、総投資額 20 億元の琿春豪徳現代商業貿易物流城プ
ロジェクトなど重点プロジェクト20件が着工する予定である。また、2012年から2014
年まで、韓国のポスコは同モデル区の構内に総投資額約 400 億元（2000 億ウォン）に
達する物流団地（1.5 km²）を設立する予定である17。さらに、企業誘致活動の展開に
伴い、琿春国際経済モデル区の開発は一層高い段階に上がった。琿春市政府はより効
果的に国内・海外の企業を誘致するため、企業誘致策略と方法として、繊維・皮革製
品などの産業を対象にプロジェクトとの関連性を研究し、企業誘致の重点的区域を厳
                                                  
15 中国吉林、「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区がスタート」、2012 年 5 月 31 日。
（http://japanese.jl.gov.cn/xw/201205/t20120531_1215412.html－2012 年 12 月 4 日アクセス） 
16 PEOPLE’S DAILY ONLINE、「琿春国際協力モデル区が認可－吉林」、2012 年 5 月 22 日。 
（http://j.people.com.cn/94476/7823340.html －2012 年 12 月 3 日アクセス） 
17  中央日報、「ポスコ・現代グループ、中国・東北３省に大規模物流団地」、2012 年 9 月 11 日。 
（http://japanese.joins.com/article/279/159279.html－2012 年 12 月 17 日） 
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選し、範囲を明確下上に優隅政策を制定し、綿密な計画を策定した18。 
交通面において、2010 年 10 月、長春から琿春までの高速道路はすでに開通してお
り、長春から延吉を経て琿春までの高速鉄道は 2014 年に竣工する予定である19。総投
資額 390 億元に達する同工事費用に関しては、中国政府が 50%、世界銀行貸出金・国
内銀行貸出金を通じて 50%を調達し、中国政府が負担する 50%のうち、90%は中国鉄
道部が出資し、残りの 10%は吉林省政府が出資することになっている20。時速 250km
の高速鉄道が開通すれば、琿春は東北地域の地下資源と食糧を、北朝鮮の羅津港を経
て海外へ輸出する窓口の役割を果たすことが可能になる。 
プロジェクトが順調に行われることによって、琿春市では不動産の価格高騰が止ま
らない。2011 年まで、1 ㎡当り 2400 元であったアパートの値段は 2012 年に入って
3000 元と、史上最高値を突破している。現在、琿春市では火力発電所の規模拡大へも
力を入れている。琿春国際経済モデル区における投資企業と北朝鮮への十分な電力供
給を念頭に入れているからである。中国政府は、北朝鮮の羅津へ電力を供給して同地
域の安定的な産業基盤育成に協力する代わりに、北朝鮮は琿春国際経済モデル区に安
い労働力を提供することにした。現在、中国の東北 3 省には北朝鮮労働者約 2 万人が
滞在し、うち約 8 割が延辺州で就労している21。なお、琿春国際経済モデル区におけ
る投資活動は海からも確認できる。2010 年 10 月中止となった北方航路は、2012 年
11 月 16 日大亜港運株式会社の BLUE OCEAN7 運航船舶への正式的契約することに
よって港路は再開され、港路運航は週 3 航次で束草~ザルビノ・琿春区間は毎週火・木
曜日週 2 航次、束草~ウラジオストク区間は毎週土曜日週 1 航次で運航している22。 
他方、今や世間から注目を浴びている琿春国際経済モデル区であるが、外資誘致の
選別に関しては具体的な方針が出されていない状況である。今までの外資誘致は、主
に付加価値の低い資源・労働集約型産業に集中しているため、地域経済に与える波及
効果は大きく制限されていた。したがって、延辺州は外資誘致において、一定の期間
                                                  
18 中国吉林、「中国図們江区域（琿春市）国際協力モデル区の建設に拍車を掛け」、2012 年 7 月 11 日。 
 （http://japanese.jl.gov.cn/xw/201207/t20120711_1240008.html－2012 年 12 月 4 日アクセス） 
19 吉林新聞網、「長吉図開発助推延辺経済快速発展」、2013 年 1 月 30 日。
（http://www.jl.chinanews.com/news1-62644.html－2013 年 4 月 25 日アクセス） 
20 김영윤・추원서・임을출(2010), p.126。 
21 延辺州政府の関係者 W 氏に対するヒアリング調査は、2013 年 1 月 18 日に行われた。 
22 NEWSTOWN、「북방항로（속초-자루비노-훈춘,속초-블라디보스톡）다시열린다」、11月 21日。 
 （http://www.newstown.co.kr/news/articleView.html?idxno=135408－2012 年 11 月 22 日アクセス） 
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を持って付加価値の低い労働・資源集約型産業から脱出し、付加価値の高い工業・技
術集約型産業へ転換する必要がある。こうした問題を克服しない限り、琿春国際経済
モデル区の開発開放は、いくら外資系企業を誘致しても延辺州の経済発展に与える波
及効果は期待できない。 
 
 
5 おわりに 
本稿では次のような結論を引き出した。1990 年代初期に琿春国際経済モデル区の開
発開放が提起されてから 20 年になったが、延辺州の一人当たり GDP は依然として吉
林省の下位に位置しており、同州の経済発展は低迷状態が継続している。すなわち、
延辺州に進出している外資系企業は主に付加価値の低い資源・労働集約型産業に集中
し、生産に必要とする原材料は外国から輸入するケースが多い。また、こういった外
資系企業は技術移転面において親会社から子会社に内部化されている。そのため、延
辺州は外資誘致による波及効果が大きく制限されていることを言わざるを得ない。つ
まり、延辺州は労働・資源集約型産業から付加価値の高い技術集約型産業に産業構造
を高度化する必要がある。こうした問題を克服することによって、延辺州は外資誘致
による地場産業への波及効果が期待される。なお、2012 年以降、延辺州は韓国資本を
中心とした大型プロジェクトが着工することで、今後再び韓国資本に頼って地域経済
を活性化させることに期待が高まる一方である。 
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第 7 章 おわりに―結論と今後の課題 
 
 
本研究は、延辺州の地域経済が韓国の影響により相対的な低成長が続いていること
を主張するものである。この主張を論証するために、本論においては延辺州から韓国
への労働力移動の発生原因やそれが地域経済のマクロ・ミクロ部分に及ぼす影響、そ
して労働者送金が地域経済に与えるインパクトを分析し、併せて延辺州への外資誘致
の変化を把握することで、FDI の 70%以上を占める韓国資本が延辺州の地域経済に対
する役割を検討した。 
その結果、1990 年代半ば以降朝鮮族による韓国への労働力移動は活発的に行われて
おり、しかも、多くの高学歴者が含まれていたため、頭脳流出の格好となった。その
直接的動機となったのは 1994 年の元為替レートの切り下げ政策であった。一方 1990
年代半ば以降、出稼ぎ労働者の急増は延辺州の人口減少問題を引き起こし、社会全体
の有効需要の拡大を阻む原因となった。また、延辺州への巨額の労働者送金は生産的
投資より、その多くが非生産的投資に回されることによって不動産の価格高騰や貯蓄
残高の高まりを招くなど延辺州の地域経済は特質な構造へ導かれた。そして、韓国系
企業による延辺州地域経済への役割をみると、韓国系企業は主に資源・労働集約型産
業に集中しているため、地場産業への波及効果はそれほど大きいとは言えない。とこ
ろが、2012 年以降、主に韓国資本を中心とした大型プロジェクトが着工することによ
って、延辺州は再び韓国資本に頼って地域経済を活性化させることに期待が高まって
いる。以上の検討から、延辺州の地域経済は韓国の影響を強く受けて、地域経済の相
対的な低成長が続いていることが明らかになった。 
延辺州の場合、地域経済を活性化させるためにはどのような政策が必要なのか。ま
ず、社会全体の有効需要を拡大させるためには朝鮮族の人口増加が急務である。次に、
政府は巨額な労働者送金を生産的投資にうまく利用すると同時に、地域の雇用創出に
もっと努力しなければならない。また、大金を手にして帰国した出稼ぎ労働者に対し
て、ベンチャー企業を起こせるように、情報提供、企業経営のノウハウ、支援策など
を積極的に提供する必要がある。そして、外資誘致面においては、資源・労働集約型
産業に限らず、積極的に付加価値の高い工業集約型産業を誘致し、地場産業への波及
効果を拡大させる必要がある。つまり、地元の資源物や薬草を活かしてブランド商品
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を開発することが可能となる。そのためには、担い手となる行政や大学の研究者の積
極的な取り組みと協力が不可欠である。 
要するに、グローバリゼーションによる急速な経済発展は、地域間の経済格差を生み
出し、それが労働力の農村部から都市部への移動、経済的後進地域から先進地域への地
域間移動を発生させている。この労働力移動によって、発展途上国は先進国から雇用機
会の創出や外貨が果たしうるマクロ経済の効果が期待される。一方、先進国は現地労働
者が避けている3K産業に外国人労働者を配置させることで、国内経済力の維持と成長
が期待できる。この典型的なメカニズムは、アーサー・ルイス（1954）の二重経済モ
デルによって示唆されている。すなわち、農業部門には限界生産性がゼロの労働力が無
制限に存在すると仮定した場合、この余剰労働力を現代的工業部門が吸収することによ
って、工業化並びに持続的な経済発展が促される。さらに、現代的工業部門は農業部門
より賃金や限界生産力が高く、労働力に対する需要も大きい。そのうえ、資本集約型産
業で利潤が再投資されるため、投資や資本形成が恒常的に可能である。 
次第に農業、工業各部門における賃金格差から、余剰労働力は高い賃金を求めて常に
農業部門から工業部門へと流れる。労働力が追加投入されることで、工業生産が増える
一方で、農業生産全体は変わらないものの、追加的労働力は製造業での限界生産性や賃
金を押し下げる方向に働く。こうして事実上農業、工業各部門における賃金率は平準化
され、製造業の生産性や賃金が降下する一方で、農業の生産性や賃金は上昇する。 
ルイスの二重経済モデルに照らしてみると、延辺州の場合、一人当たりGDPが絶対
的には上昇傾向を見せているが、出稼ぎ労働者が急増した1995年以降、吉林省の他の
地域に比べて地域経済は相対的な低成長が続いている。また、ルイスの転換点を判断す
るために、延辺州の実質賃金指数の変化を分析してみると、図7－1が示しているように、
1990年を100とした場合、1994年をピークに、1995年と1996年は減少している。その
後、1997年から1998年は上昇傾向を見せているが、1999年から再び減少し始め、その
状況は2004年まで続いている。そして、2005年以降は緩やかな上昇傾向を見せている
が、2009年から2010年は再び減少している。このように、延辺州の実質賃金指数は激
しい変動を見せており、全体的には減少傾向にある。この状況を吉林省と比較してみる
と、延辺州は1990年から2000年は吉林省の平均を大幅に上回っているが、2001年から
2003年は吉林省の平均を下回っている。そして、2004年から再び吉林省を上回ってい
るが、2007年から減少し始め、2008年からは吉林省の平均を下回っている。 
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ルイスの転換点によれば、農村部門から工業部門への労働力供給が枯渇すれば、工業
部門はその労働需要を満たすために賃金は上昇され、これにより工業部門の交易条件は
悪化し、利潤率の低下とともに、資本蓄積は妨げられ、工業部門成長の加速を終焉させ
る時点が訪れる。ところで、延辺州の場合は1990年代半ば以降、朝鮮族による韓国な
ど先進地域への国際労働力移動によって人口減少が著しく、さらに地元では実質賃金指
数がむしろ減少傾向にある。なお、この状況は延辺州の朝鮮族による出稼ぎ労働が急増
した時期と概ね一致している。 
 
 
図7－1  延辺州と吉林省の実質賃金指数の推移 
                                   （単位：元） 
 
出所：延辺朝鮮族自治州統計局『延辺統計年鑑』2011 年版、吉林省統計局・国家統計局吉林調査総隊
『吉林統計年鑑』2011 年版。 
 
 
労働力を自由に移動させることは果たしてよいことなのか、またそれが経済発展に対
する役割をどう評価するのか、今後国際労働力移動にはどのような政策が必要なのか、
が問われている。 
本研究は、同時にいくつかの課題も残すこととなった。まず本研究は地域経済格差問題
を吉林省の延辺州に限定することになり、他省の国境地域に位置している都市、例えば内
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モンゴルやベトナムに隣接している雲南省などとの比較や対策を分析することはできなか
った。地域ごとの規模や現状が異なるので、直接に比較することができないが、産業構造
の調整と経済格差是正における成功経験は比較に値する。これらの残した課題は次の研究
に期したい。 
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